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第 1 章 序論 
 
1.1 はじめに 
 「持続可能な社会」の実現が要求されるなかで，建設分野においてはコンク
リート構造物の建設に伴う環境負荷低減や資源循環型社会の形成を推進してい
くことが望まれている．そのためには，各種の資源循環型・環境配慮型材料の
積極的な利用が有効となる．このような材料として，一般廃棄物の焼却灰を主
原料とした普通エコセメント（以下，エコセメント）と，解体したコンクリー
ト構造物のコンクリート塊等を利用する再生骨材が挙げられる．本研究では，
これらの材料の超硬練りコンクリートへの適用性および，超硬練りコンクリー
トの適用先となる RCCP の耐久性や機能維持特性について検討を行った． 
 
1.2 エコセメントの現況 
 エコセメントとは，可燃ごみの焼却灰を主原料とし，必要に応じて下水汚泥
等の焼却灰を副原料として製造される資源循環型のセメントである．セメント
クリンカー1t につきこれらの廃棄物を乾燥状態で 500kg 以上使用して製造さ
れることから，最終処分場の延命に大きく貢献するとされている．エコセメン
トは，2002 年に JIS R 5214 として規格化され，2003 年に JIS A 5308「レデ
ィーミクストコンクリート」に追加された．また，2004 年にグリーン購入法
の特定調達品目に指定されたことからも，今後の使用量の増大が望まれてい
る．これを受けて，エコセメントの特性に関する様々な検討がなされており，
実用化の段階を迎えようとしている．しかし，一般廃棄物の焼却灰を主原料と
しているため，普通ポルトランドセメント（以下，普通セメント）と比較して
塩化物イオンの含有量が多く，石こう量が多いことで凝結遅延の傾向にある．
これらエコセメント特有の特徴は，適用先のコンクリート種類によって短所と
なる場合がある．そのため現在では，エコセメントの使用は，主に小型のプレ
キャストコンクリート製品にとどまっており，利用拡大には至っていない．し
たがって，エコセメントの利用促進には，上述の特徴がもたらす影響が顕著と
ならないコンクリート構造物もしくは配合を提案することが有効であると考え
られる． 
1.3 再生骨材の現況 
 天然骨材資源の枯渇やコンクリート廃材の処分場不足の観点から，新コンク
リートへの再生骨材の使用が求められている．再生骨材は，構造物等の解体時
に発生するコンクリート塊を破砕し，付着モルタルの除去，粒度および粒径の
調整などの処理を経て製造される骨材である．現在では，このような解体コン
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クリート塊は，破砕処理された後，再生砕石として主に路盤用粒状材料として
利用されている．また，道路の路盤材としては，グリーン購入法の特定調達品
目において，路盤材の項目に再生骨材等が指定されている．しかし，コンクリ
ート用骨材としての利用はいまだ進んでいないのが現状である．道路の路盤用
途としての利用も，今後の道路の建設状況を考慮すると，急増することはな
く，逆に解体コンクリート塊の発生量は増加することが予想される．したがっ
て，今後は解体コンクリート塊のコンクリート用再生骨材としての利用促進を
検討していく必要がある． 
 再生骨材の付着モルタルは，一般的に，再生骨材コンクリートの品質に悪影
響を及ぼす．付着モルタルは，原コンクリートの配合に依存した品質を有し，
骨材の密度やヤング率が低下し，吸水率が大きくなる．低ヤング率，高吸水率
は，コンクリートとしてのヤング率の低下，乾燥収縮の増大，耐凍害性の低下
の原因となり，適用先のコンクリート構造物の機能や耐久性の低下につなが
る．すなわち，再生骨材をコンクリート用骨材として利用するにも，これらの
影響を受けにくいコンクリート構造物もしくは配合を提案することが有効であ
ると考えられる． 
 
1.4 超硬練りコンクリートの有効性 
 超硬練りコンクリートとは，単位水量が 90～120kg/m3程度でスランプがゼ
ロ（すなわち自重では流動しない）のコンクリートのことであり，即時脱型方
式によって製造されるコンクリートブロックや，ダムにおける RCD（Roller 
Compacted Dam）工法，舗装等における RCCP（Roller Compacted Concrete 
Pavement）工法に使用されている．超硬練りコンクリートは，粗骨材の占め
る割合が高く，密なセメントペーストを少量含む配合となる． 
 
1.4.1 エコセメントに対する有効性 
 エコセメントのもつ，短所となりうる特徴は，主に塩化物イオン量が多い点
および凝結遅延の 2 点である． 
 超硬練りコンクリートは，水セメント比が低く，単位水量が少ない配合とな
るため，単位セメント量を 400kg/m3以下に抑えることができる．すなわち，
エコセメントを用いてもコンクリートとしての塩化物イオン総量の規定値
0.3kg/m3を十分に満たすことが可能である．また，超硬練りコンクリートは，
一般に補強鋼材を含まない構造となるため，塩化物イオン含有量に関しても，
一般のコンクリートと比較して厳しく規制する必要がない． 
 凝結遅延の課題に関しては，フレッシュコンクリートの凝結試験が，極初期
材齢におけるモルタルの強度発現試験となっていることを考慮すると，水セメ
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ント比が小さいこと，および単位粗骨材量が多いことから，改善の方向に向か
うと考えられる．本質的な凝結は，セメントの化合物組成とペースト中のセメ
ントの濃度に依存する．しかし，モルタルの極初期の強度発現に着目すると，
超硬練りコンクリートでは水セメント比が小さく，固体粒子が密に配置されて
いるため，強度発現としては早い方向に向かうと考えられる．また，超硬練り
コンクリートを転圧施工する場合は，用いた施工機械よりも軽量なものによる
載荷は，締固められたコンクリート相に顕著な影響を与えない． 
 以上のことから，上述の 2 点（塩化物イオン含有量，凝結遅延）に関して
は，エコセメントを用いた場合でも，超硬練りコンクリートとすることで低減
できると考えられる． 
 
1.4.2 再生骨材に対する有効性 
 前述のとおり，再生骨材には，低ヤング率かつ高吸水率という特徴がある．
低ヤング率は，セメントペースト相の収縮を拘束する能力を低下させる原因と
なる．また，高吸水率は，原骨材由来の付着モルタルの多孔性に起因する．そ
のため，再生骨材を用いたコンクリートは，コンクリート全体として多孔質な
構造となる．多孔質な構造となることで，コンクリートとしてのヤング率の低
下や乾燥収縮の増大，さらには耐凍害性の低下につながる． 
 これに対し，超硬練りコンクリートは，密なセメントペーストであることか
ら，骨材強度の低い再生骨材を用いた場合でも，力学的性質は改善の方向に向
かうと考えられる．また，密なセメントペーストかつ粗骨材粒子が非常に多い
状態となる．コンクリートの体積変化の主な原因が，セメントペースト相の細
孔構造と体積，含有する水量であることから，この配合構成が再生骨材を用い
たコンクリートの乾燥収縮の低減につながると考えられる．耐凍害性の低下に
ついても，単位水量が非常に少ない配合となるため，再生骨材を用いた場合に
おいても改善の方向に向かうと考えられる． 
 
1.5 エコセメントを用いた超硬練りコンクリートの現況 
 これまで，エコセメントを用いた RCCP の実用化を目指して，2009 年度よ
りエコセメントを使用した超硬練りコンクリートの物性評価を行ってきた．そ
の結果，エコセメントを用いた超硬練りコンクリートの基礎物性（締固め性，
力学的特性，乾燥収縮特性）は，舗装用途として十分に適用可能であることが
示されてきた． 
 また，東京都でのエコセメントの製造は，多摩地域での最終処分場の延命
と，リサイクルの促進を目的に，日の出町で行われている．地産地消を考慮す
ると，エコセメントを多摩地域で使用することも意義深い．気候的な特性とし
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て，多摩地域でのコンクリートは，冬季に比較的強い凍結融解作用を受ける．
さらに近年では，凍結防止剤（塩化ナトリウムや塩化カルシウム）の大量散布
による，塩害と凍害の複合作用も問題となっている．そのため，エコセメント
を用いた RCCP に関しても，凍結防止剤散布環境における耐凍害性の検討が必
要である．このような背景から，エコセメントを用いた超硬練りコンクリート
の耐凍害性について検討がなされ，真水での凍結融解試験では，AE コンクリ
ートとすることで，十分な耐久性を有することが明らかとなった．また，凍結
防止剤の散布環境を想定した NaCl3%溶液中での凍結融解試験については，所
定の空気連行により相対動弾性係数の維持が可能となり，混和材として高炉ス
ラグ微粉末や石灰石微粉末をエコセメントの一部を置換して使用することで質
量減少率の改善，すなわち，スケーリング（コンクリート表層部の剥離劣化）
抵抗性の向上につながることが確認された． 
 
1.6 再生骨材を用いた超硬練りコンクリートの現況 
 再生骨材を使用したエコセメント超硬練りコンクリートに関する報告は非常
に少ない．本学においても，再生粗骨材を使用して検討を行った事例はある
が，再生細粗骨材の併用は検討されていない．過去の本学における検討では，
再生粗骨材を用いた場合やエコセメントと再生粗骨材を併用した場合において
も，超硬練りコンクリートとすることで，基礎物性（締固め性，力学的特性，
乾燥収縮特性）は舗装用途として十分に適用可能であることが示された．しか
し，凍結防止剤散布環境における耐凍害性の低下が確認された．単位水量が極
めて少ない配合であっても，再生粗骨材の高吸水率の影響が顕著であったと考
えられる． 
現在のコンクリート用再生骨材の製造方法においては，再生粗骨材および再
生細骨材が同時に生成される場合が多い．また，再生粗骨材の高度品質化処理
の過程で，副生成物として再生細骨材が生じる．すなわちコンクリート用骨材
として，再生粗骨材と再生細骨材を併用することが望ましいといえる．しか
し，再生細骨材は付着モルタル分が非常に多く，再生粗骨材より高吸水率かつ
多孔質となり，また細骨材であるためにコンクリート内部全体に分散すること
となる．したがって，再生細粗骨材の併用は，コンクリートの機能性，耐久性
を著しく低下させることが予想される． 
 
1.7 舗装としての超硬練りコンクリート（RCCP） 
 コンクリート舗装は，アスファルト舗装と比較して初期コストが高く，養生
を要するために交通開放に時間がかかるといった特徴がある．しかし，コンク
リート舗装は，耐久性に優れているため，ライフサイクルコストとしてはアス
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ファルト舗装よりも抑えることができる．また，交通開放の遅延についても，
RCCP であれば，スランプが 0cm の超硬練りコンクリートを使用するため，
アスファルトフィニッシャ等で施工が可能であり，交通開放への時間を大幅に
短縮することができる．しかし，超硬練りコンクリートは低水セメント比であ
り，高強度であるため，コンクリート表層部が緻密な構造となる．これにより
路面に水が溜まりやすくなり，この水が逃げ道を失うことで水膜が形成され，
すべりやすい路面となる．また，近年では，トンネル内のコンクリート舗装で
は，恒温恒湿環境の影響で表層が緻密になり，さらにはそこを通過する自動車
タイヤによる擦り磨き作用が複合的に絡むことで，非常にすべりやすい舗装路
面となることが問題となっている． 
すなわち，エコセメントや再生骨材を用いた超硬練りコンクリートが今後普
及する際に，その適用先となる RCCP の実用性を考慮すると，すべり抵抗性や
摩耗作用の検討を行う必要があると考えられる．  
 
1.8 研究の目的 
 本研究では，エコセメントと再生骨材を使用した超硬練りコンクリートの，
凍結防止剤散布環境下での凍結融解抵抗性の向上，およびその適用先となる
RCCP の耐久性や機能維持の観点から，すべり抵抗性と表面粗さの把握を目的
として検討を行った． 
 はじめに，エコセメントを結合材として再生骨材 L を使用した超硬練りコン
クリートの基礎物性（締固め性，力学的特性，乾燥収縮特性，凍結融解抵抗
性）を検討した．なお，凍結融解抵抗性の検討は，凍結防止剤散布環境を模擬
した凍結融解試験を実施し，ソルトスケーリングの改善を目的として，高炉ス
ラグ微粉末をエコセメントの一部を置換して混合使用した水準を作製した． 
 次に，エコセメントを結合材として再生骨材 M を使用した超硬練りコンク
リートの基礎物性（締固め性，力学的特性，凍結融解抵抗性）および気泡構造
を検討した．使用した再生細骨材は再生細骨材 M とし，再生粗骨材は，耐凍
害品用の再生粗骨材 M とした．また，凍結融解抵抗性の検討は，凍結防止剤
散布環境を模擬した凍結融解試験を実施し，ソルトスケーリングの改善を目的
として，高炉スラグ微粉末をエコセメントの一部を置換して混合使用した水準
を作製した． 
 さらに，エコセメントを結合材として再生骨材 M を使用した超硬練りコン
クリートのすべり抵抗性を検討した．なお，摩耗作用に伴うすべり抵抗性およ
び表面テクスチャの変化を主な検討対象とした． 
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1.9 本論文の構成 
本論文は，全 6 章で構成されている． 
「第 1 章 序論」は，本研究の背景および目的を示している． 
「第 2 章 既往の研究」では，本研究に関連する既往の研究をとりまとめ，
本研究の方向性を示している． 
「第 3 章 エコセメントおよび再生骨材 L を用いた超硬練りコンクリートの
特性」では，エコセメントおよび再生骨材 L を用いた超硬練りコンクリートの
基礎物性について検討を行った．その結果，力学的特性については，再生細粗
骨材の併用により著しく低下したが，十分に高い強度を有していることがわか
った．また，乾燥収縮特性についても，再生細粗骨材の併用時に乾燥収縮ひず
みが著しく増大したが，一般的なスランプを有するコンクリートと同等に抑制
されることがわかった．しかし，凍結防止剤散布環境下での凍結融解抵抗性に
ついては，再生骨材 L を使用したすべての配合において，耐久性指数 60 を下
回り，質量減少率の著しい増大が確認された．質量減少率については，高炉ス
ラグ微粉末を混合使用した水準で 200 サイクル程度までは改善傾向がみられた
が，その後著しい増大が確認された． 
「第 4 章 エコセメントおよび再生骨材 M を用いた超硬練りコンクリートの
耐凍害性の向上」では，エコセメントおよび再生骨材 M を用いた超硬練りコ
ンクリートの基礎物性および気泡構造について検討を行った．その結果，再生
細骨材 M と耐凍害品用の再生粗骨材 M を使用することで，凍結防止剤散布環
境下であっても，耐久性指数 60 を満足することができた．質量減少率につい
ても，再生骨材 L を使用した場合と比較して，顕著に改善された．また，高炉
スラグ微粉末を混合使用した水準では，普通骨材使用時と同程度まで質量減少
率の改善，すなわちソルトスケーリングの改善が確認された．気泡構造の検討
については，一般に、気泡間隔係数の低下に伴い，コンクリートの耐久性指数
が増加することが知られているが，再生骨材使用時には，気泡間隔係数が同等
もしくは低下しても，耐久性指数が増加しない場合も生じた．これは，再生骨
材に付着するモルタル中の気泡が，見かけ上，気泡間隔係数を低下させたが，
同時に，付着モルタルそのものの脆弱性により，コンクリート内部からの劣化
が進展しやすくなったためと考えられる． 
「第 5 章 エコセメントおよび再生骨材 M を用いた舗装用超硬練りコンクリ
ートのすべり抵抗性」では，エコセメントおよび再生骨材 M を用いた超硬練
りコンクリートを対象に，舗装への適用性を考慮して，摩耗作用に伴うすべり
抵抗性と，表面粗さの影響について検討を行った．対象とした配合は，使用す
る骨材種類の違いが及ぼす影響を明確にするため，エコセメントと普通骨材を
使用した配合，およびエコセメントと再生細粗骨材 M 使用した配合の 2 水準
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とした．その結果，すべり抵抗性については，普通骨材を使用した場合と同等
のすべり抵抗性を確保できることが明らかとなった．また，表面粗さについて
は，すべり抵抗性に寄与するとされる路面テクスチャとして，波長 0.5～
50mm のマクロテクスチャと，波長の 0.5mm 未満のマイクロテクスチャに分
類して検討し，再生骨材が普通骨材と同程度のテクスチャ保持性能を有するこ
とが明らかとなった． 
「第 6 章 結論」では，本研究で得られた知見を取りまとめるとともに，今後
の課題について示している．  
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第 2 章 既往の研究 
 
 第 2 章では，エコセメントや再生骨材を用いたコンクリート，超硬練りコン
クリートに関する既往の研究，およびコンクリート舗装に関連する既往の研究
を取りまとめた．その上で，本研究で明らかにする内容を整理した． 
 
2.1 エコセメント 
 ここでは，エコセメントの性質や，エコセメントを使用したコンクリートの性
質等に関する既往の研究を取りまとめた． 
 エコセメントとは 2-1)，都市部などで発生する廃棄物のうち，主たる廃棄物で
ある都市ごみを焼却した時に発生する灰を主とし，必要に応じて下水汚泥など
の廃棄物を従としてエコセメントクリンカーの主原料に用い，製品 1t につきこ
れらの廃棄物を乾燥ベースで 500kg 以上用いてつくられるセメントのことであ
る．エコセメントには，脱塩素化により塩化物イオン量をセメント質量の 0.1%
以下とする普通エコセメントと，塩化物イオン量をセメント質量の 0.5～1.5%と
し，塩素成分をクリンカー鉱物として固定した速硬性をもつ速硬エコセメント
の 2 種類に分類される．本論文では，普通エコセメントについて取り上げてい
る． 
 
2.1.1 エコセメントの化学的性質 
松下ら 2-2)は，エコセメントの水和反応に与える養生温度の影響を確認するた
め，水和発熱や鉱物反応率に関する検討を行った．表 2－1 に，当実験で使用し
たエコセメント（EC）および普通セメント（NC）の化学組成，密度，比表面積
および鉱物組成を示す．ここで，鉱物組成は SO3 に関する補正の追加された修
正 Bogue 式より求めた．2 種のセメントの化学組成は，CaO 量には大きな差異は
ないが，SiO2，Al2O3，Fe2O3，SO3 量が異なるため，Bogue 式より求めた EC の鉱
物組成は，NC より C2S が少なく，C3A や C4AF の間隙質相が多くなっており，
EC はその間隙質相の初期の水和を抑制する目的で，石こうが 2 倍程度添加され
ている．その他の成分に関しては，Na2O，K2O，TiO2，Cl などの微量成分に若干
の違いがみられる．また，EC のブレーン比表面積は，4220cm2/g と NC の
3300cm2/g と比較して大きく，レーザ回析式粒度分布計にて測定したセメントの
粒度分布では，約 10µm 以下の微粉が多く，約 25µm 以上の粗粉が少ないといっ
た特徴を有していた． 
図 2－1 に EC および NC（W/C 50%，20 ）の注水直後から材齢 120 時間まで
の水和発熱速度を示す．材齢 1 時間までのエトリンガイトの生成および f-CaO の
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水和に伴う発熱速度の第 1 ピークは，アルミネート相（C3A）の多い EC が大き
くなっており，潜伏期も 1 時間程度長くなっている．その後のエーライトの活
発な水和に伴う第 2 ピークは，石こう添加量等の影響から EC は 5 時間程度遅れ
て現れており，ピークの加速期・減速期の傾きも緩やかで，材齢 120 時間まで
NC よりも発熱速度は大きくなっている．また，間隙質相および石こうの多い EC
では，材齢およそ 80 時間において，NC では確認できないエトリンガイトから
モノサルフェート水和物への添加に伴う第 3 ピークが確認された．また，表 2－
2 に，EC および NC の養生温度 10，20，40 における水和発熱速度の第 2 ピー
クの値および 10 ・40 の試料と 20 試料との比較値を示す．第 2 ピークの発熱
速度・時間から初期水和反応への養生温度の影響を比較すると，EC と NC で発
熱ピークの促進や遅延の現れ方が異なっており，ピーク発熱速度の【10 /20 】
（20 のピーク発熱速度に対する 10 のピーク発熱速度の比）は，EC および NC
ともに 0.45 程度とほぼ同じ変化量であるが，【40 /20 】は，EC が 2.76，NC が
3.5 となっており，NC の変化量が大きくなっていることがわかる．また，ピー
ク発熱時間は，EC は NC より温度変化の影響が大きく現れており，20 ⇒40 
で 8 時間程度反応が促進し，20 ⇒10 で 19 時間程度反応が遅延している． 
 柵野ら 2-3)の検討においても，エコセメントを用いた場合の凝結時間は，凝結
始発で 1～2 時間程度，凝結終結で 2～3 時間程度の遅延が確認されている．こ
の要因として，普通セメントと比較して，エコセメントの C3S 量が少ないこと，
P2O5 が多いことが影響している 2-4)と考察している． 
  
表 2－1 セメントの諸特性 
図 2－1 水和発熱速度 
表 2－2 ピーク時間・ピーク発熱速度 
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2.1.2 エコセメントを用いたコンクリートの塩化物イオン 
 エコセメントの主原料である都市ごみ焼却灰の組成は，普通ポルトランドセ
メント原料の粘土に類似しているが，比較的 Al2O3 および塩化物イオン（Cl-）が
多い．これは多くの一般廃棄物焼却灰に共通する傾向であり，今後廃棄物の有効
利用を指向した場合には，これらの成分を多く含んだ原料の使用は避けられな
いものと考えられる．塩化物イオンはコンクリート中において鉄筋腐食を促進
する可能性があるため，その挙動については様々な検討が行われている．コンク
リート中の塩化物イオン量の存在状態としては，自由水中に存在する塩化物イ
オンの他に，セメントおよびセメント水和物に固定されて，鉄筋腐食には影響し
ないと思われる固定塩化物イオンの存在が明らかとなっている 2-5)，2-6)． 
 平尾ら 2-7)，2-8)は，都市ごみ焼却灰を主原料として製造され，少量の塩化物イオ
ン（Cl-）を固溶し，間隙質を多く含むエコセメント（EC）について，クリンカ
ーに固溶した Cl-の自由水中の Cl-濃度への影響を検討するとともに，NaCl を添
加した場合の自由水中の Cl-濃度を普通ポルトランドセメントおよび高炉セメン
トと比較することで Cl-固定機構および固定能を検討した． 
 モルタルの Cl-固定率を，図 2－2（セメント中の Cl-量が 0.1mass%），図 2－3
（セメント中の Cl-量が 1.0mass%）にそれぞれ示す．0.1mass%においては，いず
れのセメントにおいてもほぼ全量の Cl-が固定され，中でも EC の固定率は初期
材齢時点で高い値を示している．一方，1.0mass%については，いずれもセメント
中の Cl-量が増加したことにより，Cl-固定率は低下した．特に EC と OPC の材齢
3日におけるCl-固定率の差は，セメント中のCl-量が0.1mass%の場合は約8mass%
であったのに対し，Cl-量が 1.0mass%の場合には約 29mass%に増大した．さらに，
EC による Cl-固定の許容量を求めるために，3.0mass%および 5.0mass%について
も検討を行った（図 2－4）．染谷ら 2-9)の結果によれば，W/C=0.5，20 において
NaCl として 3.0mass%の Cl-を添加した OPC による Cl-固定量は 1.2mass%であっ
た．Cl-量が 3.0mass%の EC では，2.1mass%の Cl-を固定しており，Cl-固定の許容
量が OPC を大幅に上回ることがうかがえる．この理由として，平尾らは，OPC
の約 2 倍と多い OPC の間隙質によるフリーデル氏塩の生成が一因と推察した． 
 そこで，Cl-を化学的に固定する水和物として，フリーデル氏塩（C3A・CaCl2・
10H2O）に注目し，その生成量と Cl-固定率の増加との関連性について検討を行
った． 
 図 2－5 に材齢 6 時間～3 日における各モルタル中のフリーデル氏塩生成量
（Cl-量 0.1mass%）を示す．一般にはセメント水和が進行して，自由水中の SO42-
がほとんどなくなった後にエトリンガイトからモノサルフェート水和物が生成
するが，Cl-が共存する場合にはモノサルフェート水和物の代わりにフリーデル
氏塩が生成することが知られている．EC では，材齢 12 時間においてフリーデ
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ル氏塩の生成が OPC および BB よりも多く，材齢 3 日では 0.8mass%と BB とほ
ぼ同等となった．これは間隙質量の合計が約 27mass%と多いことに起因すると
考察している．図 2－2 でみられた Cl-固定率の急激な増加は，いずれのセメン
トもフリーデル氏塩の生成とともに生じている．同様に，1.0mass～5.0mass%の
フリーデル氏塩生成量を図 2－6 に示す．EC のフリーデル氏塩生成量が材齢 28
日で 5.3mass%と最も高い値を示した．また，いずれのセメントも図 2－3 で示し
た Cl-固定率の増加と，フリーデル氏塩の生成量が増加した時期はほぼ一致した． 
 図 2－7 に，硬化体中の Cl-を自由水中に存在する自由 Cl-およびセメント水和
物中へ固定された固定 Cl-に分類した結果を示す．間隙質の含有量の多いセメン
トほどフリーデル氏塩の生成量は多くなると考えられ，EC のフリーデル氏塩と
しての Cl-固定量が約 0.7mass%と多かったことは，これの裏付けといえる． 
 また，図 2－8 には，セメント中の Cl-量が 0.1 および 1.0mass%の場合の材齢
28 日における自由水中の［Cl-/OH-］モル比を示す．Cl-量が 0.1mass%の場合，［Cl-
/OH-］モル比が最も高い OPC でも 0.01 以下と腐食限界の 0.6 を十分に下回って
いる．一方，Cl-量 1.0mass%の場合では，Cl-固定量の多かった EC の［Cl-/OH-］
モル比は，OPC や BB よりも低い値を示している．この結果は，Cl-量が同等の
場合，EC は Cl-をより多く固定することにより自由水中の Cl-濃度を低下させ，
図 2－2 Cl-固定率（0.1mass%） 図 2－3 Cl-固定率（1.0mass%）
図 2－4 EC 中の Cl-量と固定 Cl-量 
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OPC や BB と比較して発錆への影響がより小さくなることを示している． 
 
  
図 2－5 フリーデル氏塩生成量 
（0.1mass%） 
図 2－6 フリーデル氏塩生成量 
（1.0～5.0mass%） 
図 2－7 自由および固定 Cl-量 図 2－8 自由水中の［Cl-/OH-］モル比
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2.1.3 エコセメントを用いたコンクリートの力学的特性 
 エコセメント硬化コンクリートの力学特性は，基本的に普通セメントを用い
たコンクリートとほぼ同等であることが知られている 2-10)．図 2－9～図 2－12
にエコセメント（E）および普通セメント（N）の各種強度試験の結果を示す．
同一セメント水比で比較すると，標準養生では E の圧縮強度は N より若干低い
（図 2－9）が，蒸気養生の若材齢ではほぼ同等（図 2－10）である．また，圧
縮強度と静弾性係数の関係（図 2－11），圧縮強度と曲げ強度および引張強度の
関係（図 2－12）は，N や高炉セメント B 種（B）を用いたコンクリートと同等
である． 
図 2－9 圧縮強度（標準養生） 図 2－10 圧縮強度（蒸気養生）
図 2－11 圧縮強度と静弾性係数 図 2－12 曲げ強度および引張強度 
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福田ら 2-11)も，エコセメントコンクリート（ECO）の基本力学特性である圧縮
強度，弾性係数，破壊エネルギーに関して，普通セメント（OPC）との比較を行
い，類似点や相違点について検討した．使用材料および配合を表 2－3，表 2－4
にそれぞれ示す．この配合で，材齢 3 日，7 日，14 日，28 日，56 日に対して各
試験体を 3 個ずつ作製した．図 2－13 に圧縮強度試験で得られたそれぞれのコ
ンクリートに対する圧縮強度と材齢の関係を示す．ECO は，材齢 14 日以降の強
度増進が少ないとわかる．両者の強度差が最も大きくなるのは材齢 3 日であり，
その差は 25%であった．図 2－14 には弾性係数と材齢の関係を示す．ECO の弾
性係数は OPC とほぼ同等と推定できるとわかる．また，図 2－15 に破壊エネル
ギーと材齢の関係を示す．応力ひずみ曲線の面積を破壊エネルギーと定義して
いる．ここでは，最大応力以降において，最大応力より 20%小さくなった応力ま
での面積を破壊エネルギーとしている．ECO の破壊エネルギーは，材齢 3 日よ
り材齢 7日の方が小さくなっているとわかる．材齢 7日のECOは最大応力以降，
表 2－3 使用材料 
表 2－4 コンクリートの配合 
図 2－13 圧縮強度と材齢 図 2－14 ヤング係数と材齢 
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急激に応力が低下する脆性破壊を起こすのに対して，材齢 3 日の ECO は最大応
力以降もなだらかに応力が低下する．このため，圧縮強度が増加しているにも関
わらず，破壊エネルギーは，材齢 3 日より材齢 7 日の ECO の方が小さくなって
いると推察している（図 2－16）． 
 エコセメントコンクリート利用技術マニュアル 2-12)にも，エコセメントを用い
たコンクリートの力学的特性について取り上げられている（図 2－17，図 2－
18）．エコセメントを用いたコンクリートの圧縮強度は，普通ポルトランドセメ
ントを用いたコンクリートと比較すると，若干の低下がみられる．また，普通ポ
ルトランドセメントを用いたコンクリートと同様に，圧縮強度がセメント水比
と直線関係にあることから，配合設計は一般のコンクリートと同様に行うこと
が可能であるとされている．また，圧縮強度と静弾性係数との関係は，一般的な
コンクリートと同等であるといえる． 
 
  
図 2－15 破壊エネルギーと材齢 図 2－16 応力－ひずみ曲線 
図 2－17 圧縮強度 図 2－18 静弾性係数 
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2.1.4 エコセメントを用いたコンクリートの耐久性 
(a) 中性化 
 エコセメントを用いたコンクリートの中性化は，普通ポルトランドセメント
を用いた場合と比較して若干大きくなる 2-12)ことが知られている．図 2－19，図
2－20 に促進中性化試験の結果を示す．水セメント比によらず，普通エコセメン
トの方が普通ポルトランドセメントより中性化が大きくなっている．一方，高炉
セメント B 種と比較してやや小さいことから，コンクリート構造物の中性化に
関しては，一般のコンクリートと同様に取り扱ってよいといえる． 
 また，長塩ら 2-13)は，エコセメントを用いたコンクリートの中性化に及ぼす高
炉スラグ微粉末の影響について，普通ポルトランドセメントに高炉スラグ微粉
末（BFS）を混合した場合との比較検討を行った．図 2－21 に中性化促進試験の
結果を，表 2－5 に中性化速度係数および中性化速度比をそれぞれ示す．BFS 無
混合の EC は，OPC と比較して中性化深さが大きくなった．BFS 混合の場合は，
EC および OPC ともに，BFS 混合量の増加に伴い中性化深さは大きくなった．
表 2－5 より，中性化速度係数比の結果から，EC と OPC では中性化深さに及ぼ
す BFS 混合の影響はやや異なる結果となった．BFS を 25%混合した場合の中性
化深さは，EC および OPC ともに無混合の場合から，1.2 倍と同程度大きくなっ
た．一方，BFS を 50%混合した場合の中性化深さは，EC（EB50）については，
無混合の場合から 1.7 倍程度大きくなったのに対し，OPC（OB50）については，
無混合の場合から 2.3 倍程度大きくなった．BFS 混合 50%では，EC の方が OPC
よりも BFS 無混合からの中性化深さの増大傾向は小さかった． 
図2－19 促進中性化試験結果
（水セメント比 55%）
図 2－20 促進中性化試験結果 
（呼び強度 21N/mm2，配合強度 26N/mm2）
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図 2－21 促進中性化試験結果 
表 2－5 中性化速度係数と中性化速度比 
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(b) 乾燥収縮 
 エコセメントを用いたコンクリートの乾燥収縮量は，普通ポルトランドセメ
ントを用いたコンクリートと同等（図 2－22）であるため，一般のコンクリート
と同様に扱ってよいといえる． 
 また，長塩ら 2-13)は，エコセメントを用いたコンクリートの乾燥収縮に及ぼす
高炉スラグ微粉末の影響について，普通ポルトランドセメントに高炉スラグ微
粉末（BFS）を混合した場合との比較検討を行った．図 2－23，図 2－24 に乾燥
収縮ひずみ（×10-6）および質量減少率をそれぞれ示す．EC の乾燥収縮ひずみは，
OPC と同程度であった．一方，EC の質量減少率は，OPC よりも大きくなった．
また，BFS 混合の影響については，EC に BFS を混合した場合の方が，OPC に
BFS を混合した場合よりも質量減少率の増加傾向が大きかった． 
  
図 2－23 乾燥収縮ひずみ（×10-6）
図 2－22 長さ変化（×10-6） 
図 2－24 質量減少率 
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(c) 凍害 
 エコセメントを用いたコンクリートの耐凍害性 2-14)，2-15)は，同一配合かつ試験
溶液に真水を用いた場合においては，普通ポルトランドセメントを用いたコン
クリートと比較して若干の低下がみられるが，300 サイクル終了時点における相
対動弾性係数が 80%を上回ることから，十分な凍結融解抵抗性を有していると
いえる（図 2－24）． 
 しかし，エコセメントを用いたコンクリートの質量減少率に関しては，普通ポ
ルトランドセメントを用いたコンクリートと比較して，増大する傾向が確認さ
れている（図 2－25）． 
 
  
図 2－24 相対動弾性係数の変化 
図 2－25 質量減少率の変化 
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2.2 再生骨材 
 ここでは，再生骨材の性質や品質，再生骨材を用いたコンクリートの性質等に
関する既往の研究を取りまとめた． 
 再生骨材とは 2-16)，コンクリート構
造物を解体した際に発生するコンク
リート塊をコンクリート用骨材とし
て再利用する骨材である．解体コンク
リート塊の 9 割以上が道路用路盤材
や埋戻し材などとして再利用されて
いるが，図 2－26 に示すように，高度
経済成長期に建設された各種構造物
の供用年数が終了し，コンクリート解
体量が増加すること，路盤材を大量に
使用する新規大型事業の整備が完了
し，道路用骨材需要量が減少すること
などから，近い将来コンクリート解体
量が道路用骨材需要量を上回ることが予想される． 
 2005～2007 年にかけて，コンクリート用骨材として再生骨材が JIS に制定さ
れた 2-17)．図 2－27 には，再生骨材の製造工程の概要図を示す．再生骨材は，各
工程の処理方法に応じて品質や用途の異なる製品として製造される．処理段階
を増加や処理の高度化により，残存するセメント硬化体の量が減少し，密度が大
きく吸水率の低い再生骨材を得ることができるが，必要なコストおよびエネル
ギーは増大し，副産微粉も増加することとなる．JIS は，コンクリート用に利用
されるすべての再生骨材が網羅されるべく，図 2－28 に示すように体系化され
ている．通常の天然骨材と同等の品質を有する高品質再生骨材であるコンクリ
ート用再生骨材 H（以下，再生骨材 H）は，JIS A 5308（レディーミクストコン
クリート）の附属書 1 で砕石・砕砂や砂利・砂と同様に扱われることが意図され
たため，骨材のみの規格，すなわち JIS A 5201（コンクリート用再生骨材 H）と
して制定されているが，中品質再生骨材であるコンクリート用再生骨材 M（以
下，再生骨材 M）および低品質再生骨材であるコンクリート用再生骨材 L（以
下，再生骨材 L）は，JIS A 5308 には組み込まれず，それぞれを用いたコンクリ
ートは，JIS A 5022（再生骨材 M を用いたコンクリート）および JIS A 5023（再
生骨材 L を用いたコンクリート）というように独立した規格となっている．ま
た，図 2－29 には再生骨材の絶乾密度および吸水率の範囲を示す． 
 再生骨材 H は，「構造物の解体などにより発生したコンクリート塊に対し，破
砕，磨砕，分級等の高度な処理を行って製造したコンクリート用再生骨材」と定
図 2－26 コンクリート排気量と 
骨材需要量の推移 
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義される．高度な処理とは，原骨材に付着したセメントペーストを除去するため
の処理であり，現在実用化されている除去方法としては，コンクリート塊を加熱
してセメントペーストを脆弱化させた後に，磨砕する方法や機械的にコンクリ
ート塊を磨砕する方法などがある．コンクリート製杭やコンクリート製管など，
比較的密度の高い骨材を用いた高強度コンクリートを簡単に破砕して製造され
る再生骨材は，高密度・低吸水率となる可能性が高いが，セメントペーストを大
量に含むおそれがあるため，コンクリートに導入されるアルカリ量が多くなる
とともに，乾燥収縮ひび割れを生じやすくなるおそれがあるため，JIS A 5021 の
対象外となっている． 
 再生骨材コンクリート M は，「構造物の解体などによって発生したコンクリ
ート塊に対し，破砕，磨砕，分級等の処理を行い製造したコンクリート用再生骨
材 M を骨材の全部または一部に用いたコンクリート」と定義される．通常の骨
材との混合利用を認めているが，一方で，通常の骨材に少しでも再生骨材 M が
混入すれば，再生骨材コンクリート M として扱われる．再生骨材 M は，その品
質が，再生骨材 H と再生骨材 L の間に位置し，製造にあたって再生骨材 L ほど
簡易な処理ではないが，例えば再生骨材 H で用いられる方法の一つである加熱
処理のような特殊な処理までは施さない．すなわち，当規格は，使用エネルギー，
経済性等の面で再生骨材 H より有利となるように再生骨材を製造し，それを耐
久性等の問題の少ない範囲で構造物の構造体コンクリートに使用する，という
思想で基準が定められている．したがって，再生骨材コンクリート M は，構造
体に使用可能であるが，用途として想定される部材は，再生骨材 M の品質に応
じて限定されている．具体的には，乾燥収縮や凍害の影響を受けにくい杭，耐圧
板，基礎梁，鋼管充填コンクリートなどへの適用を想定している． 
 再生骨材コンクリート L は，「構造物の解体などにより発生したコンクリート
塊を破砕して造ったコンクリート用再生骨材 L を骨材の全部または一部に用い
たコンクリートと定義される．再生骨材 L の全骨材に占める割合は，グリーン
調達などで指定すべきものと考え，JIS 本文において規定していない．しかし，
通常の骨材に再生骨材 L を少しでも混合使用すれば，そのコンクリートは再生
骨材コンクリート L として扱われる． 
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図 2－27 コンクリート廃材の処理工程 
図 2－28 再生骨材に関する JIS の体系 
図 2－29 再生骨材の絶乾密度・吸水率の範囲 
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2.2.1 再生骨材を用いたコンクリートの力学的特性 
 久保野ら 2-18)は，再生骨材をコンクリート用骨材として用い，圧縮強度に及ぼ
す影響について検討を行った．再生粗骨材は，密度 2.34g/cm3，吸水率 5.50%の
ものを，再生細骨材は，密度 2.12g/cm3，吸水率 8.58%のもの（微粒分カット）を
それぞれ使用した．図 2－30，図 2－31 に，骨材置換率と強度の関係および C/W
と強度の関係をそれぞれ示す．再生細骨材を使用した場合，置換率が大きくなる
につれて圧縮強度は直線的に減少し，置換率 100%の時に約 20%減少した．これ
は，再生細骨材が製造時の衝撃などにより強度および付着力が比較的低くなっ
ていることや，骨材表面に付着している微粒分が骨材とセメントペーストとの
付着を妨げていることが原因と考察している．再生粗骨材を使用した場合，粗骨
材に砕石を使用したものに比べて，置換率 50%のコンクリートは 14～26%強度
が低下し，置換率が 100%のときも同程度の強度であった．当検討で使用した再
生粗骨材 L は，モルタルが多く付着しており，その組織の一部が破砕時の衝撃
によって破壊されたまま付着しているため，その部分が強度面での弱点になっ
たことが原因と考察している．また，C/W の影響については，C/W が大きくな
る程強度が大きくなりほぼ直線関係となり，普通コンクリートと同様の傾向を
示した． 
 
 
 
図 2－30 骨材置換率と強度の関係 図 2－31 C/W と強度の関係 
    （S，G：再生材） 
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 後藤ら 2-19)は，再生粗骨材を用いたコンクリートの力学特性について検討を行
った．再生粗骨材（記号：E）は，密度 2.44g/cm3，吸水率 5.97%のものを使用し
た．図 2－32 に，材齢の進行に伴う圧縮強度の伸びの状況を示す．圧縮強度は
材齢 7 日を基準として，材齢 28 日ではでは平均 1.21 倍，材齢 91 日では平均 1.30
倍増加した．普通粗骨材（記号：V）のみの場合には，材齢 28 日で 1.34 倍，材
齢 91 日で 1.50 倍の増加となり，材齢の進行に伴い再生骨材との強度差の割合が
大きくなった．このことは，再生骨材のみを使用した場合には，コンクリートの
長期強度が原骨材ほど増加しないことを示している． 
 図 2－33～図 2－35 に，曲げ強度，引張強度および静弾性係数試験の結果を
それぞれ示す．再生粗骨材を使用したコンクリートの曲げ強度はおよび引張強
度は，普通粗骨材のみを使用した場合と比較して，同一水セメント比で，曲げ強
度で 18%，引張強度で 23%低下した．また，水セメント比による強度差は，曲
げ強度の場合，普通粗骨材の 17～19%程度であるの対し，引張強度では，17～
28%と，引張強度の方が強度差が大きく，圧縮強度の場合と同様，水セメント比
による影響が顕著となった．静弾性係数では，同一水セメント比において，再生
粗骨材は，普通粗骨材より 29%低下した．また，再生粗骨材の静弾性係数は，水
セメント比 35%が最も大きい値を示したが，最も小さな値を示した水セメント
比55%との差は，わずか7%程度であり，水セメント比による影響は少なかった． 
 図 2－36，図 2－37 に材齢 28 日における圧縮強度および静弾性係数に及ぼす
吸水率の影響を示す．圧縮強度および静弾性係数は，吸水率の増加に伴い減少す
る反比例の関係を有しており，しかも同一吸水率では，水セメント比の大きなも
のほど小さくなる傾向がみられた．このことから，再生骨材の吸水率が，圧縮強
度および静弾性係数に及ぼす影響は大きく，吸水率の少ない再生骨材を用いる
図 2－32 材齢に伴う圧縮強度の伸び 図 2－33 曲げ強度 
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ことが力学的特性を向上させると示唆している． 
 図 2－38 に，材齢 28 日における圧縮強度と静弾性係数の関係を示す．圧縮強
度が大きくなると静弾性係数も大きくなる傾向にあるが，普通粗骨材と再生粗
骨材の場合では，異なる傾向を示している．普通粗骨材と再生粗骨材は，圧縮強
度 30N/mm2 以下では，ほぼ同じ値を示しているものの，30N/mm2 を超えると，
普通粗骨材が正比例的に伸びていくのに対し，再生粗骨材は，頭打ちの傾向がみ
られた．このことを，再生骨材に付着しているモルタルの影響で弾性係数が小さ
くなるためと考察している．また，このことから，再生骨材を用いたコンクリー
トを使用する場合には，一般的なコンクリート構造物ではそれほど問題とはな
らないものの，高強度を要する構造物では，設計上の配慮が必要となると示唆し
図 2－34 引張強度 図 2－35 静弾性係数 
図 2－36 吸水率と圧縮強度の関係 図 2－37 吸水率と静弾性係数の関係
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ている． 
  
  
図 2－38 圧縮強度と静弾性係数 
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2.2.2 再生骨材を用いたコンクリートの耐久性 
(a) 中性化 
 野口ら 2-20)は再生骨材 M と同程度の品質を有する再生骨材を用いたコンクリ
ートの中性化特性を実験的に検討した．再生細骨材は，1 種再生細骨材 R1（密
度 2.45g/cm3，吸水率 5.10%）および 2 種再生細骨材 R2（密度 2.40g/cm3，吸水率
6.27%）の 2 水準とした．なお，再生粗骨材は Ra と表記している．図 2－39 お
よび図 2－40 に，中性化深さおよび上面と下面の中性化深さを示す．2 か月にな
ると使用骨材の品質の低下に伴い，中性化が進行する傾向がみられた．また，中
性化促進試験 1 ヵ月における上面（打設面）と下面の中性化深さを比較すると，
各再生コンクリートは，上面と下面での差は小さい．再生コンクリートの下面に
おいて中性化が進行したことについて，再生骨材が普通骨材と比較して，透気性
が高いことが要因であると推察している． 
 佐川ら 2-21)も，再生骨材を用いたコンクリートの中性化特性について検討した．
使用した再生骨材は，密度 2.00g/cm3，吸水率 11.05%の再生細骨材および，密度
2.47g/cm3，吸水率 5.12%の再生粗骨材である．図 2－41 に，中性化深さの経時
変化を示す．再生粗骨材のみを用いた場合と普通コンクリートとを比較すると，
ほぼ同様の経時変化であるのに対し，再生細骨材を含む配合の中性化深さは，普
通コンクリートのおよそ 2 倍となった．このことから，再生細骨材が中性化に
及ぼす影響が大きいと推察している．図 2－42 に，セメント総水量比 C/TW と
中性化速度係数の関係を示す．再生粗骨材のみ使用の場合と，再生細骨材のみ使
用の場合を比較すると，C/TW はあまり変わらないのに対し，中性化速度係数は
大きく異なっている．このことから，再生コンクリートの中性化については，
C/TW のみでは十分に説明できないものと考えられ，再生細骨材と再生粗骨材の
水分滲出挙動は異なるものと考察している． 
図 2－39 中性化深さ 図 2－40 上面と下面の中性化深さ 
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(b) 乾燥収縮 
 今本ら 2-22)は，再生骨材を用いたコンクリートの乾燥収縮量について検討を行
った．図 2－43 に材齢に伴う普通コンクリートおよび再生コンクリートの歪み
の変化を示す．乾燥収縮は，再生コンクリートが普通コンクリートより大きくな
っており（材齢 10 日で約 25%），ヤング率についても小さくなったと報告して
いる． 
 田畑ら 2-23)は，再生骨材 M を用いたコンクリートの乾燥収縮特性に関する検
討を行った．図 2－44 に乾燥収縮率（×10-4）の経時変化を示す．再生粗骨材と
普通粗骨材を比較すると，再生粗骨材を使用した配合の方が，乾燥収縮率が大き
図 2－41 中性化深さ 図 2－42 C/TW と中性化速度係数 
図 2－43 コンクリートの自由収縮ひずみ 
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くなった．このことについて，残存モルタルの影響により再生粗骨材の吸水率が
高かったことなどが影響していると考察している．また，再生粗骨材に収縮低減
混和材料を使用した場合，普通粗骨材を使用した場合と同程度まで乾燥収縮率
の低下がみられた．一方，膨張材を使用した配合では,乾燥収縮率の低下は小さ
かった．しかし，膨張剤は初期硬化時のプレストレスにより乾燥収縮を低減させ
ることから，図 2－45 の自己収縮ひずみに着目すると，膨張材を使用した配合
は圧縮側のひずみとなっており，この値が図 2－44 の乾燥収縮率よりも大きい
ことが確認された．これらの結果から，再生粗骨材に膨張材や乾燥収縮低減剤を
使用することにより，乾燥収縮率を改善できるとしている． 
  
図 2－44 乾燥収縮率 
図 2－45 自己収縮ひずみ 
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(c) 凍結融解抵抗性 
中村ら 2-24)は，再生骨材が，一般的に使用される普通骨材よりも付着ペースト
の影響を受けて吸水率が高まり，ポーラスな部分と緻密な部分とが混在した骨
材であることを考慮し，ポーラスな部分の影響を受けやすいと考えられる凍結
融解抵抗性について，再生骨材を用いたコンクリートを対象に検討を行った．使
用骨材の品質を表 2－6 に示す．再生粗骨材は，製造プラントおよび破砕処理が
異なる GA，GB，GC の 3 種類を使用し，再生細骨材は，各粗骨材と同一の原料
から製造した SA，SB，SC の 3 種類を使用した．再生粗骨材について，GA が高
次処理，GB が比重選別，GC が通常処理（ジョークラッシャ＋コーンクラッシ
ャ改造機）で，再生細骨材について，SA が高次処理・乾式分級，SB および SC
が湿式分級したものである．また，基準とした普通骨材は，SO および GO と表
記している．表 2－7 に実験の要因と水準を示す．凍結融解試験は，W/C=60%（N
と表記）一定下において，空気量一定で再生細骨材が及ぼす影響（シリーズ 1），
同一原料の再生骨材が及ぼす影響（シリーズ 2），吸水率 7%の再生細骨材を使用
した場合の混和剤と空気連行性の違いが及ぼす影響（シリーズ 3），および吸水
率が最も高い再生細粗骨材を併用した場合の空気連行性の違いが及ぼす影響
表 2－6 使用骨材の品質 
表 2－7 実験の要因と水準 
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（シリーズ 4）をそれぞれ検討した． 
図 2－46 に凍結融解試験の結果を示す．シリーズ 1 では，細骨材の吸水率が
6～7%程度の N1 および N2 の相対動弾性係数が 90 以上を保持し，良好な凍結融
解抵抗性を示した．しかし，細骨材の吸水率が 12%程度の N3 が約 180 サイクル
から低下し，凍結融解作用による劣化が顕著となった．シリーズ 2 では，N5 お
よび N6 が 300 サイクルで 20～30%，N7 が 150 サイクルで破壊した．このこと
から，粗骨材の吸水率が凍結融解抵抗性に強く影響していることがわかる．また，
シリーズ 3 では，プレーンの N2b が 120 サイクルで，消泡剤により空気量を調
節した N2c が約 210 サイクルで低下した．細骨材の吸水率が 12%程度のシリー
ズ 4 では，すべて 150 サイクルで破壊した．このことから，細骨材の吸水率と連
行空気の状況が，凍結融解抵抗性に影響を及ぼすとわかる．一方，質量減少率は，
相対動弾性係数の小さいものは変化も小さいことがわかる． 
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図 2－46 凍結融解試験の結果 
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(d) 塩分浸透 
 佐川ら 2-25)は，再生骨材コンクリートの塩分浸透性状について検討を行った．
一般的に，再生骨材コンクリートの強度・耐久性は，天然骨材コンクリートより
も低下する．再生骨材は吸水率が大きいことから，骨材に吸水されている水分が
強度や耐久性に影響を及ぼしていると考えられる．再生骨材コンクリートの性
状を定量的に表現する手法として，単位総水量 TW を用いる方法 2-26)がある．単
位総水量とは，コンクリートの単位水量 W に，骨材の含有する吸水量を加えた
ものであり，式 2－1 および図 2－47 で表される． 
 
100100
g
dg
s
ds
w
gwsWTW    
   
図 2－47 単位総水量 TW の概念図 
（2－1）
TW：単位総水量（kg/m3） 
W：単位水量（kg/m3） 
s：単位細骨材体積（L/m3） 
γds：細骨材の絶乾密度（g/cm3） 
ws：細骨材の吸水率（%） 
g：単位粗骨材体積（g/cm3） 
ここで， 
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表 2－8 に使用材料を示す．再生骨材は材齢 6 か月の PC 舗装版を原コンクリ
ートとしたものであり，ジョークラッシャで 1 次破砕，インパクトクラッシャ
で 2 次破砕したものである．この再生骨材は，密度および吸水率の値より，JIS
の再生骨材 L に相当するものである． 
 図 2－48 に TW/C と塩分浸透深さの関係を示す．TW/C が増加するに従い，コ
ンクリートの塩分浸透深さは大きくなる傾向にあり，また，再生細骨材を使用し
た場合と普通細骨材を使用した場合の間にギャップが生じていることがわかる．
さらに試験期間が長くなるほどその傾向が顕著となっている．このことから，再
生骨材コンクリートの塩分浸透速度は，天然骨材コンクリートよりも大きく，特
表 2－8 使用材料の物性値 
図 2－48 TW/C と塩分浸透深さの関係 
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に，再生細骨材を用いた場合に大きくなることが明らかとなった． 
 表 2－9 に，遠心締固めにより製造した再生コンクリートポール供試体（φ
200×300mm，厚さ 40mm）に使用した材料を示す．この供試体は，再生骨材コン
クリートを用いた二次製品の耐久性を検討することを目的として作製された．
図 2－49 に硝酸銀水溶液の噴霧により求めた塩分浸透深さの測定結果を示す．
天然骨材コンクリートおよび再生骨材コンクリートのいずれも，試験期間 1 か
月までは吸水の影響により塩分が早く浸透するものの，それ以降はほとんど塩
分の浸透は見られない．また，塩分浸透深さは再生骨材コンクリートの方が 1.6
～1.8 倍程度大きい結果となった．図 2－50 には EPMA 分析により得られた Cl
元素のマッピング画像を示す．いずれも，左辺が浸透面である．また，図 2－51
に Cl 濃度分布を示す．図中には，Fick の拡散方程式の解による近似曲線を示し
表 2－9 ポール供試体の使用材料 
図 2－49 塩分浸透深さ測定結果 図 2－50 EPMA カラーマッピング 
38 
 
ている．近似曲線のパラメータとなる表面塩化物イオン濃度 C0 および拡散係数
D の値は，表 2－10 に示すとおりとなった．拡散係数の値は再生骨材コンクリ
ートの方が大きくなった．  
図 2－51 塩化物イオン濃度分布 
表 2－10 表面塩化物イオン濃度・拡散係数 
39 
 
2.3 超硬練りコンクリート 
 超硬練りコンクリートは 2-27)，自重によって容易に変形を生じないようなノー
スランプのコンシステンシーを有し，振動ローラや振動加圧成形機などの外部
振動機を用いて締固めを行うコンクリートである．このコンクリートは，ダム，
舗装の施工および工場製品の製造に多用されている．振動ローラによって超硬
練りコンクリートを締め固める方法は，ダム工事では RCD（Roller Compacted 
Dam-Concrete）工法，舗装工事においては転圧コンクリート舗装（RCCP：Roller 
Compacted Concrete Pavement）として普及している．RCD 工法は，極めて貧配合
のコンクリートを使用できること，ダンプトラックやベルトコンベアによる運
搬や振動ローラによる締固めが可能であり，大量のコンクリートが打設できる
ことが特徴である．また，RCCP は第一次オイルショック以後に汎用の舗装の代
替として急速に発展したもので，アスファルト舗装用機械を用いて版厚を自由
に変えることができる．工場製品には，型枠の転用や出荷を早めるため，鋼製型
枠に低水セメント比の超硬練りコンクリートを詰め，振動や加圧振動による強
力な締固めが行われる．特に土木用コンクリートブロック等の製造では，締固め
成形直後に型枠から抜き取る即時脱型工法が採用されている． 
 本研究では，エコセメントや再生骨材の適用先となるため，比較的汎用性の高
い RCCP を検討対象としている．超硬練りコンクリートを用いた道路舗装は，
主に重交通の道路や明色性が要求されるトンネル内の舗装等に用いられている．
RCCP に用いる材料は，通常の舗装用コンクリートの場合とほぼ同様であるが，
補強鋼材を含むことのできない構造となる．そのため，塩化物イオンや中性化な
どが問題となりにくいコンクリートとなる． 
 RCCP の主な特徴を以下にまとめた． 
(1) コンクリート中に占める粗骨材量が多いため，疲労破壊，塑性変形に対す
る高い抵抗性を有する舗装となる 
(2) 汎用性の高いアスファルト舗装用の機械が使用可能である 
(3) 必ずしも型枠を必要としない 
(4) 乾燥収縮が小さいため収縮目地を長くとることができる 
(5) 舗装版は長くて薄い板状であるため設計基準強度は曲げ強度で規定され
ている 
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2.3.1 超硬練りコンクリートの配合設計 
 超硬練りコンクリートは，その品質が締固め後に残存する空隙量に大きく影
響され．また，通常のコンクリートと比較して単位ペースト量が少ない．そのた
め，ペースト量の不足によって不完全なコンクリートとならないように，骨材の
空隙をもとにした配合設計が行われる． 
 したがって，超硬練りコンクリートの配合は，細骨材粒子間の空隙と充填する
セメントペースト体積の関係を示す Kp（ペースト細骨材空隙比，式 2－2），お
よび粗骨材粒子間の空隙と充填するモルタル体積の関係を示す Km（モルタル粗
骨材空隙比，式 2－3）に基づいた配合設計を行うことが適当である 2-28)．本研究
で作製した超硬練りコンクリート（第 3 章～第 5 章）はすべて以下に示す配合
設計方法に基づいた． 
Sv
V
Kp
s
paste
 隙体積中の細骨材のつくる空コンクリート
体積中のセメントペーストコンクリート
3
3
1m
m1
 
Gv
VKm
g
mortar
 隙体積中の粗骨材のつくる空コンクリート
中のモルタル体積コンクリート
3
3
1m
1m
 
  
式 2－2 の vsおよび式 2－3 の vgは，細骨材あるいは粗骨材の単位質量あたり
の空隙体積を表し，以下の式 2－4 および式 2－5 で算出できる． 
 なお，式 2－4 中の Ts’および式 2－5 中の Tg’は，表乾状態での骨材の単位容
積質量を表しており，式 2－6 および式 2－7 で求められる． 
ss
s T
v 
1
'
1   
gg
g T
v 
1
'
1   
 
Kp：細骨材のつくる空隙体積に対するセメントペースト体積の割合 
Km：粗骨材のつくる空隙体積に対するモルタル体積の割合 
Vpaste：セメントペースト単位量（L/m3） 
Vmortar：モルタル単位量（L/m3） 
vs：細骨材の単位質量あたりの空隙体積（L/kg） 
vg：粗骨材の単位質量あたりの空隙体積（L/kg） 
S：細骨材の単位量（L/m3） 
G：粗骨材の単位量（L/m3） 
ここで， 
（2－2）
（2－3）
（2－4）
（2－5）
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

  1001'
s
ss
qTT  



  1001'
g
gg
q
TT  
 
 高い充填率のコンクリートを得るためには，細骨材の形成する空隙をセメン
トペーストが，粗骨材の形成する空隙をモルタルが完全に満たすこと，すなわち
Kpおよび Kmが 1 以上である必要がある．また，これらの値が 1 のとき，骨材
粒子は相互に接触している状態を，1 より大きい値になるほど骨材粒子間の距離
が離れていることを意味している．したがって，効率よく締固めが行えるよう骨
材粒子の相互摩擦抵抗を小さくするためには，Kpおよび Kmが 1 よりある程度
大きい値である必要がある．このような観点から，超硬練りコンクリートの配合
設計は，Kpおよび Kmに基づいた方法が優れているといえる． 
 
 超硬練りコンクリートの配合設計において与えられる式は，式 2－8，式 2－9
および式 2－10 の 3 式である．未知数が Km，Kp，W，C，S，Gおよび連行空気
量 A の 7 つであるため，このうち 4 つを決定することで配合設計を行うことが
できる．実務的には，Km，W，Aを設定し，W/Cを仮定することで Cを設定す
る． 
 
配合設計手順は以下のとおりである．なお，連行空気体積はセメントペースト
体積の一部として計算を行っている．  
（2－6）
（2－7）
vs：細骨材の単位質量あたりの空隙体積（表乾状態）（L/kg） 
vg：粗骨材の単位質量あたりの空隙体積（表乾状態）（L/kg） 
Ts’：表乾状態での細骨材の単位容積質量（kg/L） 
Tg’：表乾状態での粗骨材の単位容積質量（kg/L） 
ρs：細骨材の表乾密度（g/cm3） 
ρg：粗骨材の表乾密度（g/cm3） 
Ts：細骨材の単位容積質量（絶乾状態）（kg/L） 
Tg：粗骨材の単位容積質量（絶乾状態）（kg/L） 
qs：細骨材の吸水率（%） 
qg：粗骨材の吸水率（%） 
ここで， 
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1. あらかじめ Kmを設定し，Gを求める． 
 
Gv
G
Gv
ASCW
Gv
VKm
g
g
g
scw
g
mortar





 10001000100  
10001001000 
AGSCW
gscw   
1
100


Kmv
G
gg
g

  
   ここで，A：連行空気量（%） 
 
2. ここで，上記の式 2－5 を変形し，式 2－7 に代入する． 
 
1
1001
1' 



 

g
g
g
g
g
gg q
T
T
v
  
 
3. 式 2－10 に式 2－11 を代入することで，一般的な骨材物性のみで単位粗骨
材量を決定できる式 2－12 が求められる． 
 
11
1001
1000











 


g
g
g
g
q
T
Km
G

  
 
4. あらかじめ設定しておいた Wおよび W/Cから，Cを求める． 
 
CW
WC /  
  
（2－8）
（2－9）
（2－10） 
（2－11） 
（2－12） 
（2－13）
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5. あらかじめ設定しておいた Wおよび Aと，これまでで求まった Gおよび C
から Sを求める． 
 
s
scw
ASCWS  






  10001001000  
 
6. Kpを求め，その値が 1 以上であることを確認する． 
 
 
  SqT
qT
ACW
Sv
ACW
Kp
sss
sss
cw
s
cw

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


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10001001000100


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7. 細骨材率 s/aは，以下のように求められる． 
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（2－14） 
（2－15） 
（2－16） 
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2.3.2 超硬練りコンクリートの締固め 
 超硬練りコンクリートは，スランプ試験の結果がゼロとなり（すなわちスラン
プ試験では評価不可），自重では流動しない高いコンシステンシーを有している． 
 超硬練りコンクリートの配合は，強力な締固め（転圧）を行うことによって密
実なコンクリートとすることを前提としているため，施工性の面からはローラ
転圧に耐えられる高いコンシステンシーが要求される．一方で，コンシステンシ
ーが高くなるにつれ，コンクリート中の空気が残存しやすくなる傾向があり，強
度と耐久性に悪影響を及ぼすこととなる．このように超硬練りコンクリートの
コンシステンシーには相反する側面があり，これを適切に評価する必要がある．
したがって，粘性流体（一般のコンクリート）としてではなく，粒状体（超硬練
りコンクリート）としてのコンシステンシー評価法が必要となる．従来，転圧コ
ンクリートのコンシステンシー評価は，マーシャル突固め試験や VC 試験等の
試験が考案されているが，本研究では，締固めエネルギーと充填率の関係に着目
し，締固め性状を定量的に評価できる締固め性試験によってコンシステンシー
の評価を行った．以下，2.3.3 項は國府らの研究 2-28)，2-29)，2-30)を参考にまとめた
ものである． 
 
2.3.3 締固め性試験 
(1) 試験概要 
締固め性試験は，空隙がないものとしたときの計画配合から算出される単位
容積質量に基づいて，φ100×200mm の型枠に充填率 100%に相当する量のコン
クリートを投入し，加速度 5G，振動数 75Hz の振動台上で 3 分間振動締固めを
行い，振動開始からレーザ変位計で計測したコンクリートの沈下量を充填率に
換算し，締固め曲線を得るものである．締固め曲線を関数として近似して，誘導
される 4 つの指標をもとに締固め性を定量的に評価する．使用材料と配合が同
じコンクリートで，振動加速度が一定値（2.5G）以上であれば，振動条件によら
ず締固め関数は変化しない 2-29)ことがわかっている． 
 
(2) 締固めエネルギー 
 コンクリート中の振動締固めにおいては，振動機からコンクリートに振動が
伝播し，加速度 αを生じるときに，単位容積質量 ρのコンクリートに慣性力（=ρα）
が働く．この慣性力によって，コンクリートの組成成分が変位を生じ，空隙を充
填する．振動によるコンクリートの締固めにおける力学的挙動を，図 2－52 に
模式的に示す．振動 1 サイクルの締固めでコンクリートの充填率が増大して仕
事としての効果が出るのは，運動エネルギーが減少して位置エネルギーが増大
する最初の 1/4 サイクルと，位相が変化する 3/4 サイクルの 2 区間である．この
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2 区間で限界加速度を超えたときに，はじめて粒子が移動し充填率が増大する．
混合物中の粒子を移動させるためには，質量と加速度の積である作用力が粒子
の内部摩擦抵抗に打ち勝つ必要がある．したがって，限界加速度（2.5G）が存在
する 2-29)と考えられる．締固め時間 tiにおける全締固めエネルギーは，式 2－17
によって表すことができる． 
 
iii tf
E 2
2
max
4
  （2－17） 
Ei：時間 tiにおける締固めエネルギー（J/L） 
ρi：時間 tiにおける試料の密度（kg/L） 
αmax：最大加速度（m/s2） 
f：振動数（s-1） 
ti：締固め時間（s） 
ここで， 
図 2－52 振動によるコンクリートの締固めの力学的挙動 
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(3) 締固め曲線 
 コンクリートの締固め程度は，単位容積あたりのコンクリートに利用したエ
ネルギーに支配され，使用材料と配合が同じであれば一定の締固め曲線を描く
ことが確認されている．締固め曲線は，締固めに伴う充填率の増大過程を表した
ものであり，式 2－18 で良好に近似することができる．締固め性試験の結果か
ら得られる締固め曲線と 4 種類の締固め係数は，図 2－53 のように模式的に表
される． 
 
    diifii bECCC  exp1  
 
  
（2－18） 
図 2－53 締固め曲線と締固め係数の模式図 
γi：Eiにおける充填率（%） 
Ci：初期充填率（%） 
Cf：達成可能充填率（%） 
bおよび d：実験定数（%） 
ここで， 
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(4) 締固め曲線における 4 種類の締固め係数 
(a) 初期充填率：Ci 
 初期充填率は，振動締固めを開始する前の充填率，すなわち敷きならしたとき
の充填率を表している．一般に，モルタル分の増大によってこの値が大きくなる． 
 
(b) 達成可能充填率：Cf 
 達成可能充填率は，無限大の締固めエネルギーにおける推定充填率を表し，入
念な締固めを行った際に達成される充填率とほぼ同等である．この値が 100%を
下回る場合は，締固めで排除できない空隙が存在することを意味している．また，
値が 100%を超えることがあるが，これは試料上面のプレートと容器の壁との間
にモルタル分が出てくるため 2-29)である． 
 
(c) 締固め効率：Ce 
 締固め効率は，締固めエネルギーが 1J/L のときの締固め曲線の勾配である．
1J/L の時点としているのは，締固め曲線の勾配が安定するとされているからで
ある．この値が大きいほど，所定のエネルギーで高い充填率を得られることを表
す指標であり，これを締固めの効率としている．また，この値は単位水量の増大
に比例して大きくなり，細骨材の増大とともに減少傾向を示す． 
 締固め効率 Ce は，式 2－18 を微分して得られる式 2－19 により算出される． 
 
     didiife bEECCbdC   exp1  
 
(d) 締固め完了エネルギー：E98 
 E98 は，実務上の締固め完了充填率を 98%と考え，この充填率を得るのに必要
とされる締固めエネルギーである．VC 振動締固めにおける VC 値は、骨材粒子
間の空隙がセメントペーストによって充填される時間であるので，E98 に対応し
た値 2-29)と考えられる．この値は，単位水量の増加に伴い双曲線的に減少し，細
骨材率の変化によって極小値を示す． 
 E98 は，式 2－18 を変形して得られる式 2－20 により算出される． 
 
d
if
f
CC
C
b
E
1
98
98log1 












  
  
（2－19） 
（2－20） 
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(5) Km および Kp による締固め性への影響 
 単位水量および単位セメント量が一定の場合，Km が増加するということは，
粗骨材量が減少し，モルタル体積が増加するということであるため，粗骨材粒子
間の距離が離れ，粗骨材粒子の相互摩擦抵抗が小さくなり，締固めしやすくなる
といえる．しかし，モルタル体積が増加するということは，細骨材量が増加する
ため，Kp が減少する．すなわち，細骨材の観点からは締固めしにくくなるとい
える．したがって，超硬練りコンクリートの配合設計を行う上では，良好な締固
め性状を得るために適切な Km および Kp を設定することが重要である．原田ら
2-31)は，Km が 1.6 程度のときに最も良好な締固め性状を得られることを報告し
ている．また，國府ら 2-28)は，Kp を少なくとも 1.4 程度以上にすることが望まし
いと報告している． 
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2.4 環境配慮型材料の超硬練りコンクリートへの利用 
木村ら 2-32)は，エコセメントおよび再生粗骨材の超硬練りコンクリートへの適
用性について検討し，舗装用超硬練りコンクリートが，両材料の適用先として極
めて有効であることが明らかとなった． 
表 2－11～表 2－13 に，骨材の物性値およびコンクリートの配合を示す．使
用した再生粗骨材 L は，吸水率が再生粗骨材 M の品質規格（5.0%以下）を超え
ており，多孔質な粒子となっている．超硬練りコンクリートの配合は，粗骨材の
粒子間空隙に対するモルタル体積の割合（Km）を 1.60，単位水量を 125kg/m3 と
し，W/C を 0.3～0.4 の 3 水準に変化させた． 
表 2－11 骨材の物性値 
表 2－13 有スランプコンクリートの配合
表 2－12 超硬練りコンクリートの配合 
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図 2－54～図 2－57 に，締固め性試験の結果および力学性試験の結果を示す．
エコセメントを用いた場合の締固め性は，普通セメントを用いた場合と同等以
上となった．また，エコセメントと再生粗骨材を併用した場合の締固め性は，良
好であったが，これは使用した再生粗骨材 L の実積率が大きく，粒子の角がり
が少ないことによる影響と考察している． 
力学的性質については，エコセメントを用いた超硬練りコンクリートは，普通
セメントを用いたものと同等以上の特性を有している．また，エコセメントと再
生粗骨材を併用した場合、曲げ強度，圧縮強度ともに，普通粗骨材を用いたもの
より低下するが，十分に高強度なコンクリートとなる．そして，エコセメントを
用いた超硬練りコンクリートおよびエコセメントと再生粗骨材を併用した超硬
練りコンクリートであっても，示方書等，設計図書に示される既存の関係によっ
て，圧縮強度を基準とした静弾性係数や曲げ強度などの導出が可能であると考
察している。 
図 2－57 曲げ強度試験の結果 
図 2－54 締固め性試験の結果 図 2－55 圧縮強度試験の結果 
図 2－56 静弾性係数試験の結果 
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図 2－58 および図 2－59 に，各コンクリートの質量変化率および長さ変化率
の経時変化を示す．普通粗骨材を用い，エコセメントを使用したものと普通セメ
ントを使用したものを比較すると，質量変化率および長さ変化率ともに同等と
なっており，超硬練りコンクリートの場合，セメント種類による質量変化率や長
さ変化率に対する影響は小さいとわかる．また，超硬練りコンクリートと有スラ
ンプコンクリートを比較すると，超硬練りコンクリートの長さ変化率は顕著に
小さく，乾燥収縮低減の観点で超硬練りコンクリートの有用性が明らかである．
再生粗骨材を使用した配合については，質量変化率が有スランプコンクリート
と同程度まで増大した． 
  
図 2－58 質量変化率の経時変化 図 2－59 長さ変化率の経時変化 
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 木村ら 2-33)は，エコセメントを用いた舗装用超硬練りコンクリートの凍結融解
抵抗性についても検討を行った．エコセメントを用いたコンクリートの細孔構
造は，普通ポルトランドセメントを用いた場合と比較して，粗大な細孔を多く含
む 2-34)．疎な組織構造は，凍結融解抵抗性の面でも悪影響を及ぼす．木村らは，
空気連行を行ったエコセメントを用いた超硬練りコンクリートの凍結融解抵抗
性に関して，気泡間隔係数および細孔構造の観点から着目した．また，凍結融解
抵抗性の向上を目的として，フライアッシュを混合した場合についても検討を
行った． 
 表 2－14～表 2－16 に，使用した骨材の物性およびコンクリートの配合を示
す．結合材は，密度 3.16g/cm3 の普通ポルトランドセメント，密度 3.14g/cm3 の普
通エコセメントおよび密度 2.29g/cm3 のフライアッシュⅡ種を使用した． 
 超硬練りコンクリートの配合は，モルタル粗骨材空隙比 Km を 1.5，単位水量
110kg/m3，水結合材比 W/B を 0.35 とした． 
  
表 2－14 骨材の物性 
表 2－15 コンクリートの計画配合
表 2－16 実測空気量に基づいて再計算したコンクリートの配合 
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 図 2－60 に，硬化コンクリートの空気量測定結果として，気泡径ごとの空気
量を示す．なお，ここではリニアトラバース法で測定された弦長を気泡径として
扱っている．一般に凍結融解抵抗性の向上に寄与する連行空気泡の寸法範囲は，
50～500µm といわれているが 2-35)，エコセメントは普通セメントよりもこの範囲
の連行空気量が少なく，特に，気泡径 0.1mm 程度においてこの現象が顕著とな
っている．また，フライアッシュを使用した EFA においてこの範囲の空気量が
少ないことは，フライアッシュに含まれる未燃カーボンなどに AE 助剤が吸着し
たためと考察している． 
 図 2－61 および図 2－62 に，凍結融解サイクルに伴う相対動弾性係数および
質量減少率の経時変化を示す．なお，試験は真水の場合と，凍結防止剤散布環境
下での凍結融解抵抗性を検討するため，NaCl3%溶液の場合の 2 水準とした．真
水での試験において，エコセメントを用いた E-H2O の相対動弾性係数の変化は，
普通セメントを用いた N-H2O と同様に推移している．また，セメント種類に関
わらず，真水での試験と NaCl3%溶液での試験の結果にほぼ全サイクルにわたっ
て顕著な差異はない．したがって，試験水の相違が相対動弾性係数の低下に及ぼ
す影響は小さい．また，エコセメントの一部をフライアッシュで置換した EFA-
NaCl の相対動弾性係数は，E-NaCl と比較してほぼ同様の推移になっている．ま
た，300 サイクル時点での耐久性指数が最も低い E-NaCl であっても，その値は
81%程度である．したがって，相対動弾性係数の面では十分な凍結融解抵抗性を
有したコンクリートとなっていると考察している． 
 真水の試験において，エコセメントを用いた E-H2O の質量減少率は，相対動
弾性係数の推移と同様に，普通セメントを用いた N-H2O と同等の傾向を示して
いる．また，N-H2O と E-H2O の質量減少率は 1%以下となっており，極めて小さ
い．このことから，通常環境下での凍結融解作用においては，エコセメントを用
いた場合であっても，普通セメントを用いた場合と同等の十分なスケーリング
抵抗性を有している．一方，NaCl3%溶液での質量減少率は，EFA-NaCl，E-NaCl
および N-NaCl の順に小さくなっており，N および E に関しては，真水を用いた
場合と比較して増大している．また，EFA-NaCl は最も質量減少率は大きくなっ
たが，これは，材齢 28 日までの水中養生では，フライアッシュのポゾラン反応
が十分に進行していないことに起因し，フライアッシュの効果を適切に判断す
るためには，長期の養生を行った場合についての検討が必要であると考察して
いる． 
 凍結防止剤に含まれる塩化物イオンが凍結融解抵抗性，特にスケーリングに
及ぼす影響に関しては，諸説あるものの，そのメカニズムは明らかとなっておら
ず，現在も研究が行われている 2-36)． 
 図 2－63 に，凍結融解抵抗性に寄与する寸法範囲の 50～500µm に相当する気
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泡径 75～475µm の連行空気量と 310 サイクル近傍の質量減少率の関係を示す．
NaCl3%溶液を用いた場合，この範囲の空気量の増加に伴って，同一サイクル時
点での質量減少率が顕著に減少するとわかる．このことから，水セメント比が
0.35 と低い舗装用超硬練りコンクリートの場合では，連行空気の性状がスケー
リングに大きな影響を及ぼすものと考察している． 
 
  
図 2－60 気泡径範囲の中心地と空気量 図 2－61 相対動弾性係数の変化 
図 2－62 質量減少率の変化 図 2－63 連行空気量と質量減少率 
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 藤野ら 2-37)も，エコセメントを用いた舗装用超硬練りコンクリートのスケーリ
ング抵抗性に関して，気泡間隔係数および気泡構造の観点から検討した． 
 表 2－17～表 2－19 に，骨材の物性およびコンクリートの配合を示す．結合
材は，密度 3.16g/cm3，比表面積 3200cm2/g の普通ポルトランドセメントおよび
密度 3.14g/cm3，比表面積 4120cm2/g の普通エコセメントを使用した． 
 コンクリートの配合については，モルタル粗骨材空隙比 Km を 1.6，単位水量
を 110kg/m3，水セメント比 W/C を 0.35 とした．検討は，AE 助剤量を増加させ，
連行空気量を増加させたシリーズおよび細骨材の粒度を細粒側へ変化させ，連
行空気泡の径を小さくすることを念頭に置いたシリーズに大別される．また，粗
大な空気泡を減らすことを目的とした消泡剤併用シリーズ，空気連行が困難な
超硬練りコンクリートに対する空気連行性の検討のための，AE 助剤の種類を変
化させたものについても検討している． 
表 2－17 骨材の物性 
表 2－18 コンクリートの計画配合 
表 2－19 実測の空気量に基づいて再計算したコンクリートの配合 
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 表 2－20 および図 2－64～図 2－66 に硬化前後の空気量測定結果および各配
合の気泡径分布図を示す．十分な凍結融解抵抗性を得られる気泡間隔係数は，一
般的なコンクリートが 200～250µm 以下であるのに対し，超硬練りコンクリート
は 300µm 以下であることが報告されており 2-38)，当検討に用いた超硬練りコン
クリートの気泡間隔係数は 300µm より十分に小さい．このことから，気泡間隔
係数の面でも，いずれも十分な凍結融解抵抗性を有すると推察している．空気量
を増加させたことにより気泡間隔係数は小さくなるが，E-A4.0 と E-A6.0 の気泡
間隔係数が同等であることから，E-A6.0 では大きな気泡が形成されていたと考
察している．また，消泡剤を添加したことによる気泡間隔係数への影響は明確と
なっていない．細骨材粒度を変えた E-A2.5-F.S シリーズに関しては E-A2.5 と比
較して，いずれも気泡間隔係数が大きな値となった．これは，使用した細骨材の
実積率が低下したことにより，細骨材の粒子間空隙が大きくなったためと考察
している． 
 図 2－64 から，空気量を増加させた場合，気泡径 0.1mm 程度の空気量が増加
するが，同時に気泡径 1mm 程度の粗大な気泡の空気量も若干増加する傾向とな
る．図 2－65 から，消泡剤を用いた場合，AE 助剤の種類を変化させた場合とも
表 2－20 空気量測定結果 
図 2－64 気泡径分布（空気量増大）
図 2－65 気泡径分布（消泡剤・助剤）
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に微細な気泡の空気量が若干減少し，粗大な気泡の空気量が若干増加する傾向
となっている．図 2－66 から，細目の細骨材を用いると，気泡径 0.1mm 程度の
空気量が顕著に減少し，気泡径 1mm 程度の空気量が増加することがわかる． 
 図 2－67 に，凍結融解サイクルに伴うコンクリートの質量減少率の変化を示
す．N-A2.5 と E-A2.5 を比較すると，気泡構造に明確な差は見られなかったが，
エコセメントを用いたことによりスケーリングが増大している．エコセメント
を用いたときのスケーリング増大の要因が気泡構造以外にも存在すると考察し
ている． 
図 2－66 気泡径分布（細骨材粒度）
図 2－67 質量減少率の経時変化 
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 図 2－68 および図 2－69 に，微細な気泡の空気量と質量減少率の関係および
粗大な気泡の空気量と質量減少率の関係をそれぞれ示す．微細な系の気泡の空
気量の増大に伴って，コンクリートの質量減少率が小さくなっているが，E-A6.0
ではスケーリングが増大している．これは，微細な気泡の増加よりも，粗大な気
泡の増加による質量減少率への影響が卓越したためと考察している．同様に，消
泡剤を加えた配合や AE 助剤を変えた配合，細骨材粒度を細粒側へ変化させた配
合に関しても，E-A2.5 と比較して微細な気泡の空気量は同程度であるが，粗大
な気泡の空気量が増大したためにスケーリングが増大する結果となっている． 
 また，概ね粗大な気泡の空気量の増加に伴い，コンクリートの質量減少率も増
大する傾向にある．以上より，エコセメントを用いたときのコンクリートのスケ
ーリングの抑制には，微細な気泡の増加と同時に，粗大な気泡の低減が重要であ
ると考察している． 
図 2－69 粗大な気泡の空気量と質量減少率の関係 
図 2－68 微細な気泡の空気量と質量減少率の関係 
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 飯塚ら 2-39)は，エコセメントを用いた舗装用超硬練りコンクリートの凍結防止
剤散布環境下でのスケーリング抵抗性の向上を目的に，水セメント比の低下を
させた場合および混和材を添加した場合の基礎的な特性について検討した． 
 表 2－21～表 2－23 に，結合材の物性，骨材の物性およびコンクリートの配
合を示す．結合材には，普通ポルトランドセメント（N），普通エコセメント（E），
高炉スラグ微粉末（BFS），石灰石微粉末（Ls）を使用した．骨材は，山砂（S）
および砕石（G）を使用し，砕石 2005 は，砕石 2013 と砕石 1305 を質量比 32：
68 で混合したものである．コンクリートの配合条件は，モルタル粗骨材空隙比
Km を 1.6，単位水量を 110kg/m3，目標空気量を 2.5%とした．E シリーズでは，
結合材として E のみを用い，水セメント比（W/C）を変化させた．BFS シリーズ
では，水結合材比（W/B）を一定とし，BFS の置換率を 20，40，60%の 3 水準と
した．Ls シリーズでは，BFS シリーズを基に，総粉体体積の 5%を Ls で置換し
た．N シリーズでは，結合材として N のみを用い，W/C を 35%とした． 
普通ポルトランドセメント N 3.16 3210
普通エコセメント E 3.15 4020
高炉スラグ微粉末 BFS 2.91 6480
石灰石微粉末 Ls 2.71 7170
種類
密度
(g/cm3)
比表面積
(cm2/g)
表 2－21 結合材の物理的性質 
表 2－22 骨材の物理的性質 
W C E BFS Ls S G
E25 25 2.29 2.6 440 619 0.027
E30 30 1.91 2.4 367 679 0.027
E35 35 1.68 3.0 314 722 0.027
E40 40 1.52 2.7 275 755 0.018
B20 1.70 3.1 251 63 718 0.027
B40 1.72 2.2 189 126 714 0.024
B60 1.75 2.2 126 189 710 0.032
L5-B20 1.71 2.6 236 63 716 0.026
L5-B40 1.74 2.0 173 126 712 0.028
L5-B60 1.76 2.2 110 189 707 0.120
N N35 35 1.60 1.68 2.4 110 314 ― ― ― 723 1284 0.125 0.014
0.125
0.125
0.125
― ―
16
―
1284
1284
1284
110
110
110
―
―
―
主剤
(B×%)
助剤
(B×%)
E
BFS
Ls
35
35
1.60
1.60
1.60
単位量(kg/m3)区
分
配合
記号
W/B
(%) Km Kp
実測Air
(%)
表 2－23 コンクリートの配合 
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 図 2－70 および図 2－71 に，E シリーズの質量減少率の経時変化および BFS・
Ls シリーズの質量減少率の経時変化をそれぞれ示す． 
 E シリーズについては，水セメント比の減少に伴って質量減少率が小さくな
り，スケーリング抵抗性が向上していることがわかる．これは，水セメント比を
減少させたことで，コンクリート表層の強度が増加したこと，およびコンクリー
トに内在する水が少なくなったことによるものと推察している．供試体の締固
めが不十分であった E25 についても同様の傾向であることからも，スケーリン
グ抵抗性がコンクリート表層の強度と強い関連性があると推察している． 
 混和材を使用したシリーズに着目すると，エコセメントの一部を BFS および
Ls で置換することによって，質量減少率が小さくなり，スケーリング抵抗性が
向上しているとわかる．また，置換率 0～60%においては，混和材の置換率が高
いほどスケーリング抵抗性が向上しており，BFS シリーズ，Ls シリーズの双方
において置換率を 40%以上にしたとき，N35 を上回るスケーリング抵抗性を有
している．また，BFS シリーズと Ls シリーズを比較して，特に混和材の置換率
が低いときに，BFS シリーズの方が質量減少率を抑制できる結果となったこと
から，BFS がスケーリング抵抗性の向上に効果的に作用していると考察してい
る．これらの要因として，BFS の水和反応，これを助長する Ls の混入などによ
り，組織が緻密化して表層強度が向上していると考察している． 
   
図 2－70 質量減少率（E） 図 2－71 質量減少率（BFS・Ls） 
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図 2－72 に，BET 比表面積試験からの平均細孔径と 300 サイクル時の質量減
少率の関係を示す．平均細孔径が小さくなると，300 サイクル時の質量減少率が
直線的に小さくなるとわかる．このことから，平均細孔径が小さい，すなわち，
組織が密になると，スケーリング抵抗性が向上すると考察している．また，E35
の平均細孔径が，N35 と比較して大きくなっていることから，エコセメントを用
いることで組織が若干疎となると推察している．飯塚らは，水セメント比の減少
による粉体量の増加，および粉末度の異なる混和材を用いることによる粉体の
密充填効果により，平均細孔径が小さくなり，組織が密となると考察している． 
  
図 2－72 平均細孔径と 300 サイクル時の質量減少率の関係 
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2.5 環境配慮型材料を用いた転圧コンクリート（RCCP） 
 竹澤ら 2-40)は，コンクリート構造物の更新に伴い発生する再生骨材の用途展開
およびコンクリート舗装の普及を目的とし，再生骨材を用いた転圧コンクリー
ト舗装（RCCP）を検討した．使用した再生粗骨材中の原骨材は，川砂利が多く
含まされており，転圧時の骨材の跳ね上がり現象等が起こることが懸念された．
そこで，再生粗骨材の混合率を変え，施工性への影響について室内試験および試
験施工にて比較検討を行った．その結果，本実験範囲内では，砕石を用いた配合
と同等の施工性が確認された． 
 表 2－24～表 2－26 に，室内試験で使用した骨材の物性，骨材の混合率およ
び試験施工におけるコンクリートの計画配合を示す．使用した再生骨材は，再生
骨材 M に分類されるものを使用した．再生骨材 H は，普通骨材と同等の品質で
あり，有効利用に問題がないとした．再生骨材 M および L は，再生骨材 H に比
べると製造は容易であるが，吸水率が高く，コンクリートに用いると強度低下，
乾燥収縮率の増大 2-41)や凍結融解抵抗性の低下 2-42)などが懸念され，その用途は
それらの影響を緩和できる部材に限定される．再生骨材 M の用途としては，杭，
耐圧版，基礎梁，鋼管充填コンクリートが想定されている．再生骨材 L の用途
としては，裏込め，間詰め，均しあるいは捨てコンクリートなどが想定される．
これらのことから，RCCP 用再生骨材としては，品質的に比較的安定している再
生骨材 M が適切であるとし，M 品を用いて検討した． 
  
表 2－24 骨材の物性 表 2－25 骨材の混合率 
表 2－26 コンクリートの計画配合 
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 室内における曲げ強度試験（材齢 28 日）の結果を図 2－73 に示す．すべての
配合で配合曲げ強度 5.7N/mm2 を満足した．このとき，N100 と再生骨材を用い
た配合との差はほとんどなかった．しかし，R50 において，単位水量が 95kg/m3
のもの（R50（W95））で曲げ強度の低下がみられた．これについては，他の配合
の締固め率が 96%前後であったのに対し，R50(W95)が 93%程度の締固め率であ
ったことに起因しているとした．このことから，単位水量が不足している場合，
適切な締固め率が得られなくなり，曲げ強度に影響すると考察している． 
 試験施工で舗設した RCCP の概要を図 2－74 に示す．RCCP は，既設のコン
クリート舗装版上に幅員 3.25m，延長 8m を 1 工区とし，版厚 15cm で舗設した．
目地間隔は，既設のコンクリート版の目地と合わせるため 4m とした． 
 表 2－27 および表 2－28 に，再試験した再生骨材の物性，およびそれに伴い
修正を加えたコンクリートの配合を示す．これは，再生骨材の変動を考慮して，
施工前に骨材試験を改めて実施したものである．室内試験時の骨材物性と比較
すると，再生細骨材および再生粗骨材ともに密度が変動した． 
図 2－73 曲げ強度（室内試験） 
図 2－74 舗設した RCCP の概要 
表 2－27 骨材の物性（再試験） 表 2－28 コンクリートの配合（修正）
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 表 2－29 に施工に使用した主な機械を示す．なお，高締固め型アスファルト
フィニッシャによる敷きならし速度は，1.0m/min 程度を基準とし，タンパ回転
数を 1,200rpm とし，スクリード振動数を 3,000rpm とした． 
 舗設された RCC の品質は，曲げ強度試験，乾燥収縮試験およびラベリング試
験で確認した．また，舗設した RCCP の品質は，RI 水分密度計およびコア採取
により密度測定およびすべり抵抗性（BPN）で確認した． 
 図 2－75 に，材齢 7 日および 28 日における曲げ強度試験の結果を示す．全配
合で，配合曲げ強度 5.7N/mm2 を満足した．しかし，室内試験の結果と異なり，
再生骨材の混合率が高くなるにしたがって，曲げ強度が減少した．また，再生骨
材の混合率が高い配合ほど，7 日から 28 日への強度増進が小さかった． 
 図 2－76 および図 2－77 に，長さ変化および質量変化率をそれぞれ示す．長
さ変化については，材齢 91 日において R100 が最も大きくなったが，普通骨材
の配合の 1.05 倍程度の乾燥収縮量であり，顕著な差とはならなかった．これは，
RCC の単位水量がスランプを有するコンクリートに比べて小さいためとしてい
る．RCCP においては収縮目地が 5m と短いことから，影響は小さいと推察して
いる．また，質量変化率は，再生骨材の混合率が高いほど，大きくなったが，こ
れは，再生骨材の吸水率が大きいために散逸する水の量が多くなったため 2-43)と
考察している． 
表 2－29 施工に使用した機械 
図 2－75 曲げ強度（試験施工）
図 2－76 長さ変化 図2－77 質量変化率 
65 
 
 図 2－78 に，ラベリング試験の結果を示す．再生粗骨材の混合率が高くなる
ほど，すり減り量が大きくなる傾向がある．また，その値の変動も大きくなる傾
向がある．この対策として，セメント量の増加（＝ペースト量の増加）を挙げて
いる． 
 表 2－30 に，締固め度の算出結果を示す．RCCP においては，配合設計では空
隙率 0%を締固め率 100%とし，打設時は空隙率 4%（締固め率 96%）を見込んだ
ものを締固め率 100%として管理している．したがって，締固め率 96%における
密度を基準密度とし，締固め度は式 2－21 により算出した． 
 
  100 sc   
  
現場配合調整の結果，全配合で締固め度 100%を超えており，再生骨材を使用
することによる締固め度への悪影響は認められなかった． 
 表 2－31 に，20℃温度補正した BPN の測定値を示す．全体的に，すべり抵抗
値は 70 前後となり，粗骨材の混合率による差は認められなかった． 
（2－21）
δc：締固め度（%） 
γ：締固め密度（g/cm3） 
γs：基準密度（g/m3） 
ここに， 
図 2－78 ラベリング試験の結果 
表 2－30 締固め度の算出結果 表 2－31 すべり抵抗性（BPN） 
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2.6 まとめ 
 第 2 章では，エコセメント，再生骨材，超硬練りコンクリートおよび環境配慮
型材料を用いた超硬練りコンクリートに関する既往の研究を取りまとめた．こ
れらをうけて，得られた知見をまとめるとともに，本研究で明確にする内容を示
す． 
 
・エコセメントを用いたコンクリート 
 エコセメントを用いた超硬練りコンクリートの力学的特性は，基本的に普通
セメントを用いた場合と同等となる．また，中性化は，普通セメントを用いたコ
ンクリートと比較して大きくなるが，高炉セメント B 種を用いた場合よりも小
さくなることから，一般のコンクリートと同様に扱ってよいと考えられる．乾燥
収縮特性については，普通セメントを用いた場合と同等であり，一般のコンクリ
ートと同様に扱ってよいと考えられる．凍結融解抵抗性については，試験溶液に
真水を用いた場合においては，普通セメントを用いた場合と比較して低下する
が，十分な凍結融解抵抗性を有する．しかし，質量減少率はエコセメントを用い
ると増大したことから，エコセメントを用いたコンクリートはスケーリング抵
抗性が低下すると考えられる． 
 
・再生骨材を用いたコンクリート 
 再生骨材は，JIS A 5021～JIS A 5023 に品質が規定されており，密度や吸水率
によって再生骨材 H，再生骨材 M および再生骨材 L に分類される． 
 再生骨材を用いたコンクリートの力学的特性は，普通骨材を用いた場合と比
較して低下し，圧縮強度や静弾性係数に及ぼす吸水率の影響は大きい．また，中
性化については，普通骨材を用いた場合と比較して大きくなり，再生細骨材が中
性化に及ぼす影響が大きいと考えられる．乾燥収縮ひずみは，再生骨材の使用に
より，普通骨材を用いた場合と比較して増大する．凍結融解抵抗性については，
再生骨材の吸水率が大きいほど，顕著に低下する．また，再生骨材を用いた場合
においても，連行空気の気泡構造が凍結融解抵抗性に影響を及ぼす．また，再生
骨材コンクリートの塩分浸透速度は，普通骨材を用いたコンクリートと比較し
て，大きくなり，再生細骨材を用いた場合，特に大きくなる． 
 
・超硬練りコンクリート 
 超硬練りコンクリートは，RCD や RCCP に用いられる，自重によって容易に
変形を生じないようなスランプ 0cm のコンシステンシーを有するコンクリート
である．超硬練りコンクリートとすることで，単位水量を減らすことができ，そ
れにより単位セメント量を減らすことができる．また，RCCP の想定した配合と
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すると，単位粗骨材量を多くすることができる．すなわち，超硬練りコンクリー
トでは，セメントペースト量が少なく密で，単位粗骨材量の多い配合構成となる．
したがって，エコセメントと再生骨材を超硬練りコンクリートに適用すること
で，上述のような両材料の短所となりうる特徴を低減できると考えられる． 
 超硬練りコンクリートの施工には適切な締固めが必要であり，締固め性状を
定量的に評価できる締固め性試験によってコンシステンシーの評価がされてい
る．締固めのしやすさの程度に大きく影響する因子として，細骨材率が挙げられ
る，この結果に基づき Km（モルタル粗骨材空隙比）および Kp（ペースト細骨
材空隙比）による配合設計法が提案されている．なお，良好な締固め性状を得る
ためには，Km を 1.6 前後，Kp を 1.4 程度以上とすることが望ましいとされてい
る． 
 
・環境配慮型材料を用いた超硬練りコンクリート 
 エコセメントを用いた超硬練りコンクリートの締固め性，力学的特性および
乾燥収縮特性は，普通セメントを用いた場合と同等となり，NaCl3%溶液中にお
ける凍結融解抵抗性においては，スケーリング抵抗性が低下した．スケーリング
抵抗性の低下については，エコセメントの一部を高炉スラグ微粉末や石灰石微
粉末で置換することで改善できる．また，エコセメント超硬練りコンクリートに
おいても，気泡間隔係数が 300µm より十分に小さい場合に，耐久性指数 60 以上
を確保しやすくなる． 
 エコセメントと再生粗骨材を用いた超硬練りコンクリートについては，締固
め性は普通セメントと普通骨材を用いた場合と同等となるが，力学的特性は低
下し，乾燥収縮ひずみは増大する． 
 超硬練りコンクリートの適用先となる RCCP に再生粗骨材を用いた場合，普
通骨材を用いた場合と比較して，摩耗に伴うすりへり量が大きくなるが，すべり
抵抗性は同等となる．また，材齢 7 日における曲げ強度は，普通骨材を用いた場
合と比較して，再生粗骨材の使用により低下し，また，材齢に伴う強度増進が小
さくなるが，舗装として十分に高強度なコンクリートとなる． 
 
・本研究の方向性 
 エコセメントと再生骨材は，超硬練りコンクリートに適用した場合であって
も，凍結防止剤散布環境下での凍結融解抵抗性の低下が懸念されるため，本研究
では，実環境における舗装への適用を想定して，エコセメントおよび再生骨材を
用いた超硬練りコンクリートの凍結融解抵抗性の向上を目的とした検討を行う．
また，舗装版としての耐久性や機能維持の観点から，摩耗に伴うすべり抵抗性と
舗装表面の性状について，基礎的検討を行う． 
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第 3 章 エコセメントおよび再生骨材 L を用いた超硬練りコンクリ
ートの基礎特性 
 
第 3 章では，普通エコセメント（以下，エコセメント）および再生骨材 L を
用いた超硬練りコンクリートの基礎物性として，締固め特性，力学的特性（圧縮
強度，静弾性係数，曲げ強度），乾燥収縮特性および凍結融解抵抗性について検
討した． 
 
3.1 はじめに 
 エコセメントおよび再生骨材を使用する場合，超硬練りコンクリートとする
ことで両材料の短所となり得る特徴を低減できることが期待される． 
表 3－1 に，検討水準を示す．検討項目は，締固め性，力学的特性（圧縮強度，
静弾性係数，曲げ強度），乾燥収縮特性および凍結融解抵抗性の 4 項目である． 
超硬練りコンクリートの配合は，使用材料を要因とした対象を 5 種類（普通
ポルトランドセメントと普通骨材を用いたもの（NnN），エコセメントと普通骨
材を用いたもの（EnN），エコセメントと普通細骨材および再生粗骨材を用いた
もの（EnR），エコセメントと再生骨材を用いたもの（ErR），ErR においてエコ
セメントの一部を高炉スラグ微粉末で置換したもの（EBrR））とし，再生骨材に
よる強度への影響を検討するため，水セメント比を 30，35，40%の 3 水準とし
た．ただし NnN および EBrR に関しては，水セメント比または水結合材比 35%
のみとし，凍結融解試験は代表的な配合として水セメント比または水結合材比
35%のものを対象とした．また，乾燥収縮ひずみの比較のため，普通ポルトラン
ドセメントおよび普通骨材を用いた一般的なスランプ 2.5cm の舗装用コンクリ
ート（PN）および流込み方式によるプレキャストコンクリート製品の製造を考
慮したスランプ 10cm のコンクリート（PC）を作製した． 
 エコセメントを用いた超硬練りコンクリートの凍結防止剤による塩化物イオ
ン存在下におけるスケーリング抵抗性（ソルトスケーリング抵抗性）は，エコセ
メントの一部を混和材である高炉スラグ微粉末で置換することで改善できるこ
とが期待される 3-1) ．そこで本検討では，ソルトスケーリング抵抗性向上を目的
として，ErR における結合材となるエコセメントの 40%を高炉スラグ微粉末で
置換（高炉セメント B 種に相当）した EBrR を作製した．また，一般に超硬練り
コンクリートの凍結融解抵抗性は，施工後の残存空隙が支配的な要因となると
いわれているが，連行空気の導入による耐久性向上も検討されている 3-2)．そこ
で，本実験において作製する超硬練りコンクリートには空気をを連行し，連行空
気と凍結融解抵抗性との関係を検討した． 
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 配合記号の概略を図 3－1 に示す．配合記号中の Ex は超硬練りコンクリート
（Extremely dry concrete）を示し，次の N または E はセメントの種類（N：Normal 
普通ポルトランドセメント，E：Eco エコセメント，EB：Eco＋BFS エコセメン
ト＋高炉スラグ微粉末）を示し，次の n または r が細骨材の種類（n：normal 普
通細骨材，r：recycled 再生細骨材）を示し，次の N または R が粗骨材の種類
（N：Normal 普通粗骨材，R：Recycled 再生粗骨材）を示している． 
 
 
  
図 3－1 配合記号の概略 
表 3－1 検討水準 
※1 N：普通ポルトランドセメント，E：エコセメント， 
EB：エコセメント＋高炉スラグ微粉末 
※2 n：普通細骨材，r：再生細骨材 
※3 N：普通粗骨材，R：再生粗骨材 
Ex-NnN 35 N n N ○ ○ ○ ○ ○
30 ― ―
35 ○ ○
40 ― ―
30
35 ○ ○
40 ― ―
30 ― ―
35 ○ ○
40 ― ―
Ex-EBrR 35 EB r R ○ ○ ― ― ○
PN 50 硬練り N n N ― ― ― ○ ―
PC 50 普通 N n N ― ― ― ○ ―
○ ○
○ ○r
R
R
○
○Ex-ErR
超硬練り
NE
E
E
Ex-EnR n
Ex-EnN n
配合
配合
W/B 配合種類 結合材 細骨材 粗骨材 乾燥収縮 凍結融解
抵抗性
検討項目
○ ○
締固め性
○
圧縮・静
弾性係数
曲げ強度
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3.2 試験概要 
3.2.1 使用材料 
表 3－2～表 3－4 にエコセメント，高炉スラグ微粉末（以下，BFS）および使
用骨材の性質をそれぞれ示す．細骨材には，山砂（nS）および再生細骨材（rS）
を，粗骨材には砕石（NG）および再生粗骨材（RG）をそれぞれ使用した．なお，
砕石 2005 は，砕石 2013 と砕石 1305 を質量比 42：58 で混合したものである．
表 3－5 に再生骨材の物理的性質に関する JIS A 5021，A 5022 附属書 A，A 5023
附属書 A での品質規格値を示す．本検討では再生細骨材 L および再生粗骨材 L
を使用した．これは，再生骨材 L を用いた超硬練りコンクリートの品質で顕著
な課題が生じなければ，再生骨材 M，L に対しても有効となると考えたためで
3d 7d 28d 全アルカリ 塩化物イオン
3.15 4000 27.4 2-46 4-28 良 30.1 44.0 59.0 0.59 0.046
密度
(g/cm3)
比表面積
(cm2/g)
凝結 圧縮強度
(N/mm2)
化学成分
(%)水量
(%)
始発
(h-min)
終結
(h-min)
安定性
(パッド法)
表 3－2 エコセメントの性質 
7d 28d
2.91 6470 82 109 98 5.84 0 0.38 0.005
強熱減量
(%)
塩化物イオン量
(%)
密度
(g/cm3)
比表面積
(cm2/g)
活性度指数 フロー値比
(%)
酸化マグネシウム
(%)
三酸化硫黄
(%)
表 3－3 高炉スラグ微粉末の性質 
表 3－5 再生骨材の物理的性質の JIS での規格値 
再生粗骨材H 2.5以上 3.0以下 35以下 1.0以下
再生細骨材H 2.5以上 3.5以下 規定なし 7.0以下
再生粗骨材M 2.3以上 5.0以下 規定なし 2.0以下
再生細骨材M 2.3以上 7.0以下 規定なし 8.0以下
再生粗骨材L 規定なし 7.0以下 規定なし 3.0以下
再生細骨材L 規定なし 13.0以下 規定なし 10.0以下
種類
絶乾密度
(g/cm3)
吸水率
(%)
すりへり減量
(%)
微粒分量
(%)
表 3－4 骨材の性質 
表乾 絶乾
山砂 nS 静岡県掛川市 2.58 2.52 2.41 1.63 64.7 2.52 0.9
再生細骨材 rS 不明 2.26 2.04 10.71 1.35 66 2.9 3.8
砕石2013 NG大 ― 2.64 2.62 0.64 ― ― 7.06 0.2
砕石1305 NG小 ― 2.63 2.61 0.8 ― ― 6.34 0
砕石2005 NG 茨城県桜川市 2.63 2.61 0.65 1.6 62.1 6.62 ―
再生粗骨材 RG 不明 2.41 2.26 6.47 1.4 61.9 6.8 ―
実積率
(%) F.M.
微粒分量
(%)種類 表記 産地
密度(g/cm3) 吸水率
(%)
単位容積
質量
(kg/L)
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ある．また，混和剤の性質については，表 3－6 に示す． 
 
  
表 3－6 混和剤の性質 
1.08~1.12
1.02~1.06
0.3 0.09
1.7 0.01
AE減水剤 リグニンスルホン酸化合物
AE助剤 変性ロジン酸化合物系
陰イオン界面活性剤
淡褐色粉末
茶褐色液体
種類 主成分 外観
密度
(g/cm3)
全アルカリ量
(%)
塩化物イオン量
(%)
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3.2.2 コンクリートの配合 
 表 3－7 に，超硬練りコンクリートの計画配合を示す．超硬練りコンクリート
では，締固め後の残存空隙が，品質の低下に致命的な影響を及ぼすため，配合条
件は，十分な締固めが行えることを想定し，Km（粗骨材の粒子間空隙体積に対
するモルタル体積の割合）を 1.6，単位水量を 120kg/m3 とした．また，目標空気
量は，凍結融解抵抗性の観点から，加賀谷ら 3-2)の検討を参考に，2.5%とし，AE
助剤の使用量を調整することで空気量を調整した． 
 表 3－8 に，実測空気量に基づいて再計算した超硬練りコンクリートの配合を
示す．表 3－7 に示した配合と比較すると，目標空気量に対する実測空気量の増
加（減少）に伴い，材料全体の単位量は減少（増加）する．なお，本実験では，
連行空気体積をセメントペースト体積の一部としているため，実測空気量が目
標空気量より大きい場合は，細骨材量が少なくなり，Kp（細骨材の粒子間空隙
体積に対するペーストの体積の割合）が大きくなることとなる． 
 表 3－9 および表 3－10 に，乾燥収縮ひずみの比較のために作製した舗装用コ
ンクリート（PN）および流込みタイプの普通コンクリート（PC）の計画配合を
示す．PN の配合条件は，一般的に舗装用途として用いられるコンクリートを想
定し，単位粗骨材かさ容積を 0.73m3/m3，水セメント比を 50%，単位水量を
136kg/m3，目標スランプを 2.5cm とした．また，PC の配合条件は，一般的な流
込みタイプのコンクリートを想定し，目標スランプを 10cm，細骨材率 45%，単
位水量を 161kg/m3 とした． 
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W NC EC BFS nS rS NG RG
Ex-NnN 0.35 1.86 343 643 1308 2.414
0.3 2.16 400 595 1308 2.423
0.35 1.87 343 642 1308 2.413
0.4 1.68 300 677 1308 2.405
0.3 2.22 400 580 1213 2.313
0.35 1.92 343 627 1213 2.302
0.4 1.72 300 662 1213 2.295
0.3 2.36 400 0 508 1213 2.241
0.35 2.04 343 0 549 1213 2.225
0.4 1.83 300 0 580 1213 2.213
Ex-EBrR 0.35 2.10 213 131 0 541 1213 2.217
Ex-EnN
Ex-EnR
Ex-ErR
2.5
単位量(kg/m³) AE減水
剤
(B×%)
AE助剤
(B×%)
単位容積
質量(kg/L)
1.6 120 0.125 0.027
配合
記号
W/B Km Kp
目標空
気量
(%)
表 3－7 超硬練りコンクリートの計画配合 
W NC EC BFS nS rS NG RG
Ex-NnN 35 1.90 3.0 119 341 640 1301 0.125 0.015 2.401
30 2.16 2.5 120 400 595 1307 0.125 0.027 2.423
35 1.87 2.5 120 343 642 1307 0.125 0.027 2.412
40 1.73 3.2 119 298 673 1299 0.125 0.018 2.389
30 2.21 2.4 120 400 580 1214 0.125 0.027 2.314
35 1.95 2.9 119 341 624 1208 0.125 0.027 2.292
40 1.75 2.9 119 299 659 1208 0.125 0.015 2.285
30 2.37 2.5 120 400 508 1213 0.125 0.150 2.240
35 2.08 3.0 119 341 546 1207 0.125 0.150 2.213
40 1.82 2.4 120 300 580 1214 0.125 0.100 2.215
Ex-EBrR 35 2.06 2.0 121 213 131 543 1218 0.125 0.250 2.227
Kp 実測Air(%)
単位量(kg/m³) AE減水
剤
(B×%)
AE助剤
(B×%)
1.6
Ex-EnN
Ex-EnR
Ex-ErR
配合
記号
W/B
(%) Km
単位容積
質量(kg/L)
表 3－8 実測空気量に基づいて再計算した超硬練りコンクリートの配合 
表 3－9 舗装用コンクリートの計画配合 
W C S G(2013) G(1305) 主剤(C×%)
助剤
(C×%)
PN 2.5 4.5 50 0.73 38 136 272 721 503 691 0.25 0.0025
目標スラ
ンプ(cm)
空気量
(%)
水セメン
ト比(%)
細骨材
率
(%)
単位量(kg/m3) 混和剤単位粗骨材
かさ容積
(m3/m3)
配合
記号
表 3－10 流込みタイプ普通コンクリートの計画配合 
W C S G(2013) G(1305） 主剤(C×%)
助剤
(C×%)
PC 10 4.5 50 45 161 322 803 422 581 0.25 0.0020
細骨材率
(%)
単位量(kg/m3) 混和剤配合
記号
目標スラ
ンプ(cm)
空気量
(%)
水セメン
ト比(%)
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3.2.3 練り混ぜ方法 
 公称容量 55L の強制練りパン型ミキサを用い，練混ぜを行った．一バッチあ
たりの練り量は 35L とした．以下，シリーズごとの練混ぜの手順を示す． 
(1) 超硬練りコンクリート（Ex シリーズ） 
 セメントおよび細骨材をミキサ内に投入（このとき，セメントを細骨材で挟
むようにする）→空練り 20 秒→練混ぜ中に混和剤を混ぜた水を 30 秒間注入
→練混ぜ 60 秒→ミキサ OFF→材料かきおとし→粗骨材をミキサ内へ投入→練
混ぜ 60 秒→練り板上に排出 
(2) 普通コンクリート（PN・PC） 
 セメント，細骨材および粗骨材をミキサ内へ投入→空練り 60 秒→練混ぜ中
に混和剤の入った水を 30 秒間で注入→練混ぜ 90 秒→ミキサ OFF→材料かき
おとし→練混ぜ 60 秒→練り板上に排出 
 
3.2.4 供試体作製方法 
 供試体の作製は以下のとおり行った．超硬練りコンクリートでは，円柱供試体
（φ100×200mm）と角柱供試体（100×100×400mm）を作製した．普通コンクリ
ートは，角柱供試体（100×100×400mm）を作製した． 
(1) 円柱供試体 
 φ100×200mm の型枠中に，各配合の単位容積質量から計算した充填率 100%
に相当する質量の試料を充填した．試料の型枠への投入は，振動台（50Hz）上
で振動を加えながら行い，材料分離しないように配慮した．試料を投入後，上
部に錘（4kg）を載せ，充填率 100%を目標として振動締固めを行った．最後
に，振動台から型枠を降ろし，振動機（140～180Hz）をコンクリート表面に押
し当て，表面を仕上げた． 
(2) 角柱供試体 
a) 超硬練りコンクリート（Ex シリーズ） 
 100×100×400mm の型枠中に，各配合の単位容積質量から計算した充填率
100%に相当する質量の試料を充填した．試料の型枠への投入は，円柱供試体
の場合と同様の手順で行った．試料を投入後，振動台から型枠を降ろし，振動
タンパ（BOSH 製，50Hz）をコンクリート表面に押し当て，所定の体積になる
まで締め固めた．締固め終了後，振動機とコテを用いて上面を仕上げた． 
b) 普通コンクリート（PN・PC） 
 JIS A 1132 に従った． 
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3.3 試験方法 
3.3.1 超硬練りコンクリートの空気量測定 
 超硬練りコンクリートの空気量は，公益社団法人全国土木コンクリートブロ
ック協会が規定する CBA-2「超硬練りコンクリートの空気量試験方法」に従っ
て測定した．ワシントンエアメータ（JIS A 1128）に，あらかじめ 2L 程度の水を
入れておき，練混ぜ直後の試料 10kg を投入した．試料投入時には，容器側面を
木槌でたたきながら，空隙を水で置換した．試料投入後，容器上面まで水を満た
し，注入法によって見かけの空気量を測定した．測定した見かけの空気量，空気
量測定容器の容積，空気がないものとして計算したコンクリートの単位容積質
量から，式（3－1）によって空気量を計算した． 
 
また，再生骨材は普通骨材と比較して多孔質な構造をしており，骨材内部に含
まれる空気量も多いと考えられる．そこで，再生骨材を使用する超硬練りコンク
リートに関しては，JIS A 1128 に従って，式（3－2）に示すように空気量を算出
した． 
 
 実測の空気量に基づいて再計算したコンクリートの配合は，表 3－8（3.2.2）
に示したとおりである．充填率 100%に相当する試料質量の算出には，表 3－8
に示す単位容積質量を使用した．  
 
（3－1） 
A：空気量（%） 
V：測定容器の容積（L）（本実験では 6.980L） 
T0：空気がないものとして計算したコンクリートの単位容積質量（kg/L） 
a：10kg の試料で測定した見かけの空気量（%） 
ここに， 
 （3－2）
ここに， A’：骨材内部の空気量を考慮した空気量（%） 
A：式（3－1）により求めた空気量（%） 
G：骨材修正係数（%） 
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3.3.2 締固め試験 
 締固め性試験は，JSCE-F 508「超硬練りコンクリートの締固め性試験方法」に
従った．この試験は，加速度 5G，振動数 75Hz の振動台上で 3 分間振動締固め
を行い，締固めエネルギーと充填率の関係を近似式として得るものである．締固
め性試験で得られた近似式から初期充填率：Ci，締固め効率：Ce，達成可能充填
率：Cf，締固め完了エネルギー：E98 を算出し，締固め性の評価を行った． 
 試験手順を以下に示す． 
 
(ア) 実測空気量に基づいて再計算した配合から得られる単位容積質量に基づい
て，φ100×200mm の型枠に充填率 100%に相当する量のコンクリートを計量
する．このとき，粒径に偏りが生じないように注意しながら採取する． 
(イ) 型枠にホッパを取り付け，計量したコンクリートを 3 層に分けて投入し，各
層突き棒で 15 回突く．このときも，粒径に偏りが生じないように注意しな
がら試料を投入する． 
(ウ) コンクリートを投入した型枠を振動台に固定し，試料上面に上載板をセット
して振動締固めを開始する．振動開始から終了までの 3 分間，0.5 秒ごとに
コンクリートの沈下量をレーザ変位計で計測する． 
(エ) 締固めエネルギーおよび充填率を式（3－3）および式（3－4）を用いて算出
する． 
(オ) 締固めエネルギーと充填率の関係をグラフにプロットし，近似計算により締
固め曲線を得る．  
 
（3－3）
 （3－4）
Ei：時間 tiにおける締固めエネルギー（J/L） 
ρ：実測空気量での試料の単位容積質量（kg/L） 
αmax：最大加速度（m/s2）=5G=5×9.80665 
f：振動数（s-1）=75Hz 
ti：締固め時間（s） 
γi：時間 tiにおける充填率（%） 
H：型枠の高さ（mm）=200mm 
h：型枠上面とコンクリート上面の高さの差 
ここに， 
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3.3.3 強度試験 
(1) 測定方法（圧縮強度・静弾性係数・曲げ強度） 
 圧縮強度試験は JIS A 1108「コンクリートの圧縮強度試験方法」に，静弾性
係数試験は JIS A 1149「コンクリートの静弾性係数試験方法」に従って行った．
本実験では，3.2.4（1）に示した手順で作製したφ100×200mm の供試体を打
込み翌日に脱型し，28 日間水中養生を行った後研磨し，各配合 3 本ずつ試験
した．また，載荷時の縦ひずみの測定は，コンプレッソメータを用いて行った． 
 曲げ強度試験は，JIS A 1106「コンクリートの曲げ強度試験方法」に従って
行った．円柱供試体と同様に，打込み翌日に脱型した 100×100×400mm の供試
体を，28 日間水中養生を行った後に，各配合 3 本ずつ試験した． 
 
(2) セメント空隙比による圧縮強度の整理 
 超硬練りコンクリートでは，締固め後に空隙が残る場合の充填率と強度に
は相関がある 3-3)．すなわち，超硬練りコンクリートの圧縮強度は，セメント
水比ではなくセメント空隙比に支配されると考えられる．このため，セメント
空隙比説に基づく圧縮強度の整理を行った．セメント空隙比は，セメントの体
積を空隙と水の体積の和で除した値であり，空隙量の算出が必要である． 
 空隙量の算出において，本研究では締固め性試験の結果を利用した．これは，
供試体の締固め性試験の結果から，各々の振動締固め終了時の充填率を知る
ことができるためである．なお，連行空気体積は空隙体積に含めて整理した．
また，3 分間の振動締固めによって供試体の充填率が 100%を超える場合，そ
の供試体の充填率は 100%とし，空隙率は 0%として評価した．充填率が 100%
を超える現象は，試験装置の上載板と型枠壁面との隙間からセメントペース
トが滲み出ることがあるために起こるものである． 
 セメント空隙比の算出手順を以下に示す。 
(ア) 締固め性試験によって得られた締固め曲線から，180 秒間の振動エネルギ
ーによって得られる充填率????（%）を算出する【式（3－5）】． 
 （3－5）
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(イ) 充填率????（%）を 100%から減じたものを空隙率とし，空隙率からコンク
リート 1m3 中の残存する空隙体積を算出する【式（3－6）】．また，実測空
気量からコンクリート 1m3 中に含まれる連行空気体積を算出する【式（3
－7）】． 
 
(ウ) 実測空気量に基づくコンクリートの配合の単位量から水およびセメント
の単位体積を計算し，各配合のセメント空隙比を計算する【式（3－8）】． 
  
 （3－6）
 （3－7）
 （3－8）
γ180：180 秒間の締固めエネルギーによって得られる充填率（%）
E180：180 秒間の締固めエネルギー（J/L） 
Vv：単位空隙体積（m3） 
Va：実測連行空気体積（m3） 
A：実測空気量（%） 
CVR：セメント空隙体積（Cement Voids Ratio） 
Vc：単位セメント体積（m3） 
Vw：単位水体積（m3） 
ここに， 
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3.3.4 長さ変化試験 
 乾燥収縮特性を検討するため，長さ変化試験を実施した．長さ変化試験は，JIS 
A 1129-2「モルタルおよびコンクリートの長さ変化測定方法」に規定のコンタク
トゲージ方法に従って行った． 
 乾燥収縮試験に用いる供試体は，100×100×400mm の角柱供試体とし，供試体
本数は 1 配合につき 3 本とした．供試体は，打込み翌日に脱型し，7 日間水中養
生を行った．その後，周辺の温度 20℃，湿度 60%R.H.の恒温恒湿室に保管した．
供試体間には 25mm 以上間隔をあけ，かつ供試体下面からの乾燥を妨げないよ
うに保管した． 
 恒温恒湿室にて乾燥させた期間 3 日，7 日，14 日，28 日，56 日，91 日，280
日，365 日における長さ変化，質量変化の計測を行った． 
(1) 基長の設定 
 供試体の基長の設定は，7 日間水中養生を行った後に行い，200mm とした．
ゲージプラグは，両側の中心線上で，それぞれの標点間の距離がほぼ 200mm
となるように取り付けた．（図 3－2） 
(2) 測定方法 
 測定は，JIS A 1129-2 に規定のコンタクトゲージ方法に従って試験した．コ
ンタクトゲージ法のひずみの精度は，ダイヤルゲージの目量（0.001mm）と基
長（200mm）から，5×10-6 となる．また，乾燥による試験体の質量損失を検
討するため，試験体の質量を測定した． 
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100
mm
100mm
打設面
図 3－2 長さ変化試験用供試体の概要 
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3.3.5 凍結融解試験 
 凍結融解試験は，JIS A 1148「コンクリートの凍結融解試験」における水中凍
結水中融解法（A 法）を参考にして行い，材齢 28 日まで 20℃の水中で養生を行
ったφ100×200mm の円柱供試体を用いた．試験溶液には，冬季における凍結防
止剤散布環境を想定して，NaCl3%溶液を用いた．ゴムスリーブ内には，写真 3
－1 に示すように，ポリウレタン製の棒材を挿入し，試験溶液の体積増加によっ
てスリーブ内の温度変化が緩慢とならないように留意した． 
 測定項目は相対動弾性係数および質量減少率とし，各配合 3 本ずつ，凍結と
融解の繰り返しを 300 サイクル実施し，得られた値を平均した． 
  
写真 3－1 凍結融解試験用ゴムスリーブ内
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3.4 結果および考察 
3.4.1 締固め特性 
 表 3－11 および表 3－12 に，締固め性試験によって得られた指標の一覧およ
び締固め曲線の各係数の一覧を示す．また，図 3－3 に各配合の締固め曲線を示
す． 
 Ci は初期充填率，Cf は非常に大きな締固めエネルギーを与えたときの最終的
な充填率を示す指標である．また，Ce は締固め直後の締固め曲線の傾きを示し
ており，この値が大きいほど所定のエネルギーで高い充填率を得られる．すなわ
ち，締固めの効率を示している．締固め性が高いということは，少ないエネルギ
ーで高い充填率を得られることを意味している． 
表 3－11 締固め性試験の各指標 
Ex-NnN 0.35 77.90 99.37 34.13 2.037
0.30 72.11 98.45 64.61 2.219
0.35 76.11 99.97 39.34 2.304
0.40 78.36 99.19 33.02 1.975
0.30 73.47 98.43 62.16 2.147
0.35 75.47 101.91 65.71 2.438
0.40 78.84 99.22 23.92 2.200
0.30 71.62 98.17 181.31 2.038
0.35 73.57 99.09 58.88 2.230
0.40 73.75 98.40 160.46 1.773
Ex-EBrR 0.35 68.51 98.72 101.23 2.829
Ce
Ex-EnN
Ex-EnR
Ex-ErR
配合
記号
W/B Ci(%)
Cf
(%)
E98
(J/L)
表 3－12 締固め性試験の各係数 
Ex-NnN 0.35 77.90 21.47 0.1210 0.8854 2.401
0.30 72.11 26.34 0.1076 0.8715 2.423
0.35 76.11 23.86 0.1431 0.7784 2.412
0.40 78.36 20.83 0.1162 0.9160 2.389
0.30 73.47 24.96 0.1097 0.8752 2.314
0.35 75.47 26.45 0.2671 0.5637 2.292
0.40 78.84 20.38 0.1244 0.9830 2.285
0.30 71.62 26.55 0.1208 0.7168 2.240
0.35 73.57 25.52 0.1266 0.7992 2.213
0.40 73.75 24.65 0.1142 0.7059 2.215
Ex-EBrR 0.35 68.51 30.21 0.1621 0.679402 2.227
Ex-EnR
Ex-ErR
W/B配合
記号
a b d
Ex-EnN
c 単位容積
質量(kg/L)
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 図 3－3 から，再生粗骨材を使用した EnR の締固め曲線が上方に位置し，再生
細粗骨材を併用した ErR および EBrR の締固め曲線が下方に位置していること
がわかる．すなわち，再生細骨材の存在が締固め性に影響を与えていることが示
唆される． 
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 図 3－4 に各配合の E98 を示す．E98 は充填率 98%に達するまでに必要なエネ
ルギーを表しており，この値が小さいほど締固めが行いやすいことを意味して
いる．再生細骨材を含まない配合（EnN，EnR，NnN）では，E98 が 50J/L 程度
以下で，高い締固め性を有していることがわかる．また，再生粗骨材を用いた
EnR の E98 は普通粗骨材を用いた EnN と同等以上である．このことは既報の結
果 3-4)と同様である． 
 一方で，再生細骨材を含む ErR および EBrR の E98 は，普通細骨材を使用し
た場合と比較して高くなる傾向を示した．すなわち，E98 の結果でも，再生細骨
材の使用により締固め性が低下することがわかる． 
 また，W/B35%における ErR の E98 のみ低い値となった原因については不明
であり，同じ配合で再度試験する必要があるといえる．しかし，全配合で概ね
W/B の増加に伴い E98 が低下する傾向を示していること，そして，W/B40%にお
けるErRの締固め性が比較的高い値を示していることから，本検討の範囲では，
再生細骨材を含むことで，概ね締固め性が低下すると考えられる． 
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3.4.2 力学的特性 
 表 3－13 に各種強度試験および静弾性係数の結果を示す．また，図 3－5 に結
合材空隙比（セメント空隙比）と圧縮強度の関係を示す． 
 既報の結果 3-4)と同様に，圧縮強度は，エコセメントを用いることで普通セメ
ントを用いた場合と比較して若干低下し，再生粗骨材を含むことでさらに低下
している．また，再生細粗骨材を併用した場合の圧縮強度は，再生粗骨材を使用
した場合よりも低下した．このことから，再生粗骨材に再生細骨材が加わること
で圧縮強度はより低下することがわかる．これは，再生細骨材の粒子強度が低い
ことによると考えられる．しかし，再生細粗骨材を併用した最も低強度のもので
も，40N/mm2 程度であり，十分な圧縮強度を有しているとも言える．すなわち，
再生細粗骨材を併用する場合であっても，超硬練りコンクリートとすることで
十分な圧縮強度が得られることがわかる． 
 図 3－5 の近似直線について着目すると，EnR および ErR の近似直線の傾き
は，EnN と比較して小さく，結合材空隙比の増加に伴う圧縮強度の増加が鈍化
することがわかる．これは，再生骨材を含む場合の供試体の強度に対しては，高
い強度となるほどセメントペースト相より骨材相の影響が卓越するためと考え
られる． 
 また，再生細粗骨材を併用し，混和材に高炉スラグ微粉末を使用した EBrR 着
目すると，圧縮強度が ErR だけでなく EnR と比較しても改善していることがわ
かる．これは高炉スラグ微粉末の潜在水硬性によるものと考えられる． 
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図 3－5 結合材空隙比と圧縮強度 
表 3－13 各種強度試験の結果 
種類
W/B
(%)
曲げ強度
(N/mm2)
圧縮強度
(N/mm2)
静弾性係数
(kN/mm2)
30 7.25 73.4 37.7
35 7.18 63.3 36.0
40 6.20 51.4 34.4
30 6.03 58.6 32.0
35 5.69 49.8 33.3
40 5.23 49.7 29.9
30 5.42 47.4 27.3
35 4.96 45.6 25.2
40 5.11 42.0 25.3
Ex-NnN 35 6.51 68.4 35.8
Ex-EBrR 35 - 52.1 27.9
Ex-EnN
Ex-EnR
Ex-ErR
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 図 3－6 および図 3－7 に，圧縮強度と静弾性係数および圧縮強度と曲げ強度
の関係を示す．既報の結果 3-4)と同様に，エコセメントおよび普通骨材を用いた
場合（EnN）の静弾性係数は，コンクリート標準示方書における圧縮強度と静弾
性係数の関係とほぼ同等となる．しかし，再生粗骨材を用いる（EnR）ことで，
普通粗骨材を用いた場合（EnN）と比較して静弾性係数が低下し，再生細粗骨材
を用いる（ErR，EBrR）ことでさらに低下することがわかる．ErR および EBrR
の静弾性係数は，コンクリート標準示方書における同一圧縮強度における静弾
性係数と比較しても顕著に小さい．これは，再生粗骨材および再生細骨材粒子の
疎な構造によるものであり，主にヤング率の低さによるものと考えられる． 
 図 3－7 から，全配合において，概ね示方書と同等の圧縮強度と曲げ強度の関
係を有していることがわかる．また，再生細粗骨材を用いた最も低強度のもので
も，転圧コンクリート舗装用途の超硬練りコンクリートの設計基準曲げ強度
（4.5N/mm2）を満足することがわかる． 
 なお，ErR の曲げ強度に着目すると，圧縮強度の増加と曲げ強度の増加が比例
関係になっていないことがわかる．これは，上述したとおり，再生骨材を含む場
合の供試体の強度に対しては，セメントペースト相より骨材相による影響が卓
越するためと考えられる． 
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3.4.3 乾燥収縮特性 
 図 3－8 および図 3－9 に，乾燥伴う長さ変化率および質量変化率の経時変化
を示す．普通骨材を用いた場合，エコセメントを使用した配合（EnN）の長さ変
化率および質量変化率は，普通ポルトランドセメントを用いた配合（NnN）とほ
ぼ同程度となっている．これは既往の検討 3-4)と同様の結果となった．すなわち，
超硬練りコンクリートとした場合においても，エコセメントが乾燥収縮に及ぼ
す影響は小さいといえる． 
 一方，使用骨材の違いに着目すると，再生粗骨材を使用（EnR）することで，
長さ変化率および質量変化率ともに増大し，再生細骨材を併用（ErR）すること
で，さらに増大するとわかる．これは，ヤング率の低い再生粗骨材および再生細
骨材を使用することで，乾燥によるセメントペーストの収縮を骨材が拘束する
力が弱まること，また，疎な構造の粒子が増加することで，骨材粒子自体も乾燥
収縮するためと考えられる． 
 再生細骨材を含む（ErR）場合，乾燥期間 1 年の時点で，一般的な舗装用コン
クリート（PN）および流込みタイプのコンクリート（PC）と比較して，長さ変
化率および質量変化率ともに増大傾向が大きい．一方，再生粗骨材のみを使用
（EnR）した場合については，PN および PC と同程度の長さ変化率，質量変化率
であることがわかり，超硬練りコンクリートとすることの乾燥収縮低減効果が
確認できる． 
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3.4.4 凍結融解抵抗性 
 図 3－10 および図 3－11 に，NaCl3%溶液中での凍結融解試験における 300 サ
イクルまでの相対動弾性係数および質量減少率の経時変化を示す． 
 相対動弾性係数は，普通骨材および普通ポルトランドセメントを使用した配
合（NnN）以外の全ての配合で，耐久性指数 60%を下回った．同一の普通骨材を
使用し，エコセメントを使用した配合（EnN）についても，相対動弾性係数の著
しい低下がみられ，既往の検討 3-1)とは異なる結果となった．コンクリート中の
気泡構造が，これまでの検討とは異なったことが原因と推察される． 
 再生骨材を使用した場合（EnR-0.35，ErR-0.35，EBrR-0.35，ErR-0.30）に着目
すると，ErR-0.35 以外で，300 サイクルを迎える以前に，供試体の破損が激しか
ったために測定不可となり，著しい相対動弾性係数の低下が確認された．締固め
性試験の結果を考慮すると，再生骨材を使用した配合の供試体内部には，比較的
粗大な空隙が残存していたことが予想される．締固め性の低下は，供試体成形の
しやすさの低下につながる．本検討における締固め性試験では，再生骨材の使用
や水セメント比の低下によって締固め性が低下する傾向にあった．したがって，
供試体成形時に，締固め不足の部分が生じ，そこを起点とした内部劣化の進行が，
相対動弾性係数の顕著な低下の原因と考えられる．また，ErR-0.35 において，他
の配合と異なり，比較的締固め性が良好であったことも，相対動弾性係数の結果
に反映されており，再生骨材を用いた配合の中では耐久性指数が高く，唯一 300
サイクル終了時まで測定を継続することができた．また，本試験においては，再
生粗骨材のみを使用した場合（EnR-0.35）と，再生細粗骨材を併用した場合（ErR-
0.35，ErR-0.30）との間で，再生細骨材を使用したことによる相対動弾性係数に
及ぼす影響は明確とならなかった． 
 BFS を混合使用した EBrR-0.35 の相対動弾性係数についても著しく低下した
が， エコセメントの 40%を BFS で置換したことにより，粉体量が増加し，締固
め性の低下につながったことで，供試体内部に疎な部分が生じたためと考えら
れる． 
 質量減少率の経時変化についても，普通骨材を使用した場合（NNN）を除くす
べての配合で著しい増大が確認された．また，相対動弾性係数の変化と同様に，
エコセメントの使用により質量減少率は増大し，再生骨材を用いることでさら
に増大している．エコセメントの存在が NaCl3%溶液中における質量減少率を増
大させる，すなわちソルトスケーリングを増大させる要因となることは，これま
での本学における検討でも取り上げてきたが，明確なメカニズムはわかってい
ない．しかし，エコセメントが NC と比較して，塩化物イオン下での凍結融解作
用への抵抗性が低下することは確かである．また，再生骨材が質量減少率を増大
させた要因としては，普通骨材と比較して再生骨材そのものが脆弱であること，
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相対動弾性係数を低下させたと考えられるコンクリート内部の粗大な空隙の存
在が考えられる．再生粗骨材 L は，原コンクリートの粗骨材周りに多量のモル
タルが付着しており，再生細骨材 L は小径のモルタル塊のようなものである．
したがって，これを使用したコンクリート自体のヤング率が低下したことが推
察される．エコセメントを使用したことで，普通骨材使用時よりも早い段階でス
ケーリングが始まり，再生骨材が露出し始めることでさらに増大していったと
考えられる．また，この段階で，締固め不良による粗大空隙がスケーリング増大
を助長させていたと考えられる． 
 一方で，BFS を 40%使用した EBrR-0.35 の質量減少率に着目すると，200 サイ
クル近傍までは，EnR-0.35 と同等であり，250 サイクル手前で急激に増大してい
る．200 サイクル近傍までについては，BFS が塩化物イオンの浸透を妨げたこと，
また，粉体量の増加によりコンクリート表層部が緻密になったことにより，ErR
シリーズや EnR よりもソルトスケーリングの進行を遅らせることができたと考
えられる．しかし，250 サイクルを迎える直前で，コンクリート内部を起点とし
た破壊と，コンクリート表層部を起点とした破壊がつながり，比較的大きな塊状
のコンクリートが消失したことで，急激な質量減少を引き起こしたと考えられ
る． 
 NaCl3%溶液中という厳しい条件下の凍結融解試験であるが，相対動弾性係数
の低下が普通骨材を使用した場合（EnR-0.35）にも顕著であったことや，BFS を
使用した場合のスケーリング抵抗性の改善が顕著とならなかったことから，気
泡構造の検討 3-5)や，使用する再生骨材の品質を変えた検討を行うことが必要と
考えられる． 
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3.5 まとめ 
 第 3 章では，エコセメントおよび再生骨材 L を用いた超硬練りコンクリート
を対象として，基礎特性（締固め性，力学的特性，乾燥収縮特性および凍結融解
抵抗性）について検討を行った．その結果，本検討の範囲内において，以下のこ
とが明らかとなった． 
 
(1) 再生細骨材 L を用いた超硬練りコンクリートの締固め性は，低下する傾向を
示す． 
(2) 再生粗骨材 L，または再生細粗骨材 L を用いた超硬練りコンクリートの各種
強度は，普通骨材を使用した場合と比較して低下するが，十分に高強度なコ
ンクリートとなる． 
(3) 再生骨材 L を用いた超硬練りコンクリートの供試体の強度に対しては，高強
度のため，セメントペースト相と比較して，骨材相の影響が卓越する． 
(4) 再生骨材 L を使用することで，普通骨材を使用した場合と比較して乾燥収縮
ひずみが増大するが，超硬練りコンクリートに適用することで，一般的なス
ランプを有するコンクリートの乾燥収縮ひずみ程度まで低減することがで
きる． 
(5) 凍結防止剤散布下における超硬練りコンクリートの相対動弾性係数は，再生
骨材 L を用いると，顕著に低下する． 
(6) 凍結防止剤散布下における超硬練りコンクリートのスケーリング抵抗性は，
再生骨材 L を用いることで，顕著に低下する． 
(7) 再生骨材 L を用いた場合に，結合材の一部に高炉スラグ微粉末を使用するこ
とでスケーリング抵抗性が改善傾向を示す． 
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第 4 章 エコセメントおよび再生骨材 M を用いた超硬練りコンクリ
ートの凍結融解抵抗性の向上 
 
 第 4 章では，第 3 章で確認された，エコセメントおよび再生骨材 L を用いた
超硬練りコンクリートの，凍結防止剤散布環境における凍結融解抵抗性の著し
い低下について，再生骨材の品質および気泡構造に着目することでその影響を
検討した． 
また，第 3 章と同様に，ソルトスケーリング抵抗性の向上を目的として，エコ
セメントおよび再生細粗骨材を使用する配合を対象に，エコセメントの一部を
高炉スラグ微粉末で置換した水準についても検討を行った． 
 
4.1 はじめに 
 第 3 章では，エコセメントおよび再生骨材 L を用いた超硬練りコンクリート
の基礎物性について検討を行い，凍結防止剤散布環境における相対動弾性係数
の著しい低下，およびスケーリング量の増大を報告した．また，力学的特性につ
いても，顕著な課題とはならないものの，再生細粗骨材を併用した場合に低下が
確認された．以上の現象については，使用した再生骨材の品質，およびコンクリ
ート中の気泡構造の影響が大きいと考えられた． 
 再生骨材の品質は，JIS A 5021～5023 に規定されており，密度や吸水率によっ
て，H，M，L の 3 種類に分類される．3.4.4 項で，凍結融解抵抗性の著しい低下
が認められたが，骨材の吸水率やヤング率が凍結融解抵抗性に寄与していると
すると，再生骨材の品質を向上，すなわち，再生骨材 M や H を用いることが，
凍結融解抵抗性の向上につながると考えられる．また，既往の検討とは異なり，
エコセメントと普通骨材を使用し，所定の空気連行を行った場合にも，相対動弾
性係数の低下が確認されたことから，コンクリート中の気泡構造と相対動弾性
係数の関係について，詳細に検討する必要があると考えられる． 
 そこで，結合材にエコセメントを用い，使用再生骨材に再生骨材 M を用いて，
超硬練りコンクリートを作製し，凍結融解抵抗性の検討を行った．なお，凍結融
解試験については，寒冷地等での凍結防止剤散布環境を想定して，NaCl3%溶液
中で実施した．また，これまでと同様に，締固め性や力学的特性についても検討
を行った．図 4－1 および表 4－1 に配合記号の概略および検討水準をそれぞれ
示す． 
 配合記号中における左のアルファベットは使用したセメントの種類（N：
Nomal（普通ポルトランドセメント），E：Eco（エコセメント），EB：Eco＋BFS
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（エコセメント＋高炉スラグ微粉末（置換率 40%）））を示し，中央のアルファベ
ットは使用した細骨材の種類（N：NS（普通細骨材），R：RS（再生細骨材）），
右のアルファベットは使用した粗骨材の種類（N：NG（普通粗骨材）R：RG（再
生粗骨材））をそれぞれ示している． 
  
図 4－1 配合記号の概略  
NNN 35 N N N ○ ○ ○ ○ ○
35 ○ ○ ○ ○ ○
35 ○ ○ ○ ○ ○
35 ○ ○ ○ ○ ○
EBRR 35 EB R R ○ ○ ○ ○ ○
検討項目
気泡間隔
係数
ERR E R R
ENR E N R
曲げ強度
凍結融解
抵抗性
超硬練り
ENN E N N
種類
配合
W/B 配合種類 結合材 細骨材 粗骨材 締固め性 圧縮・静
弾性係数
※1 N：普通ポルトランドセメント，E：普通エコセメント， 
EB：普通エコセメント＋高炉スラグ微粉末 
※2 N：普通細骨材，R：再生細骨材 
※3 N：普通粗骨材，R：再生粗骨材 
表 4－1 検討ケース 
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4.2 試験概要 
4.2.1 使用材料 
 表 4－2～表 4－4 に，エコセメント，高炉スラグ微粉末（以下，BFS）および
使用骨材の性質をそれぞれ示す．普通骨材については，山砂（NS）および砕石
（NG）を使用した．なお，砕石 2005 は，砕石 2013 と砕石 1305 を質量比 28：
72 で混合することで粗度を調整したものである．再生骨材については，再生細
骨材 M（RS）および再生粗骨材 M（RG）を使用した．再生粗骨材 M について
は，【JIS A 5022 附属書 A，附属書 D「再生粗骨材 M の凍結融解試験方法」】に準
拠し，F.M.凍害指数 0.08 以下を満たすものを使用した．なお，再生骨材の物理
的性質に関する品質規定については，3.2.1 項を参照されたい．また，使用した
混和剤の性質は，表 4－5 に示すとおりである．         
 
  
3d 7d 28d 全アルカリ 塩化物イオン
3.15 4000 27.4 2-46 4-28 良 30.1 44.0 59.0 0.59 0.046
密度
(g/cm3)
比表面積
(cm2/g)
凝結 圧縮強度
(N/mm2)
化学成分
(%)水量
(%)
始発
(h-min)
終結
(h-min)
安定性
(パッド法)
表 4－2 エコセメントの性質 
7d 28d
2.91 6470 82 109 98 5.84 0 0.38 0.005
強熱減量
(%)
塩化物イオン量
(%)
密度
(g/cm3)
比表面積
(cm2/g)
活性度指数 フロー値比
(%)
酸化マグネシウム
(%)
三酸化硫黄
(%)
表 4－3 高炉スラグ微粉末の性質 
AE助剤 変性ロジン酸化合物系
陰イオン界面活性剤
茶褐色液体 1.02~1.06 1.7 0.01
AE減水剤 リグニンスルホン酸化合物 淡褐色粉末 1.08~1.12 0.3 0.09
種類 主成分 外観
密度
(g/cm3)
全アルカリ量
(%)
塩化物イオン量
(%)
表 4－5 混和剤の性質 
表 4－4 骨材の性質 
表乾 絶乾
山砂 NS 静岡県掛川市 2.57 2.51 2.21 1.72 68.5 3.05 1.0
再生細骨材 RS 不明 2.43 2.30 5.86 1.40 60.9 2.82 0.9
砕石2013 NG大 ― 2.65 2.64 0.51 ― ― 7.01 0.1
砕石1305 NG小 ― 2.65 2.63 0.70 ― ― 6.47 0.1
砕石2005 NG 茨城県桜川市 2.65 2.63 0.65 1.60 60.4 6.62 ―
再生粗骨材 RG 不明 2.56 2.49 2.75 1.48 59.2 6.73 ―
実積率
(%) F.M.
微粒分量
(%)種類 表記 産地
密度(g/cm3) 吸水率
(%)
単位容積
質量
(kg/L)
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4.2.3 コンクリートの配合 
 表 4－6 に，超硬練りコンクリートの計画配合を示す．超硬練りコンクリート
は，締固めを行った後も空隙が残存するため，品質の低下につながることが懸念
される．そのため，十分に締固めを行うことで残存空隙を減らすことのできる配
合で検討する必要がある．そこで，原田ら 4-1)の検討を参考に，粗骨材粒子間の
空隙体積に対するモルタル体積の割合を表す，モルタル粗骨材空隙比 Km を 1.6，
単位水量を 120kg/m3 とした．また，加賀谷ら 4-2)の検討を参考に，目標空気量を
2.5%とし，AE 助剤（マスターエア 202）の使用量を調整することで，空気量を
調整した． 
 表 4－7 に，実測空気量に基づいて再計算した超硬練りコンクリートの配合を
示す．計画配合と比較すると，目標空気量に対する実測空気量の増加もしくは減
少に伴い，材料全体の単位量は減少もしくは増加する．なお，本検討では，連行
空気体積をセメントペーストの体積の一部としているため，実測空気量が目標
空気量より大きい場合には，細骨材量が少なくなることで，細骨材粒子間の空隙
体積に対するセメントペーストの体積の割合を表す Kp が大きくなる． 
  
W NC EC BFS nS rS NG RG
NNN 0.35 2.16 2.5 120 343 0 0 654 0 1304 0 0.125 0.015 2.421
ENN 0.35 2.16 2.5 120 0 343 0 653 0 1304 0 0.125 0.015 2.420
ENR 0.35 2.05 2.5 120 0 343 0 690 0 0 1223 0.125 0.015 2.376
ERR 0.35 1.48 2.5 120 0 343 0 0 652 0 1223 0.125 0.015 2.338
EBRR 0.35 1.52 2.5 120 0 213 131 0 644 0 1223 0.125 0.04 2.330
AE減水剤
(B×%)
AE助剤
(B×%)
単位容積質
量(kg/L)
1.6
配合
記号
W/B Km Kp
目標空気
量
(%)
単位量(kg/m³)
表 4－6 超硬練りコンクリートの計画配合 
W NC EC BFS nS rS NG RG
NNN 0.35 2.22 3.2 119 340.5 0 0 649.7 0 1294 0 0.125 0.015 2.404 21.9
ENN 0.35 2.21 3.0 119 0 341 0 649.9 0 1297 0 0.125 0.015 2.407 22.2
ENR 0.35 2.07 2.7 120 0 342 0 688 0 0 1220 0.125 0.015 2.370 22.3
ERR 0.35 1.48 2.6 120 0 343 0 0 652 0 1222 0.125 0.015 2.337 21.7
EBRR 0.35 1.49 2.1 121 0 213 131 0 646 0 1228 0.125 0.040 2.340 21.3
配合
記号
W/B Km Kp
実測空気
量
(%)
1.6
単位量(kg/m³) AE減水剤
(B×%)
AE助剤
(B×%)
単位容積質
量(kg/L)
練りあがり
温度(℃)
表 4－7 実測空気量に基づいて再計算した超硬練りコンクリートの配合 
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4.2.4 練混ぜ方法 
 コンクリートの練混ぜは，公称容量 55L の強制練りパン型ミキサを用いて行
った．1 バッチ当たりの練り量は 35L とした．超硬練りコンクリートの練混ぜ方
法は以下のとおりである． 
 セメント及び細骨材をミキサ内に投入（このときセメントを細骨材で挟むよ
うに投入する）→空練り 20 秒→練り混ぜ中に混和剤を混ぜた水を 30 秒間注入
→練混ぜ 60 秒→ミキサ電源 OFF→材料かき落とし→粗骨材をミキサ内に投入→
練混ぜ 60 秒→練り板上に排出 
 
4.2.5 供試体作製方法 
 供試体は，円柱供試体（φ100×200mm）および角柱供試体（100×100×400mm）
を作製した．供試体の作製方法については，3.2.4 項を参照されたい． 
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4.3 試験方法 
4.3.1 超硬練りコンクリートの空気量測定 
 超硬練りコンクリートの空気量は，公益社団法人全国土木コンクリートブロ
ック協会が規定する CBA-2「超硬練りコンクリートの空気量試験方法」に従っ
て測定した．ワシントンエアメータ（JIS A 1128）内に，あらかじめ 2L 程度の水
を入れておき，そこに練混ぜ直後の試料 10kg を少しずつ投入した．試料投入時
には，容器側面を木づちでたたくことでエントラップドエアを追いだしていき，
コンクリート内の空隙を水で置換した．試料投入後，容器上面まで水を満たし，
注水法によって見かけの空気量を測定した．測定した見かけの空気量，ワシント
ンエアメータの容積，および空気がないもの（コンクリートの空気量が 0%）と
して計算したコンクリートの単位容積質量から，式（4－1）を用いて実測空気量
を算出した． 
 また，再生骨材は，普通骨材と比較して多孔質な構造であるため，骨材内部に
空気を多く含むと考えられる．そこで，再生骨材を使用した配合については，骨
材修正係数を測定し，式（4－1）により算出された空気量から差し引いた値を実
測空気量とした．骨材修正係数の測定は，JIS A 1128 に準拠して行った．骨材修
正係数の測定手順は以下のとおりである． 
 
(a) 空気量を求めようとする容積 Vc のコンクリート中試料流にある細骨材及び
粗骨材の質量を，次の式によって算出する． 
 
 
 
 
4－2
4－3
mf：容積 VCのコンクリート試料中の細骨材の質量（kg） 
mc：容積 VCのコンクリート試料中の粗骨材の質量（kg） 
VB：1 バッチのコンクリートの出来上がり容積（L） 
VC：コンクリート試料の容積（容器の容積に等しい）（L） 
mf’：1 バッチに用いる細骨材の質量（kg） 
mc’：1 バッチに用いる粗骨材の質量（kg） 
ここに， 
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(b) 細骨材および粗骨材の代表的試料を，それぞれ mf および mc だけ採取する．
約 1/3 まで水を満たしたワシントンエアメータの中に採取した骨材を入れる．
細骨材と粗骨材は混合して少しずつ入れ，すべての骨材が水に浸されるよう
にする．骨材を投入する際は，できるだけ空気が入らないようにし，出てき
た気泡は速やかに取り除く．空気を追い出すために，容器の側面を木づち等
でたたき，また細骨材を加えるごとに 25mm の深さに達するまで突き棒で約
10 回突く． 
 
(c) 全部の骨材を容器に投入後，水面の気泡をすべて取り去り，排水口から水が
あふれるまで注水する．次にすべての弁を閉じ，空気ハンドポンプで空気室
の圧力を初圧力よりわずかに大きくする．約 5 秒後，調節弁を徐々に開いて，
圧力指針を初圧力の目盛りに一致させる．次に作動弁を十分に開き空気室の
気圧と容器内の圧力とを平衡させて圧力計の空気量の目盛りを読み，これを
骨材修正係数（G）とする． 
 
式（4－1）によって算出した空気量 A および骨材修正係数 G から，式（4－
4）に示すように実測空気量を算出した． 
 
実測の空気量に基づいて再計算したコンクリートの配合は，表 4－7 に示した
とおりである．充填率 100%に相当する試料質量の算出には，表 4－7 に示す単
位体積質量を使用した． 
  
 4－4 
ここに， A’：再生骨材コンクリートの実測空気量（%） 
A：式（4－1）により算出した空気量（%） 
G：骨材修正係数（%） 
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4.3.2 締固め試験 
 締固め性試験は，JSCE-F 508「超硬練りコンクリートの締固め性試験方法」に
従った．この試験は，加速度 5G，振動数 75Hz の振動台上で 3 分間振動締固め
を行い，締固めエネルギーと充填率の関係を近似式として得るものである．締固
め性試験で得られた近似式から初期充填率：Ci，締固め効率：Ce，達成可能充填
率：Cf，締固め完了エネルギー：E98 を算出し，締固め性の評価を行う．なお，
試験手順については，3.3.2 項を参照されたい． 
 
4.3.3 強度試験 
圧縮強度試験は JIS A 1108「コンクリートの圧縮強度試験方法」に，静弾性係
数試験は JIS A 1149「コンクリートの静弾性係数試験方法」に従って行った．本
実験では，4.2.4 項に示した手順で作製したφ100×200mm の供試体を打込み翌日
に脱型し，28 日間水中養生を行った後研磨し，各配合 3 本ずつ試験した．また，
載荷時の縦ひずみの測定は，コンプレッソメータを用いて行った． 
曲げ強度試験は，JIS A 1106「コンクリートの曲げ強度試験方法」に従って行
った．円柱供試体と同様に，打込み翌日に脱型した 100×100×400mm の供試体を，
28 日間水中養生を行った後に，各配合 3 本ずつ試験した． 
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4.3.4 凍結融解試験 
 凍結融解試験は，JIS A 1148「コンクリートの凍結融解試験」における水中凍
結水中融解法（A 法）を参考にして行い，材齢 28 日まで 20℃の水中で養生を行
ったφ100×200mm の円柱供試体を用いた．試験溶液には，冬季における凍結防
止剤散布環境を想定して，NaCl3%溶液を用いた．ゴムスリーブ内には，写真 4
－1 に示すように，ポリウレタン製の棒材を挿入し，試験溶液の体積増加によっ
てスリーブ内の温度変化が緩慢とならないように留意した． 
 測定項目は相対動弾性係数および質量減少率とし，各配合 3 本ずつ，凍結と
融解の繰り返しを 300 サイクル実施し，得られた値を平均した． 
 
4.3.5 気泡間隔係数測定 
 作製したφ100×200mm の円柱供試体を 20℃の水中で材齢 28 日まで養生を行
った後，供試体中心部から厚さ 10mm の試験片を採取した．その後，ASTM C 457
に準拠して，硬化後コンクリートの空気量および気泡間隔係数を求めた．なお，
本試験における気泡測定では，球形とみなせる空隙のみを対象としている． 
  
写真 4－1 凍結融解試験風景 
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4.4 結果および考察 
4.4.1 締固め特性 
 表 4－8 に締固め性試験によって得られた指標の一覧を示す． 
 Ci は初期充填率，Cf は非常に大きな締固めエネルギーを与えたときの最終的
な充填率を示す指標である．また，Ce は締固め直後の締固め曲線の傾きを示し
ており，この値が大きいほど所定のエネルギーで高い充填率を得られる．すなわ
ち，締固めの効率を示している．締固め性が高いということは，少ないエネルギ
ーで高い充填率を得られることを意味している．Ci に着目すると，エコセメン
トを用いる場合（ENN），および再生骨材を用いる（ENR，ERR，EBRR）ことで，
普通骨材を用いた場合（NNN）と比較して，初期充填率が低下する傾向を示し
た．特に，EBRR で低い値を示したが，これは，エコセメントの一部を BFS で
置換したことで，他の配合と比較して粉体量が増加したためと考えられる． 
 また，Cf に着目すると，再生細骨材を用いた配合（ERR，EBRR）については，
普通細骨材を用いた場合と比較して，達成可能充填率が低下し，充填率 98%に
満たなかった．この要因として，ERR および EBRR のペースト細骨材空隙比 Kp
が 1.5 以下と，他の配合と比較して低かったことが挙げられる．3.4.1 項におけ
る締固め性試験の結果では，再生細骨材 L を用いた場合においても，達成可能
充填率 Cf は 98%以上を確保できていたが，このときの再生細骨材 L を用いた配
合のペースト細骨材空隙比 Kp は 2 を超える値であった．このことから，再生細
骨材を使用する場合に，達成可能充填率 98%以上を安定的に確保するための，
ペースト細骨材空隙比 Kp の値が存在する可能性がある． 
 次に，Ce に着目すると，すべての配合で概ね 3.0J/L 以上の締固め効率 Ce を
有していた．これは，3.4.1 項での検討における各配合の締固め効率よりも高い
値となった． 
  
ENN 99.50 75.39 17.69 3.360
ENR 98.28 75.34 16.90 3.552
ERR 97.91 76.98 23.18 3.182
EBRR 97.61 73.19 27.56 3.549
NNN 98.34 78.34 16.44 3.115
配合
記号 Cf(%) Ci(%) E97(J/L)
締固め効率
Ce (1.00J/L)
表 4－8 締固め性試験の各指標 
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図 4－2 に，充填率 97%に達するまでに要するエネルギーを示す．これまでの
検討では，充填率 98%に達するまでに要したエネルギーE98 を締固め性の指標
としてきたが，本試験において，最終的な充填率が 98%に達さないものが一部
にみられたため，本検討の締固め性評価には，便宜上 E97 を用いることとした．
これについては，充填率 97%とした場合でも，十分に締固め性を評価できると
考えたためである．なお，E97 が小さいほど，締固めが行いやすいことを示して
いる． 
全ての配合で E97 が 30J/L を下回った．通常の超硬練りコンクリートの E98
がおよそ 100～500J/L であることを考慮すると，全体的に高い締固め性を示して
いる．この結果については，単位水量が 120kg/L と，一般的な転圧コンクリート
舗装と比較して多いためと考えられる．エコセメントを使用し，再生細骨材を含
まない配合（ENN，ENR）については，普通超硬練りコンクリート（NNN）と比
較して，わずかに大きい値を示したが，ほぼ同等の結果となった．このことから，
セメント種類が締固め性に及ぼす影響は小さいことがわかる．また，ENNと ENR
の E97 を比較すると，ENR の方がわずかに小さいことがわかる．これは，使用
粗骨材の形状の違いによるものと考えられる．本検討に使用した再生粗骨材は，
普通粗骨材（砕石）と比較して，川砂利の様な丸みを帯びた形状のものが多くみ
られた．そのため，普通粗骨材を使用した場合よりも少ないエネルギーで充填さ
れたものと考えられる．次に，再生細骨材を使用した配合（ERR，EBRR）に着
目すると，普通細骨材を使用した場合と比較して，E97 が大きくなる傾向がみら
れた． これは，使用した再生細骨材の吸水率（5.86%）が高かったために，細骨
材を表乾とみなした状態で投入した場合でも，練り混ぜ中に吸水してしまい，締
固め性試験の際に計量したコンクリートの水セメント比が下がったこと，また，
比較的細かな粒子が多いため，粒子間の空隙を除去しにくかったことが原因と
考えられる．また，ERR と EBRR を比較すると，EBRR の E97 の方が大きかっ
た．これは，BFS を混合したことで，粉体量が増加したためと考えられる．なお，
この結果については，3.4.1 項の結果と同様の結果となった． 
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4.4.2 力学的特性 
図 4－3 に，各配合の圧縮強度試験の結果を示す．エコセメント超硬練りコン
クリート（ENN）と普通超硬練りコンクリート（NNN）の圧縮強度を比較する
と，ENN がわずかに小さかったが，ほぼ同等の値を示した．この結果はこれま
での検討 4-3)，4-4)と同様の結果となった．また，再生粗骨材を使用した ENR は，
ENN と同等の圧縮強度であった．3.4.2 項での，再生粗骨材 L を使用した場合の
圧縮強度の結果と比較すると，再生粗骨材 M を使用したことで，圧縮強度が大
幅に改善されていることがわかる（図 4－4）．すなわち，再生粗骨材の品質が圧
縮強度に及ぼす影響は大きいといえる．一方，再生細骨材を使用した場合（ERR，
EBRR）の圧縮強度は，普通細骨材を使用した場合と比較して小さくなった．し
かし，再生粗骨材の場合と同様に，3.4.2 項での，再生細骨材 L を使用した場合
の圧縮強度の結果と比較すると，再生細骨材 M を使用したことで，圧縮強度に
改善がみられた．また，BFS の使用により，圧縮強度が増加した．これは，BFS
の潜在水硬性によるものと考えられる．  
図 4－3 圧縮強度の結果 
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図 4－5 に，圧縮強度と静弾性係数の関係を示す．エコセメント超硬練りコン
クリート（ENN）と普通超硬練りコンクリート（NNN）の静弾性係数を比較する
と，ENN の方が大きい値を示している．また，再生粗骨材を使用した ENR が
ENN と同様の傾向を示したのは，再生粗骨材 M が静弾性係数の低下にあまり影
響を及ぼさなかったためと考えられる．再生細骨材を使用した場合（ERR，EBRR）
の静弾性係数については，普通細骨材を使用した場合と比較して低下したが，そ
の傾向は，概ね示方書と同様である．すなわち，細骨材の品質がコンクリートの
静弾性係数を低下させた要因と考えられる．再生細骨材の高い吸水率を考慮す
ると，骨材自体のヤング率が小さい，すなわち普通細骨材と比較して，疎な構造
を持った細骨材であると考えられる．この疎な構造が静弾性係数および圧縮強
度の低下につながったと考えられる．しかしながら，3.4.2 項での，再生細骨材
L を使用した場合の結果と比較すると，再生細骨材 M を使用したことで，静弾
性係数も改善されているとわかる（図 4－6）．  
図 4－5 圧縮強度と静弾性係数の関係
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 図 4－7 に，圧縮強度と曲げ強度の関係を示す．エコセメント超硬練りコンク
リート（ENN）および再生粗骨材超硬練りコンクリート（ENR）の曲げ強度は，
静弾性係数での結果と同様に，普通超硬練りコンクリート（NNN）より大きくな
っている．一方，再生細骨材を使用した場合（ERR，EBRR）の曲げ強度につい
ては，低下したが，示方書での両者の関係と同様の傾向を示した．また，EBRR
の曲げ強度が ERR よりも大きい結果となったが，これは，圧縮強度の結果と同
様に，BFS の潜在水硬性によるものと考えられる．ここで，3.4.2 項での，再生
細骨材 L を用いた場合の曲げ強度の結果と比較すると，再生細骨材 M を使用し
たことで，曲げ強度も改善されているとわかる（図 4－8）． 
 以上をまとめると，再生骨材の品質を向上させることで，各種強度は改善され
るだけでなく，示方書等の設計図書に示されるような既存の関係に則って，圧縮
強度を基準とした力学的特性の導出が行いやすくなると考えられる． 
図 4－7 圧縮強度と曲げ強度の関係 
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4.4.3 凍結融解抵抗性 
 1991 年のスパイクタイヤ製造販売の禁止を受け，スタッドレスタイヤの使用
が拡大した．しかし，スタッドレスタイヤに磨かれた路面は，滑りやすい鏡面状
の氷雪路面となり，スリップ事故の発生に繋がる危険性が高まった．この対策と
して，主に塩化物系の凍結防止剤を散布するという対策がとられてきた．日本国
内で使用されている凍結防止剤の種類としては塩化物系と酢酸系の 2 種に大別
され，主に塩基物系の使用が多い．中でも塩化ナトリウムの使用が最も多く，平
成 15 年度には使用量全体の 7 割に達している（図 4－9）4-5)． 
 本格的に凍結防止剤の散布が行われ始めてから 20 年が経過した現在，散布地
域の道路橋においてコンクリートの表面が剥げ落ちるスケーリングの被害が顕
在化している 4-6)．スケーリングは凍害の代表的劣化症状であり，すなわち，氷
雪地帯や寒冷地では同期に凍結融解と塩化物の複合作用を受け，劣化が進行し
ているといえる． 
 塩化物による凍結融解作用の促進メカニズムに関しては，浸透圧説，塩化物イ
オンの濃度勾配に起因する凍結挙動の変化，層間凍結，希釈による飽水度の上昇，
科学的浸食による組織の多孔化など，多くの理論が提唱されており，塩化物に起
因する凍結融解作用のメカニズムは極めて複雑だといえる 4-7)． 
 また，塩化物水溶液の濃度が 3%の場合にコンクリートの凍結融解による劣化
が最も顕著に発生することが Verbeck ら 4-8)，4-9)の研究などで明らかになってい
る．日本国内でもこの試験結果を受け，塩化物イオン作用下の凍結融解作用試験
は NaCl3%溶液を用いて行うことが一般的である．  
図 4－9 近年の凍結防止剤散布量の経年変化 
114 
 
 図 4－10 に，NaCl3%溶液中での凍結融解試験における 300 サイクルまでの相
対動弾性係数の経時変化を示す．エコセメント超硬練りコンクリート（ENN）と
普通超硬練りコンクリート（NNN）の 300 サイクル時点での相対動弾性係数を
は，同等であり，90%を超える高い値を示した．このことから，エコセメントは，
凍結防止剤が散布された環境においても，超硬練りコンクリートに適用するこ
とで，コンクリート内部の性状は NC を使用した場合と同等となると考えられ
る．次に，再生粗骨材を使用した場合（ENR）の相対動弾性係数に着目すると，
280 サイクル近傍までは，普通粗骨材を使用した場合と同等であり，300 サイク
ル近傍で急激な低下がみられた．本検討に使用した再生粗骨材は，前述のとおり
F.M.凍害指数 0.08 以下を満足する M 品再生粗骨材であるため，NaCl3%溶液中
においても，高い水準で相対動弾性係数を維持できたものと考えられる．しかし，
再生粗骨材の吸水率（2.75%）は，普通粗骨材の吸水率（0.65%）よりも高いため，
再生粗骨材自体が保有する自由水が多くなり，凍結と融解の繰り返しによる水
の体積膨張や，その水に含まれる塩化物イオンの影響を受けやすくなったと考
えられる．そのため，普通粗骨材を使用した場合よりも早い段階で，コンクリー
ト内部の劣化が始まったと考えられる．3.4.4 項における，再生粗骨材 L を使用
した場合の相対動弾性係数の経時変化と比較すると，耐凍害相当品の再生粗骨
材Mの使用により，相対動弾性係数は顕著に改善しているとわかる（図4－11）． 
 再生細骨材を使用した場合（ERR，EBRR）の相対動弾性係数に着目すると，
普通細骨材を使用した場合と異なる挙動を示した．ERR および EBRR ともに，
150 サイクル近傍で，相対動弾性係数が低下する傾向がみられ，280 サイクル近
傍でさらにもう一段階低下した．細骨材はコンクリート中に均等分散に近い状
態で存在していると考えられるため，再生細骨材と普通細骨材との吸水率の違
いによる影響が顕著に現れたものと考えられる．また，急激に相対動弾性係数が
低下する箇所については，凍結と融解の繰り返し作用によって，再生細骨材を起
点としてコンクリート内部で生じた複数の微細なひび割れ同士が連続すること
で急速な内部劣化を表していると考えられる．この劣化が，最終的にコンクリー
ト表層部での劣化と繋がると，大きな塊として崩壊し，3.4.4 項で取り上げた，
質量減少率の顕著な増大につながると考えられる．一方，ERR と同様の挙動を
示す EBRR の相対動弾性係数は，凍結融解サイクル数の増加に伴って低下する
が，280 サイクル近傍までは，ENR と同等である．これは，BFS の水和により，
塩化物イオンの浸透が抑制されたためと考えられる．また，BFS を混合したこと
で粉体量が増加し，相対的に再生細骨材の単位量が減少し，コンクリート内部が
ERR よりも緻密な構造となったことで，凍結と融解の繰り返しによる自由水の
移動を抑制できたと考えられる．このことから，ソルトスケーリング抑制を目的
として混合した BFS は，凍結融解作用によるコンクリートの内部劣化の低減に
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も効果的であると考えられる． 
 本試験の凍結融解試験においては，再生骨材を使用した場合でも，300 サイク
ル終了時点で，60%以上の相対動弾性係数を確保できている．このことから，使
用する再生骨材の品質を向上させる（本検討では L から M へ）ことで，コンク
リート内部の耐久性は高まることが確認された．しかし，300 サイクル近傍にお
ける，再生細骨材を使用した場合（ERR，EBRR）の相対動弾性係数の傾きは，
NNN や ENN と比較して顕著に下がっていることから，塩化物イオン下で凍結
融解作用を受ける再生細骨材を使用したコンクリート構造物は，一般的な材料
で構成されるコンクリート構造物より早い段階で寿命を迎えるであろうこと，
また，その劣化挙動が急激となるタイミングが存在しうることを考慮する必要
がある．  
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 図 4－12 に，NaCl3%溶液中での凍結融解試験における 300 サイクルまでの質
量減少率の経時変化を示す．質量減少率の増大は，スケーリング量の増大を意味
している．本試験においては，NaCl3%溶液中での質量減少率であるため，ソル
トスケーリング量の指標となる．普通超硬練りコンクリート（NNN）がおよそ
5%程度の質量減少率で，ソルトスケーリング量が一番小さかった．相対動弾性
係数の経時変化では NNN と同等であったエコセメント超硬練りコンクリート
（ENN）の質量減少率は，300 サイクル終了時点において 7%程度で，NNN より
増大がみられた．これは，既往の報告 4-4)および 3.4.4 項での質量減少率の経時
変化と同様の結果となった．次に，再生粗骨材を使用した場合（ENR）の質量減
少率の経時変化に着目すると，300 サイクル終了時点で約 9%と，ENN よりさら
に増大している．50 サイクル近傍時点では両者に大きな違いがないことから，
エコセメントの存在が起因となるスケーリングが始まり，徐々に骨材露出して
いくことで，再生粗骨材の影響によるスケーリングが付加され，ENN との質量
減少率の差が生じたと考えられる．一方，再生細骨材を使用した場合（ERR）の
質量減少率は，300 サイクル終了時点で約 10%と，ENR よりさらに増大したが，
200 サイクル近傍までは ENR と同等である．このことから，NaCl3%溶液中での
質量減少率は，再生細骨材と比較して，再生粗骨材の影響の方が顕著となる可能
性が示唆された．この原因については，今後詳細に検討する必要がある．また，
BFS を混合した EBRR の質量減少率の経時変化に着目すると，280 サイクル近
傍までは ENN より質量減少率が小さく，300 サイクル終了時点においても，約
8%と ENR および ERR よりスケーリングを抑制できている．これは，相対動弾
性係数の経時変化と同様に，BFS の水和による塩化物イオン浸透の抑制効果に
よるものと考えられる．また，ソルトスケーリングについては，コンクリート表
層部の性状に影響を受けやすいと考えられるため，使用骨材によらず，ペースト
層の性状によって，ある程度の抑制が可能であると考えられる．なお，再生骨材
L を使用した場合（3.4.4 項）との比較を図 4－13 に示す． 
 以上をまとめると，超硬練りコンクリートの凍結融解抵抗性は，再生骨材の品
質による影響を受け，特に相対動弾性係数に対しては，再生骨材の品質の向上が
効果的であると考えられる．一方で，ソルトスケーリングに対しては，相対動弾
性係数の低下が顕著とならない程度の再生骨材であれば，BFSを混合する等の，
コンクリート表層部におけるペースト層の性状を向上させることで，低減が可
能であると考えられる．  
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4.4.4 気泡構造と凍結融解抵抗性 
表 4－9 に，リニアトラバース法により測定した，各配合の気泡構造に関する
結果を示す．全配合で，硬化後空気量がフレッシュ時の空気量を上回った．特に，
再生細骨材を使用した配合（ERR，EBRR）で，+0.8%と顕著な空気量の増加がみ
られた．また，再生骨材を用いた配合を対象とした，骨材修正係数による補正前
の空気量と硬化後空気量が概ね一致している．このことから，再生粗骨材および
再生細骨材自体が持つ気泡，すなわち，これら再生骨材に付着したモルタル中の
気泡（フレッシュ時の空気量測定時には差し引かれていた分の空気量）が，硬化
後空気量の測定時に含まれたと考えられる．本検討に使用した再生粗骨材 M は，
耐凍害品用であることから，原コンクリートは AE コンクリートであったと考え
られる．したがって，再生粗骨材が保持していた気泡は，原コンクリートの連行
空気による気泡と，付着したモルタルと骨材の境界面等に生じる空隙による気
泡の 2 種類が混在すると考えられる．一方，使用した再生細骨材は，再生細骨材
M に区分されるものではあるが，この区分は，骨材そのものの耐久性を示すも
のではなく，また，原コンクリートが AE コンクリートであったかを区別する指
標ではない．また，再生細骨材粒子は小さく，原コンクリートのモルタル小塊を
纏った砂とモルタル塊を混合したようなものとなっている．したがって，このモ
ルタル粉やモルタル塊に含まれる気泡が，再生細骨材が保持していた気泡の要
因と考えられるが，この気泡が一般的に凍結融解抵抗性に寄与する径 4-10)の気泡
であるかは断定できない．  
表 4－9 リニアトラバース法による気泡構造の測定結果 
NNN 171 645 3.6 3.2 - 94
ENN 283 365 3.1 3.0 - 93
ENR 215 478 3.0 2.7 3.1 84
ERR 200 548 3.4 2.6 3.3 71
EBRR 287 351 2.9 2.1 2.8 82
耐久性指数
D Fat 300配合名
気泡間隔係数
(×10-6m) 気泡個数(個)
空気量
(%)
フレッシュコンク
リートの空気量(%)
骨材修正係
数補正前
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 図 4－14 に，各配合の気泡間隔係数と耐久性指数の関係を示す．超硬練りコ
ンクリートは，気泡間隔係数 300µm 以下とすることで耐久性指数 60%以上を確
保しやすくなるという知見 4-2)があり，本試験の範囲においては，概ね同様の傾
向を示しており，高い水準同士の比較となっている．しかし，再生骨材を使用し
た配合（ENR，ERR，EBRR）に着目すると，気泡間隔係数が同等，もしくは小
さい場合においても，耐久性指数は大きくならない．このことから，硬化後空気
量を増加させた付着モルタル中の気泡は，凍結融解抵抗性に寄与する径の気泡
を含んではいるものの，その気泡を作り出す付着モルタル中の空洞自体が脆弱
であったことが推察される．それにより，本来凍結融解作用による圧力の逃げ道
となる気泡を起点として，劣化が進行していったと考えられる．また，ENR と
ERR とを比較すると，気泡間隔係数に顕著な差がみられないにも関わらず，耐
久性指数は ERR の方が低い．これを考慮すると，再生細骨材の付着モルタル（原
コンクリートのモルタル塊）自体が脆弱であることに加え，細骨材であるために，
これらモルタル塊がコンクリート中に均等に近い形で分散していることから，
ERR では，コンクリート内部全体にわたり微細で脆弱な小さな空隙が存在して
いたことで，気泡間距離が近い場合でも内部劣化が起こりやすくなったと考え
られる．これは，ERR の静弾性係数が低下する傾向（図 4－5）にも同じことが
言える．  
図 4－14 各配合の気泡間隔係数と耐久性指数の関係 
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
150 200 250 300
耐
久
性
指
数
気泡間隔係数(×10-6m)
ENN
ENR
ERR
EBRR
NNNNaCl3% 
120 
 
 表 4－10 に，再生骨材 L を用いた場合（3.4.4 項）の，リニアトラバース法に
より測定した気泡構造に関する結果を示す．測定に使用した供試体は，第 3 章
で作製した乾燥収縮特性検討用の角柱供試体（100×100×400）を，乾燥期間 1 年
で長さ変化等の測定を終了した後に，気泡構造の検討用に転用した．使用骨材は
再生粗骨材および再生細骨材ともに再生骨材Lに区分されるものである．なお，
再生骨材 L の物性については，3.2.1 項を参照されたい．再生骨材 L を用いた場
合の気泡間隔係数は，再生骨材 M を使用した本検討の気泡間隔係数と比較する
と，ほぼ同等である．しかし，硬化後空気量が，フレッシュ時の空気量よりも小
さい値となり，本検討とは異なる結果となった． 
 図 4－15 に，再生骨材 L を用いた場合における各配合の気泡間隔係数と耐久
性指数の関係を示す．再生骨材 L を用いた場合（ENR-L，ERR-L）の気泡間隔係
数が，再生骨材 M を用いた場合と同等であるにもかかわらず，耐久性指数は 50
を下回った．このことから，気泡間隔係数 300µm 以下 4-2)であっても，再生骨材
L を起点とした破壊が卓越すると，凍結融解抵抗性が顕著に低下したと考えられ
る．すなわち，再生骨材 L を用いる場合には，気泡間隔係数で凍結融解抵抗性
を把握および制御することは困難であると考えられる．  
配合名
気泡間隔係数
(×10-6m) 気泡個数(個)
空気量
(%)
フレッシュコンク
リートの空気量(%)
骨材修正係
数補正前
耐久性指数
DFat300
EnN 255 360 2.4 2.5 - 49
EnR 212 408 2.2 2.9 3.3 39
ErR 277 312 2.2 2.4 3.2 39
表 4－10 再生骨材 L を用いた場合の気泡構造の測定結果 
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図 4－15 気泡間隔係数と耐久性指数の関係（再生骨材 L） 
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4.5 まとめ 
 第 4 章では，エコセメントおよび再生骨材 M を用いた超硬練りコンクリート
を対象として，基礎物性に加え，凍結融解抵抗性および気泡構造について検討を
行った．その結果，本検討の範囲内において，以下のことが明らかとなった． 
 
(1) 再生粗骨材 M を用いた場合に，超硬練りコンクリートの締固め性は，普通
骨材を用いた場合と同等となる． 
(2) 再生細骨材Mを用いた場合に，超硬練りコンクリートの達成可能充填率 98%
以上を安定的に確保するためには，ペースト細骨材体積比 Kp も考慮する必
要がある． 
(3) 再生骨材 M を用いた超硬練りコンクリートの各種強度は，再生骨材 L を用
いた場合と比較して大きくなる． 
(4) 凍結防止剤散布下における超硬練りコンクリートの相対動弾性係数は，耐凍
害品用の再生粗骨材 M を使用することで，再生骨材 L を用いた場合と比較
して顕著に改善し，再生細骨材 M と併用した場合においても，300 サイクル
終了時点で 60%以上の相対動弾性係数を確保できる． 
(5) 超硬練りコンクリートの NaCl3%溶液中でのスケーリング抵抗性は，300 サ
イクル時の相対動弾性係数 60%以上を満足できる再生骨材を使用していれ
ば，高炉スラグ微粉末を使用することで向上させることができる． 
(6) 再生細骨材を用いた場合，気泡間隔係数が同等もしくは小さい場合でも，耐
久性指数が低くなる場合がある．これは，再生細骨材の品質（M，L）によら
ず，再生細骨材の付着モルタルが脆弱かつ微細であり，細骨材であるために
コンクリート中に均等に近い形で分散していることが要因と考えられる． 
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第 5 章 エコセメントおよび再生骨材 M を用いた舗装用超硬練りコ
ンクリートのすべり抵抗性 
 
 第 5 章では，第 3 章および第 4 章で検討した，エコセメントおよび再生骨材
を用いた超硬練りコンクリートを，主要な適用先となる転圧コンクリート舗装
（以下，RCCP）とした場合について検討を行った．本検討では，RCCP の耐久
性や機能性維持の観点から，すべり抵抗性とこれに影響を及ぼす表面粗さにつ
いて検討を行った．  
 
5.1 はじめに 
 第 3 章および第 4 章では，エコセメント（以下，EC）および再生骨材を用い
る場合に，超硬練りコンクリートに使用することで，力学的特性を満足すること，
また，使用再生骨材の品質考慮や，EC の一部に高炉スラグ微粉末（以下，BFS）
を混合することで塩化物イオンの存在下での凍結融解抵抗性を改善できること
がわかった．第 5 章では，実際の超硬練りコンクリートの適用先となる構造物
の耐久性や機能性維持について検討を行った．超硬練りコンクリートは，ゼロス
ランプであることから，その適用方法は限定的である．そのため，超硬練りコン
クリートの適用先としては，即時脱型する製品や振動ローラ等による振動締固
めを行って作製されるコンクリート構造物が代表的である．振動ローラを使用
する工法としては，RCD 工法（Roller Compacted Dam）や，RCCP（Roller 
Compacted Concrete Pavement）が挙げられる．本研究では，EC や再生骨材
を用いる超硬練りコンクリートのため，極度のマスコンクリートとなる RCD で
はなく，RCCP に適用する場合に着目した．コンクリート舗装は耐久性に優れ
ているため，LCC（初期コスト＋維持管理コスト）としてはアスファルト舗装と
比較して低くなる．また，コンクリート舗装では，養生を要するために交通開放
に時間を要するという課題が挙げられるが，RCCP であれば，振動ローラによ
る転圧施工となるため，比較的交通開放を早くできる．しかし，単位セメント量
を減らすことができたとしても，アスファルト舗装と比較して表層が密となり
やすいコンクリート舗装は，すべり抵抗性の面で劣る可能性がある．スランプを
有するコンクリートであれば，ほうき目等による粗面仕上げを行うことで，コン
クリート表面の凹凸（以下，テクスチャ）を確保し，すべり抵抗を向上させるこ
とができる．しかし，超硬練りコンクリートは，セメントペースト量が極めて少
なく，ブリーディングも生じないため，粗面仕上げを行うことは困難である．し
たがって，超硬練りコンクリートを RCCP として使用する場合のすべり抵抗性
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を定量的に知る必要がある． 
 
5.2 試験概要 
5.2.1 検討対象および使用材料 
 図 5－1 および表 5－1 に，配合記号の概略および検討水準をそれぞれ示す．
配合記号中における左のアルファベットは使用したセメント（E：Eco（普通エ
コセメント））を示し，中央のアルファベットは使用した細骨材の種類（N：NS
（普通細骨材），R：RS（再生細骨材）），右のアルファベットは使用した粗骨材
の種類（N：NG（普通粗骨材），R：RG（再生粗骨材））をそれぞれ示している． 
 本検討で対象としたコンクリートは 2 種類で，EC と普通骨材を使用した超硬
練りコンクリート（ENN），および EC と再生骨材を使用した超硬練りコンクリ
ート（ERR）である．これは，使用骨材の違いが，コンクリート表面の摩耗の程
度，摩耗後のすべり抵抗性に及ぼす影響を明確にするためである． 
 検討項目は，すべり抵抗性，表面テクスチャおよび表面性状の 3 項目とし，す
べて摩耗促進試験機による摩耗作用を所定回数与えた後に検討した． 
 表 5－2 および表 5－3 に，EC および使用骨材の性質を示す．普通骨材につい
ては，山砂（NS）および砕石（NG）を使用した．なお，砕石 2005 は，砕石 2013
と砕石 1305 を質量比 28：72 で混合することで粗粒率を調整したものである．
再生骨材については，再生細骨材 M（RS）および再生粗骨材 M（RG）を用いた．
再生粗骨材 M は，JIS A 5022 附属書 A，附属書 D「再生粗骨材 M の凍結融解試
験方法」に準拠し，F.M.凍害指数 0.08 以下を満たすものを採用した．なお，再生
骨材の物理的性質に関する品質規定については，3.2.1 項を参照されたい．また，
使用した混和剤の性質を，表 5－4 に示す．なお，使用材料は，第 4 章で作製し
図 5－1 配合記号の概略 
○ ○
○ ○
検討項目
すべり抵
抗性
表面粗さ
N
種類
配合
W/B 配合種類 結合材 細骨材 粗骨材
0.35 EERR R R超硬練り
ENN N
表 5－1 検討水準 
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た超硬練りコンクリートで使用したものと同一のものである． 
 
5.2.2 コンクリートの配合 
 表 5－5 に，超硬練りコンクリートの計画配合を示す．なお，配合については，
第 4 章で作製した超硬練りコンクリートの配合と同一である．また，表 5－6 に
実測空気量に基づいて再計算した超硬練りコンクリートの配合を示す． 
  
3d 7d 28d 全アルカリ 塩化物イオン
3.15 4000 27.4 2-46 4-28 良 30.1 44.0 59.0 0.59 0.046
密度
(g/cm3)
比表面積
(cm2/g)
凝結 圧縮強度
(N/mm2)
化学成分
(%)水量
(%)
始発
(h-min)
終結
(h-min)
安定性
(パッド法)
表 5－2 エコセメントの性質
表乾 絶乾
山砂 NS 静岡県掛川市 2.57 2.51 2.21 1.72 68.5 3.05 1.0
再生細骨材 RS 不明 2.43 2.30 5.86 1.40 60.9 2.82 0.9
砕石2013 NG大 ― 2.65 2.64 0.51 ― ― 7.01 0.1
砕石1305 NG小 ― 2.65 2.63 0.70 ― ― 6.47 0.1
砕石2005 NG 茨城県桜川市 2.65 2.63 0.65 1.60 60.4 6.62 ―
再生粗骨材 RG 不明 2.56 2.49 2.75 1.48 59.2 6.73 ―
実積率
(%) F.M.
微粒分量
(%)種類 表記 産地
密度(g/cm3) 吸水率
(%)
単位容積
質量
(kg/L)
表 5－3 骨材の性質 
0.01
AE減水剤 リグニンスルホン酸化合物 淡褐色粉末 1.08~1.12 0.3 0.09
AE助剤 変性ロジン酸化合物系
陰イオン界面活性剤
茶褐色液体 1.02~1.06 1.7
塩化物イオン量
(%)種類 主成分 外観
密度
(g/cm3)
全アルカリ量
(%)
表 5－4 混和剤の性質 
W NC EC BFS nS rS NG RG
NNN 0.35 2.16 2.5 120 343 ― ― 654 ― 1304 ― 0.125 0.015 2.421
ENN 0.35 2.16 2.5 120 ― 343 ― 653 ― 1304 ― 0.125 0.015 2.420
ENR 0.35 2.05 2.5 120 ― 343 ― 690 ― ― 1223 0.125 0.015 2.376
ERR 0.35 1.48 2.5 120 ― 343 ― ― 652 ― 1223 0.125 0.015 2.338
EBRR 0.35 1.52 2.5 120 ― 213 131 ― 644 ― 1223 0.125 0.040 2.330
AE減水剤
(B×%)
AE助剤
(B×%)
単位容積質
量(kg/L)
1.6
配合
記号
W/B Km Kp
目標空気
量
(%)
単位量(kg/m³)
表 5－5 超硬練りコンクリートの計画配合 
W NC EC BFS nS rS NG RG
NNN 0.35 2.22 3.2 119 340 ― ― 650 ― 1294 ― 0.125 0.015 2.404 21.9
ENN 0.35 2.21 3.0 119 ― 341 ― 650 ― 1297 ― 0.125 0.015 2.407 22.2
ENR 0.35 2.07 2.7 120 ― 342 ― 688 ― ― 1220 0.125 0.015 2.370 22.3
ERR 0.35 1.48 2.6 120 ― 343 ― ― 652 ― 1222 0.125 0.015 2.337 21.7
EBRR 0.35 1.49 2.1 121 ― 213 131 ― 646 ― 1228 0.125 0.040 2.340 21.3
配合
記号
W/B Km Kp
実測空気
量
(%)
1.6
単位量(kg/m³) AE減水剤
(B×%)
AE助剤
(B×%)
単位容積質
量(kg/L)
練りあがり
温度(℃)
表 5－6 実測空気量に基づいて再計算した超硬練りコンクリートの配合 
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5.2.3 練混ぜ方法 
 コンクリートの練混ぜは，公称容量 55L の強制練りパン型ミキサを用いて行
った．1 バッチ当たりの練り量は 35L とした．超硬練りコンクリートの練混ぜ方
法は以下のとおりである． 
 セメントおよび細骨材をミキサ内に投入（このときセメントを細骨材で挟む
ように投入する）→空練り 20 秒→練り混ぜ中に混和剤を混ぜた水を 30 秒間注
入→練混ぜ 60 秒→ミキサ電源 OFF→材料かき落とし→粗骨材をミキサ内に投入
→練混ぜ 60 秒→練り板上に排出 
 
5.2.4 コンクリート平板作製 
 図 5－1 に供試体の概要を示す．供試体はコンクリート版とし，試験面は
400×400mm，版厚を 100mm とした．試験面寸法は，後述するすべり抵抗測定器
の走行位置を満足する寸法とし，版厚は，粗骨材の多い配合であることを考慮し，
使用する粗骨材最大寸法（20mm）の 3 倍よりさらに余裕をもつ厚さとした．供
試体は写真 5－1 および写真 5－2 に示すように，プラスチック製の箱型の型枠
に，コンクリートを敷きならし，振動タンパで振動締固めを行いながら作製した．
型枠上面まで，単位容積質量から計算した充填率 100%に相当する質量の試料を
充填し，締固めを行った後，こて仕上げを行い供試体表面の平たん性を確保した．
作製した供試体は，脱型後 28 日間の水中養生を行った後，外気との接触を遮断
し，湿潤状態を保ったまま 1 年間静置した．このように長期間にわたり供試体
を静置したのは，当時摩耗促進試験機が未完成であったためである． 
  
写真 5－1 型枠に敷き詰める様子 写真 5－2 供試体作製完了 
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5.3 試験方法 
5.3.1 すべり抵抗性 
 すべり抵抗性は，舗装調査・試験法便覧の S021-3「回転式すべり抵抗測定器
による動的摩擦係数の測定方法」（以下，DFT）に準拠して行った．写真 5－3 お
よび図5－2に，測定器の回転部分および走行位置を示す．測定器の走行位置は，
の斜線の部分である．DFT は，90km/h まで高速回転させた後，供試体上面に
接地させ，回転が止まるまでの各速度における摩擦係数を測定するものである．
本検討における評価方法は，60km/h 走行時の動的摩擦係数（µ60）で評価した． 
  
写真 5－3 DFT 測定部 
供試体
上面
400mm
40
0m
m
図 5－2 DFT 走行位置 
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5.3.2 表面テクスチャ 
 供試体表面の粗さは，深さ方向の測定分解能 0.2µm のレーザ変位計
（KEYENCE 製）により測定した．写真 5－4 および図 5－3 に，使用した測定
器および測定した供試体上面の位置をそれぞれ示す．使用した測定器は，レーザ
変位計を 2 本のガイドに装着し，左右方法に可動するようにしたものである．
測定位置は，DFT の走行位置に合わせて 4 か所（図の赤矢印）とし，各点とも
100mm の長さだけ変位計をスライドさせ，表面の凹凸を測定した． 
まず，測定した計測断面曲線から，式 5－1 を用いて直接算術平均高さ Sa を
算出した．これは，計測したすべての波長を含んでいることから，比較的大きい
波長の影響を受けていると考え，この Sa をマクロテクスチャ 5-1)の指標とした．
次に，測定した計測断面から，式 5－2 に示すガウシアンフィルタを使用して，
波長 0.5mm を基準としたうねり曲線を算出し，計測断面曲線から差し引くこと
で，路面波長 0.5mm 未満の凹凸による粗さ曲線を求めた．この粗さ曲線に対し，
式 5－1 を用いて算術平均高さ Sa’を算出した．この Sa’は 0.5mm 未満の波長を
反映した算術平均高さであるため，これをマイクロテクスチャ 5-1)の指標とした． 
 
  A dxdyyxZASaSa ,1'または  









2
exp1)(
cc
xxS   
 ただし， 4697.02ln
5.0


  ，波長路面： 5.0c  
写真 5－4 レーザ変位計 
10
0m
m
図 5－3 レーザ変位計の測定位置 
（5－1）
（5－2）
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5.3.3 表面性状 
5.3.4 表面性状は，レーザ変位計（オムロン製）およびスキャナによる表面撮
影により観察した．レーザ変位計（写真 5－5）による観察については，図 5
－4 に示すように，供試体の上下方向および左右方向に各 3 回レーザを走査
させ，コンクリート表面の凹凸を記録した．なお，レーザ変位計による観察
は，摩耗作用前と摩耗 10 万回終了時点との供試体断面の変化を簡易に把握
することを目的としたため，摩耗量や摩耗体積等は算出していない．スキャ
ナ（写真 5－6）による撮影は，図 5－5 に示すように 4 か所で行った．これ
は，供試体表面の性状を目視で捉えることを目的として実施した． 
写真 5－5 表面性状用レーザ変位計 
図 5－4 レーザ変位計走査位置 
写真 5－6 使用したスキャナ 図 5－5 スキャナ撮影箇所 
① ②
③④
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5.3.5 摩耗促進試験 
 本検討は，摩耗促進試験機による繰返し摩耗作用を与えたコンクリート版供
試体の性状を把握するものである．写真 5－7 および写真 5－8 に，使用した摩
耗促進試験機を示す．タイヤの走行位置は，直径約 350mm で，DFT の走行位置
と概ね重なるようになっている．摩耗促進試験の試験手順を図 5－6 に示す．は
じめに摩耗作用前において，DFT による動的摩擦係数，表面テクスチャおよび
摩耗深さの計測を行い，スキャナによる表面撮影を実施した．その後摩耗促進試
験を開始し，所定の回転数（500，1500，3000，5000，10000，20000，50000，100000）
に到達するごとに回転を止め，上記 4 項目の測定を行い，摩耗促進試験を再開
した．このサイクルを 10 万回転まで実施し，10 万回終了時点で，供試体表面の
摩耗が著しい場合や，2 水準間で顕著な差異が表れた場合には，計測を終了し，
2 本目の供試体計測をはじめることとした．両供試体に差異がみられない場合や，
供試体表面が摩耗されない場合には，表面に骨材が露出する程度まで強制的に
摩耗させた状態にして再度摩耗促進試験を実施することとした． 
 タイヤの接地圧は，摩耗促進を目的としていることから，舗装調査・試験法便
覧に記載の 0.6MPa より大きい 1.2MPa とした．また，試験機の回転速度は 60
（r.p.m）とした． 
写真 5－7 摩耗促進試験機 
写真 5－8 試験機回転部 
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初期値計測
摩耗促進試験開始
計測
・すべり抵抗性
・表面粗さ
表面粗し
図 5－6 試験手順 
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5.4 試験結果 
5.4.1 すべり抵抗性 
 図 5－7 に摩耗促進試験機の回転数に伴う 60km/h 走行時の動的摩擦係数 µ60
の変化を示す．両配合とも，初期値が 0.25 を下回り，道路維持修繕要綱の維持
修繕要否判断の目標値より低くなった．この原因として，供試体作製時に表面を
こて仕上げしたことで，振動締固め後にみられるごつごつとした粗い表面の上
をペーストの膜が覆ったためと考えられる． 
 両配合とも，摩耗回数の増加に伴ってすべり抵抗性が低下している．ここで，
回転数 1500 および 3000 回時点における，ENN の µ60 が増大しているが，これ
は，DFT のラバー交換直後に測定したことが原因と考えられる．回転数 10 万回
終了時点では，両配合とも同等の µ60 であることから，両配合で顕著な違いは
みられないとわかる． 
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0.3
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DF
Tµ
60
摩耗回数
ENN ERR
図 5－7 摩耗作用に伴うすべり抵抗性 
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5.4.2 表面テクスチャ 
 図 5－8 および図 5－9 に，摩耗促進試験機の回転数に伴う算術平均高さ Sa
（マクロテクスチャの指標）および算術平均高さ Sa’（マイクロテクスチャの指
標）の関係をそれぞれ示す． 
 図 5－8 から，算術平均高さ Sa は，回転数の増加に伴って多少の減少増大を
繰り返してはいるものの，ほぼ一定となっている．マクロテクスチャは 0.5～
50mm 程度の波長の凹凸であることから，接地圧 1.2MPa かつ回転数 10 万回で
は，骨材露出といった目視で確認できるような表面の摩耗は生じなかったとわ
かる． 
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図 5－8 摩耗作用に伴うマクロテクスチャの変化 
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図 5－9 摩耗作用に伴うマイクロテクスチャの変化 
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 図 5－9 から，算術平均高さ Sa’は，両配合とも回転数の増加に伴って単調に
減少している．また，ENN と ERR の Sa’を比較すると，ENN のほうが大きかっ
た．すなわち，マイクロテクスチャ量は ENN のほうが ERR より多かったとい
える．使用したセメント種類が同一であることや，表面の摩耗がほぼなかったこ
とを考慮すると，使用骨材がマイクロテクスチャ量に影響を及ぼしたとは考え
にくい．ERR で使用した再生細骨材の微粒分が，供試体表面を密にした可能性
もあるが，現段階では不明である． 
 図 5－10 および図 5－11 に，算術平均高さ Sa（マクロテクスチャの指標）と
60km/h 走行時の動的摩擦係数 µ60 の関係，および算術平均高さ Sa’と 60km/h 走
行時の動的摩擦係数 µ60 の関係をそれぞれ示す． 
 図 5－10 から，両配合とも，算術平均高さ Sa と µ60 との間には明確な相関は
なく，マクロテクスチャ量とすべり抵抗性との相関は確認できない． 
 図 5－11 から，両配合とも，算術平均高さ Sa’の増大に伴って µ60 が増大して
いる．すなわち，マイクロテクスチャ量とすべり抵抗性には相関があると考えら
れる．これは既報の結果 5-2)と同様である．一方，ENN と ERR におけるマイク
ロテクスチャ量の経過を比較すると，摩耗作用に伴うマイクロテクスチャ量の
減少傾向が異なっており，その減少量は ENN のほうが大きい．また，ERR は，
図 5－9 に示した通り，マイクロテクスチャ量が ENN より少なく，その減少量
も小さいとわかる．この要因についても，使用骨材の違いによる影響とは考えに
くいが，ERR における再生細骨材の微粒分等の性状がコンクリート表面に寄与
している可能性がある．しかしながら，現段階では両者の違いの明確な要因は不
明である．  
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図 5－10 マクロテクスチャと 
すべり抵抗性の関係 
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図 5－11 マイクロテクスチャと 
すべり抵抗性の関係 
136 
 
5.4.3 表面性状 
図 5－12 および図 5－13 に，版供試体の左から右に向かってレーザ変位計を
走査させたときの ENN および ERR の表面凹凸を示す．このグラフの形状が，
版供試体の断面形状ととらえることができる．赤丸で囲んである部分がおおよ
その摩耗促進試験機のタイヤ走行位置である．青色で示している線が摩耗 0 回
時点，オレンジ色で示している線が摩耗 10 万回時点のそれぞれ表面凹凸である．
波形に多少の差異はみられるものの，断面形状が変わるほどの摩耗はされてい
ないとわかる． 
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図 5－12 摩耗作用前後の供試体断面形状（ENN） 
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図 5－13 摩耗作用前後の供試体断面形状（ERR） 
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 写真 5－9 および写真 5－10 に，ENN および ERR の摩耗回数 0 回および摩耗
回数 10 万回時の版供試体表面のスキャナ画像を示す．両配合とも，タイヤのゴ
ム跡が付着しているものの，目視で確認できるほどの摩耗はされていないこと
がわかる．一方で，版供試体表面の手触りとしては，摩耗 10 万回時の方が明ら
につるつるとした手触りであったことから，表面の微細な凹凸がタイヤによっ
て擦り磨かれ，また，タイヤのゴムが膜のように版供試体表面に付着したことが
示唆される． 
  
写真 5－9 ENN の表面写真（左：0 回 右：10 万回） 
写真 5－10 ERR の表面写真（左：0 回 右：10 万回） 
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5.4.4 表面粗し後 
5.4.3 項までの検討では，摩耗促進試験により表面のテクスチャ量が減り，す
べり抵抗性が低下することが確認された．しかし，版供試体表面はほぼ摩耗され
ておらず，ペースト相での比較になっていることから，骨材の違いがすべり抵抗
性に及ぼす影響については確認できなかった．そこで，摩耗回数 10 万回を終え
た両供試体の表面を，骨材が露出する程度に摩耗させ，これまでと同様の摩耗試
験および各種測定を行うこととした．これにより，使用骨材の違いが摩耗に伴う
すべり抵抗性および表面テクスチャ量の変化に及ぼす影響を確認できると考え
た． 
 版供試体の表面粗しは，写真 5－11 に示すように，高圧洗浄機を用いて摩耗
促進試験機のタイヤ走行位置に沿って洗い出しを行った．洗い出しは，写真 5－
12 に示すように，同程度の手触りになるように表面に骨材が露出するまで行っ
た．また，摩耗促進試験機の接地圧を 1.2MPa から 1.8MPa（舗装調査・試験法便
覧では 0.6MPa）に変えることで，更なる摩耗促進効果を図った．この両供試体
に対して，5.4.3 項までと同様の検討を再度実施した．  
写真 5－11 高圧洗浄機による洗い出し 
写真 5－12 洗い出し後の表面の様子（左：ENN 右：ERR） 
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 図 5－14 に摩耗回数に伴う 60km/h 走行時の動的摩擦係数の経時変化を示す．
表面粗し前のすべり抵抗性の変化を破線で，表面粗し後のすべり抵抗性の変化
を実線でそれぞれ表している．ERR の摩耗前における µ60 が比較的高い値を示
しているが，これは DFT のラバー交換直後に測定したためと考えられる．両配
合とも，µ60 の値が表面粗し前と比較して顕著に増大しており，摩耗回数に伴っ
て低下している． 両配合の µ60 が，ラバー交換直後の測定を含んでいることを
考慮すると，ENN および ERR ともに表面粗し前と表面粗し後でほぼ同様の低下
傾向を示している．また，表面粗し後において，両配合の低下傾向が概ね同様の
傾向を示しており，すべり抵抗性の経時変化に大きな差がなかった．このことか
ら，再生骨材を用いた RCCP のすべり抵抗性は，普通骨材を用いた一般的な
RCCP と同様に扱うことができると考えられる．   
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図 5－14 摩耗作用に伴うすべり抵抗性の変化（表面粗し後） 
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 図 5－15 および図 5－16 に，摩耗促進試験機の回転数に伴う算術平均高さ Sa
（マクロテクスチャの指標）および算術平均高さ Sa’（マイクロテクスチャの指
標）の関係をそれぞれ示す．なお，表面粗し前の Sa および Sa’の変化を破線で
示している． 
 図 5－15 から，表面粗し前よりも摩耗回数に伴う算術平均高さ Sa の増減が激
しくなっているとわかる．これは，レーザ変位計の走査する位置が毎回完全に一
致しているわけではないこと，骨材が露出していることを考慮すると，走査線上
の骨材の有無によって Sa の値が大きく変化したと考えられる．また，両配合と
も同様の変化傾向を示した． 
 図 5－16 から，表面粗し前と比較して，算術平均高さ Sa’は両配合とも顕著に
増大している．また，摩耗回数に伴う Sa’の低下傾向は，表面粗し前と表面粗し
後とでほぼ同様の傾向を示した． 
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図 5－15 摩耗作用に伴うマクロテクスチャの変化（表面粗し後） 
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図 5－16 摩耗作用に伴うマイクロテクスチャの変化（表面粗し後） 
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 図 5－17 および図 5－18 に，算術平均高さ Sa と 60km 走行時の動的摩擦係数
の関係および算術平均高さ Sa’と 60km/h 走行時の動的摩擦係数の関係をそれぞ
れ示す．両図とも，表面粗し前のデータも併せて載せている．また，図 5－18 に
ついては，土木研究所との共同研究において実施された，早期交通開放型コンク
リート舗装（1DAY PAVE）の算術平均高さ Sa’と動的摩擦係数の関係も併せて載
せている． 
 図 5－17 から，Sa の増加に対して，µ60 は横ばいであり，マクロテクスチャ
とすべり抵抗性の間には明確な相関は確認できなかった．  
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図 5－17 マクロテクスチャとすべり抵抗性の関係 
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 図 5－18 から，Sa’の増加に伴って µ60 は増加したが，その増加量は表面粗し
前と比較して小さい．土木研究研との共同研究データの，Sa’に伴う µ60 の増加
量は，表面粗し前と表面粗し後の中間に位置する程度である．土木研究所との共
同研究データが，RCCP ではなく 1DAY PAVE を対象とした検討であることを考
慮すると，材料や配合，時期や場所等に関わらず，マイクロテクスチャの指標と
なる算術平均高さ Sa’とすべり抵抗性の指標となる µ60 には相関があり，Sa’の
値が増加していくと，µ60 の増加量が徐々に鈍化していくとわかる．このことか
ら，すべり抵抗性に寄与するマイクロテクスチャ量の限界があると考えられる． 
 表面粗し前については，供試体作製時のこて仕上げ性状に，表面粗し後につい
ては，高圧洗浄機による洗い出しの度合いにより，ENN および ERR の算術平均
高さ Sa’にそれぞれ違いがみられるが，両配合とも同様の傾きで動的摩擦係数
µ60 が増大しているとわかる．  
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図 5－18 マイクロテクスチャとすべり抵抗性の関係 
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 写真 5－13 および写真 5－14 に，表面粗し後の供試体における摩耗促進試験
前後の表面スキャナ画像を示す．すべり抵抗性の低下が顕著とならなかったこ
とからもわかるとおり，洗い出しを行い，骨材を露出させた後においても，摩耗
促進試験前後で表面の性状に顕著な差はなかった． 
 本検討で使用した摩耗促進試験機では，顕著な摩耗効果が得られなかったた
め，回転ラベリング試験による摩耗試験を検討予定である．  
写真 5－13 摩耗促進試験前後の供試体表面画像 ENN（左：0 回 右：10 万回）
写真 5－14 摩耗促進試験前後の供試体表面画像 ERR（左：0 回 右：10 万回）
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5.5 まとめ 
 第 5 章では，エコセメントおよび再生骨材 M を用いた舗装用超硬練りコンク
リートのすべり抵抗性について検討を行った．その結果，本検討の範囲内におい
て，以下のことが明らかとなった． 
 
(1) ほうき目等の粗面仕上げを施さない RCCP であっても，マイクロテクスチャ
（波長 0.5mm 未満）とすべり抵抗性には相関がある． 
(2) ゴム製タイヤ走行による簡易的な摩耗促進試験機（接地圧 1.2MPa～1.8MPa）
では，所定の養生を行った超硬練りコンクリートの表面はほぼ摩耗されない． 
(3) 骨材露出後において，再生骨材を用いた RCCP のすべり抵抗性は，普通骨材
を用いた場合とほぼ同等となる． 
(4) 表面粗し前および後ともに，マクロテクスチャ（波長 0.5～50mm）とすべり
抵抗性の関係には，明確な相関はない． 
(5) マイクロテクスチャが比較的少ない範囲（表面粗し前）においては，マイク
ロテクスチャの増加に伴うすべり抵抗性の増加が顕著であり，マイクロテク
スチャが比較的多い範囲（表面粗し後）においては，マイクロテクスチャの
増加に伴うすべり抵抗性の増加が鈍化する． 
(6) 骨材露出後において，摩耗に伴う再生骨材を用いた RCCP のマイクロテクス
チャ量および減少傾向は，普通骨材を用いた場合とほぼ同様となる． 
(7) 骨材露出後において，再生骨材を用いた RCCP のマイクロテクスチャとすべ
り抵抗性の関係は，普通骨材を用いた場合とほぼ同等となる． 
 
参考文献 
5-1) 土木学会 舗装工学委員会：舗装工学ライブラリー10 路面テクスチャとす
べり，土木学会，p.2，2013 
5-2) 泉尾英文，瀧波勇人，佐藤智泰，上野敦：舗装路面のテクスチャとすべり抵
抗性に関する一検討，第 71 回セメント技術大会講演要旨，pp.186-187，2017 
 
 本検討は室内試験であるため，実際の舗装版におけるすべり抵抗性や表面粗
さの性状に適用することは困難である．したがって，屋外において，実際の幅員
や版厚を模擬した条件下での，エコセメントおよび再生骨材を用いた RCCP の
作製，各種試験の実施を行う必要がある． 
 5.6 節では，2018 年 11 月～12 月にかけて実施した，土木研究所走行試験場に
おける RCCP 試験施工の予備試験の様子を掲載する．当試験は，土木研究所走
行試験場で，実際にエコセメントおよび再生骨材を用いた RCCP を打設するに
あたり，舗装構成や配合の詳細，施工性等を確認するために行ったものである．
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5.6 エコセメントおよび再生骨材を用いた RCCP の舗装性能評価（事前検討）：
基層と基層の一体性および施工性の確認 
 
1. はじめに 
 エコセメントおよび再生骨材を用いた RCCP の舗装性能の評価試験を土木研
究所走行試験場で実施するに伴い，供給および施工の制約から，舗装構成を基
層：普通コンクリート舗装（20cm 厚）＋基層：RCCP（5cm）の 2 層構造とする
こととした．基層と基層の一体性を図るため，付着材に「ユーロックス FS」を
使用し，模擬供試体による付着強度試験を実施した． 
 STEP1（下記の検討フロー参照）では，材料特性の把握を主な目的とした「小
型供試体を用いた試験練り」と，施工性の検討を目的とした「大型供試体を用い
た試験練り・施工」を実施した．検討方法は，事前に基盤コンクリート（洗い出
し処理）を作製し，その上層に配合の異なる数種の RCCP を薄層でオーバーレ
イすることとした． 
 
2. 検討フロー 
 本検討は，大きく分けて下記の 3STEP によって構成される．本節では，STEP1
の実施報告を掲載している． 
 ・STEP1：模擬既設コンクリート版供試体を用いた実験室規模の検討（材料特
性の把握） 
 ・STEP2：実機を用いた試験施工（施工方法・機械編成の確認） 
 ・STEP3：土木研究所構内での試験施工，輪荷重促進載荷試験（施工性や耐久
性の確認） 
 
 STEP2 および STEP3 の概要については下記に示す．  
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【STEP2】試験施工 2019 年 3 月中 
 室内試験結果を踏まえて，太平洋セメント構内で実機を用いた試験施工を実
施する．STEP2 に関する諸条件を表－1 に示す． 
 
項目 内容 備考 
配合 
土研試験施工を想定した 2 配合 
施工厚を変化させる 
例）t=50，70mm など 
厚さ 1 水準あたり延長 5m 程
度（図－1 参照） 
確認事項 
基盤コンクリートきめ深さ（TD） サンドパッチング 
フレッシュ性状 空気量，締固めエネルギー等
材料供給 供給能力による 
敷き均し性 アスファルトフィニッシャ 
左官こて 
転圧減 下がり測定による 
締固め性 
転圧プレート・ハンドガイド
ローラ・ゴム巻きローラ 
平面バイブレータなど 
3t コンバインドローラ 
5t 振動ローラ 
10t タイヤローラなど 
締固め度 コア密度測定 
付着性 直接引張試験 
 
 
  
表－1 STEP2 に関する諸条件 
図－1 試験施工イメージ 
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【STEP3】土研試験施工 2019 年 6 月頃 
 STEP2 までを踏まえて，土木研究所構内での試験施工を実施し，施工性・路面
性状・耐久性などの評価を実施する．なお，試験施工に関してセメント協会との
工区分け（案）を図－2 に示す． 
 
  
図－2 走行試験場工区分け 
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3. 使用材料 
 使用材料を表－2 に示す． 
 
材料 種類 記号 密度（g/cm3）
水 上下水道 W 1.00 
セメント 
普通ポルトランドセメント NC 3.16 
普通エコセメント EC 3.15 
早強ポルトランドセメント HC 3.14 
細骨材 山砂 nS 2.57 
再生細骨材 rS 2.37 
粗骨材 砕石 NG 2.65 
再生粗骨材 RG 2.49 
高性能 AE 減水剤 ポリカルボン酸エーテル系化合物 SP 
1.00 AE 減水剤 リグニンスルホン酸化合物 AD 
AE 剤 変性ロジン酸化合物系陰イオン 
界面活性剤 AE 
付着材 プレユーロックス FS PUL ― 
 
4. コンクリートの配合および特性 
 表－3～表－5 に，基盤コンクリート（1DAY PAVE）の配合，強度およびきめ
深さを示す． 
 
表－2 コンクリートの使用材料 
0.6 19 5.2
0.5 10 4.90.7
NG
0.63 0.35 165 471 650 1029
単位量(kg/m3)単位粗骨材
かさ容積
(m3/m3)
SP
(C×%)
AE
(C×%)
スランプ
(cm)
空気量
(%)W/C W HC nS
表－3 基盤コンクリート（1DAY PAVE）の配合・フレッシュ性状 
No.1 No.2 No.3 平均値
1 4.0 4.2 3.9 4.1
7 7.5 8.1 7.7 7.8
28 9.0 8.4 9.4 9.0
材齢(日) 曲げ強度(N/mm
2)
表－4 基盤コンクリート（1DAY PAVE）の強度試験結果 
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5. 小型供試体を用いた試験練り（付着材の検討） 
 本検討における RCCP は，薄層オーバーレイを想定しており，基盤コンクリ
ートとの完全付着による耐久性の確保が必要となる．そこで，使用材料を決定し
て（プレユーロックス一般汎用型）適切な塗布量の検討を実施した． 
 付着材の材齢 7 日における圧縮強度および表層と基盤の付着強度試験結果を
表－6，表－7 および図－3 に示す． 
供試体 No. TD(mm) 備考
1 1.62
2 2.12
3 1.33
4 1.57
1 1.27
2 1.14
3 1.17
小型
(400×400×100)
大型
(1800×900×50)
供試体中央部分で測定
供試体中央2か所で測定
表－5 基盤コンクリート（1DAY PAVE）のきめ深さ 
1 56.6
2 55.9
3 56.7
目標値 28
No. 材齢(日) 圧縮強度(N/mm2)
平均値
(N/mm2)
7
50以上
56.4
表－5 基盤コンクリート（1DAY PAVE）のきめ深さ 
表－6 基盤コンクリート（1DAY PAVE）と RCCP の付着強度 
0.75 2.81 RCCPで破壊
2.5 冶具付近で破壊（表層側）
1.75 冶具付近で破壊（表層側）
1.5 2.62 RCCPで破壊
3.19 RCCPで破壊
2.81 RCCPで破壊
3 2.75 RCCPで破壊
3.06 1DAY PAVEで破壊
3.14 表層・基盤界面で破壊
目標値 8±2 — ―
1
2
3
7.5
1.0以上
2.4
2.9
3.0
No. コンシステンシーJ14:(秒)
塗布量
(ℓ/m2)
付着強度
(N/mm2)
平均値
(N/mm2) 破断位置
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 材齢 7 日における付着材の圧縮強度は，50N/mm2 であり，製品規格値を満足
する結果であった．表層と基盤の付着強度は，付着材塗布量に関わらず目標値
（1N/mm2）を満足する結果を示し，付着材塗布量の増加に伴って付着強度が増
加する傾向を示した． 
 これらの結果から，付着材の標準塗布量は施工性を考慮して 1.5ℓ/m2 とした． 
  
0
1
2
3
4
0 1 2 3 4
付
着
強
度
(N
/m
m2
)
付着材塗布量(ℓ/m2)
図－3 付着材塗布量と付着強度の関係 
151 
 
6. RCCP 施工性の確認（小型供試体） 
 試験練り RCCP の材料特性および締固め性などの施工性を確認するため，小
型供試体（400×400×100mm）の基盤コンクリート上に打設した．試験練り RCCP
の配合および強度試験結果を表－7 および表－8 に示す． 
 RCCP の曲げ強度は，材齢 3 日で 3.6N/mm2，7 日で 4.6N/mm2，28 日で 5.5N/mm2
であった． 
 締固めには，棒バイブとプレートを組み合わせた機器により実施した．振動を
加えることでモルタル分と水が浮き上がり，転圧減はほとんどなく締め固まり
にくいことが考えられた．また，端部は加振しても十分にモルタルが充填されず，
粗い状態のままであった（敷き均しや転圧機械を複数検討する必要がある）． 
  
W C rS RG
計画 1.6 1.09 2.5 90 257 740 1223
実施 1.6 1.06 2.0 90 258 744 1229
AE減水剤
(C×%)
AE助剤
(C×%)
ERR 0.35 0.125 0.03
単位量(kg/m3)
項目 記号 W/C Km Kp 空気量(%)
表－7 RCCP の配合 
No.1 No.2 No.3 平均値
3 3.58 3.04 4.17 3.6
7 4.62 4.36 4.78 4.6
28 5.42 5.42 5.23 5.5 31.9
材齢(日) 曲げ強度(N/mm
2) 圧縮強度
(N/mm2)
―
表－8 RCCP の強度試験結果 
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7. 大型供試体を用いた試験練り・施工 
 前節の結果をもとに大型供試体を用いて RCCP の施工性や施工機械の確認を
実施することとした．検討した RCCP の配合および使用機械を表－9 および表—
10 に，締固め性試験および曲げ強度試験の結果を表－11 および表－12 にそれ
ぞれ示す． 
 
 ※1 表面水率補正なし（実質 W/C は 42%程度） 
  
W C rS RG
ENN 2.14 120 343 637 1323
ERR 1.72 120 343 605 1223
単位量(kg/m3) AE減水剤
(C×%)
AE助剤
(C×%)
超硬練り 0.35 1.6 2.5 0.125 0.03
項目 記号 W/C Km Kp 空気量(%)
表－9 RCCP の計画配合 
用途 使用機械 備考
敷きならし 簡易スクリード —
ゴム巻きローラ 200kg級
プレート 60kg級
平面バイブレータ ―
転圧
表－10 使用機械 
ENN 75.92 97.86 29.149 2.9887
ERR※1 85.25 97.43 ― 3.3247
ERR 78.83 97.55 21.379 2.7978
配合名
初期充填率
Ci(%)
達成可能充填率
Cf(%) E97
締固め効率
Ce(0.50J/L)
表－11 RCCP の締固め性 
No.1 No.2 No.3 平均 No.1 No.2 No.3 平均
3 4.95 4.94 5.04 4.98 1.88 2.31 2.26 2.15
7 6.57 6.68 5.98 6.41 3.03 3.33 3.1 3.15
28 7.41 7.58 7.91 7.63 4.59 4.05 3.74 4.13
曲げ強度(N/mm2)
ENN ERR※1材齢(日)
表－12 RCCP の曲げ強度 
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 表－13，表－14 および表－15 に，付着材の物性値，付着強度試験の結果およ
び密度測定の結果を示す． 
 
 
 ※1 表面水率補正なし（実質 W/C は 42%程度） 
  
測定値 目標値
7.5 8±2
7日 46.4 ―
28日 50以上
測定項目
圧縮強度
(N/mm2)
J14漏斗流下時間(s)
表－13 付着材の物性値 
表－14 付着強度試験の結果（材齢 7 日） 
No. 測定値 平均 目標値
1 1.59 表層部
2 2.15 表層部
3 2.08 表層部
1 1.45 表層部
2 1.45 表層部
3 1.38 表層部
1 1.52 表層部
2 1.32 RCCP
3 1.32 RCCP
破断箇所
付着強度(N/mm2)
1.0以上
配合
ENN
ERR※1（コテ仕上げ）
ERR（転圧）
1.94
1.43
1.38
ENN 2.485 2.445 1.6
ERR 2.349 2.274 3.2
記号
理論密度
(g/cm3)
密度
(g/cm3)
空隙率
(%)
表－15 密度測定結果 
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8. 大型供試体のすべり抵抗性およびきめ深さ 
 表－16 にすべり抵抗性およびきめ深さの測定結果を示す． 
 
 ※1 表面水率補正なし（実質 W/C は 42%程度） 
 
 なお，付録の 3.5 節に写真台帳を載せている． 
  
2019 年 3 月に【STEP2】屋外予備試験，2019 年 6 月に【STEP3】土研試験施
工を実施予定である． 
  
30km/h 60km/h 80km/h
ENN（転圧） 0.4 0.37 0.36 73 0.52
ERR※1（コテ仕上げ） ― ― ― 56 0.27
ERR（転圧） 0.4 0.36 0.34 64 0.79
配合 BPN きめ深さ(mm)
動的摩擦係数(µ )
表－16 すべり抵抗性・きめ深さ 
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第 6 章 結論 
 
 本研究は，環境配慮型材料であるエコセメントおよび再生骨材を使用した超
硬練りコンクリートの，舗装用途としての適用性の観点から，凍結防止剤散布環
境下での凍結融解抵抗性の向上，およびその主な適用先となる転圧コンクリー
ト舗装（以下，RCCP）の耐久性や機能性の維持を目的としたものである． 
 凍結融解抵抗性の向上については，再生骨材の品質や気泡構造の観点から検
討を行い，RCCP の耐久性および機能維持については，摩耗作用に伴うすべり
抵抗性の変化，および表面の粗さとすべり抵抗性の関係について検討を行った． 
 
 第 3 章では，エコセメントおよび再生骨材 L を用いた超硬練りコンクリート
の基礎物性（締固め性，力学的特性，乾燥収縮特性，凍結融解抵抗性）について
検討を行った．また，凍結防止剤散布環境下でのスケーリング抵抗の向上を目的
として，混和材に高炉スラグ微粉末を使用した場合についても検討を行った．な
お，力学的特性については，圧縮強度，静弾性係数および曲げ強度で評価し，凍
結融解抵抗性については，凍結防止剤を模擬した NaCl3%溶液中での相対動弾
性係数および質量減少率で評価した．この結果，以下のことが明らかとなった． 
 
(1) 再生細骨材 L を用いた超硬練りコンクリートの締固め性は，低下する傾向を
示す． 
(2) 再生粗骨材 L，または再生細粗骨材 L を用いた超硬練りコンクリートの各種
強度は，普通骨材を使用した場合と比較して低下するが，十分に高強度なコ
ンクリートとなる． 
(3) 再生骨材 L を用いた超硬練りコンクリートの供試体の強度に対しては，高強
度のため，セメントペースト相と比較して，骨材相の影響が卓越する． 
(4) 再生骨材 L を使用することで，普通骨材を使用した場合と比較して乾燥収縮
ひずみが増大するが，超硬練りコンクリートに適用することで，一般的なス
ランプを有するコンクリートの乾燥収縮ひずみ程度まで低減することがで
きる． 
(5) 凍結防止剤散布下における超硬練りコンクリートの相対動弾性係数は，再生
骨材 L を用いることで，顕著に低下する． 
(6) 凍結防止剤散布下における超硬練りコンクリートのスケーリング抵抗性は，
再生骨材 L を用いると，顕著に低下する． 
(7) 再生骨材 L を用いた場合に，結合材の一部に高炉スラグ微粉末を使用するこ
とでスケーリング抵抗性が改善傾向を示す． 
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 第 4 章では，エコセメントおよび再生骨材 M を用いた超硬練りコンクリート
の基礎物性（締固め性，力学的特性，凍結融解抵抗性）および気泡構造について
検討を行った．また，凍結防止剤散布環境でのスケーリング抵抗性の向上を目的
として，混和材に高炉スラグ微粉末を使用した場合ついても検討を行った．気泡
構造については，リニアトラバース法により硬化コンクリートの空気量を測定
し，算出された気泡間隔係数と耐久性指数の関係性から，凍結融解抵抗性に及ぼ
す影響について検討を行った．なお，力学的特性については，圧縮強度，静弾性
係数および曲げ強度で評価し，凍結融解抵抗性については，凍結防止剤を模擬し
たNaCl3%溶液中での相対動弾性係数および質量減少率で評価した．この結果，
以下のことが明らかとなった． 
 
(8) 再生粗骨材 M を用いた場合に，超硬練りコンクリートの締固め性は，普通
骨材を用いた場合と同等となる． 
(9) 再生細骨材Mを用いた場合に，超硬練りコンクリートの達成可能充填率 98%
以上を安定的に確保するためにはペースト細骨材体積比 Kp も考慮する必要
がある． 
(10) 再生骨材 M を用いた超硬練りコンクリートの各種強度は，再生骨材 L を用
いた場合と比較して大きくなる． 
(11) 凍結防止剤散布下における超硬練りコンクリートの相対動弾性係数は，耐凍
害品用の再生粗骨材 M を使用することで，再生骨材 L を用いた場合と比較
して顕著に改善し，再生細骨材 M と併用した場合においても，300 サイクル
終了時点で 60%以上の相対動弾性係数を確保できる． 
(12) 超硬練りコンクリートの NaCl3%溶液中でのスケーリング抵抗性は，300 サ
イクル時の相対動弾性係数 60%以上を満足できる再生骨材を使用していれ
ば，高炉スラグ微粉末を使用することで向上させることができる． 
(13) 再生細骨材を用いた場合，気泡間隔係数が同等もしくは小さい場合でも，耐
久性指数が低くなる場合がある．これは，再生細骨材の品質（M，L）によら
ず，再生細骨材の付着モルタルが脆弱かつ微細であり，細骨材であるために
コンクリート中に均等に近い形で分散していることが要因と考えられる． 
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 第 5 章では，エコセメントおよび再生骨材 M を用いた舗装用超硬練りコンク
リートの摩耗作用に伴うすべり抵抗性の変化および表面粗さとすべり抵抗性の
関係について検討を行った．すべり抵抗性については，DFT による 60km/h 走
行時の動的摩擦係数で評価し，表面の粗さについては，供試体表面の算術平均高
さを算出し，波長 0.5～50mm のマクロテクスチャと，波長 0.5mm 未満のマイ
クロテクスチャの 2 種類の路面テクスチャ量から評価した．この結果，以下の
ことが明らかとなった． 
 
(14) ほうき目等の粗面仕上げを施さない RCCP であっても，マイクロテクスチャ
（波長 0.5mm 未満）とすべり抵抗性には相関がある． 
(15) ゴム製タイヤ走行による簡易的な摩耗促進試験機（接地圧 1.2MPa～1.8MPa）
では，所定の養生を行った超硬練りコンクリートの表面はほぼ摩耗されない． 
(16) 骨材露出後において，再生骨材を用いた RCCP のすべり抵抗性は，普通骨材
を用いた場合とほぼ同等となる． 
(17) 表面粗し前および後ともに，マクロテクスチャ（波長 0.5～50mm）とすべり
抵抗性の関係には，明確な相関はない． 
(18) マイクロテクスチャが比較的少ない範囲（表面粗し前）においては，マイク
ロテクスチャの増加に伴うすべり抵抗性の増加が顕著であり，マイクロテク
スチャが比較的多い範囲（表面粗し後）においては，マイクロテクスチャの
増加に伴うすべり抵抗性の増加が鈍化する． 
(19) 骨材露出後において，摩耗に伴う再生骨材を用いた RCCP のマイクロテクス
チャ量および減少傾向は，普通骨材を用いた場合とほぼ同様となる． 
(20) 骨材露出後において，再生骨材を用いた RCCP のマイクロテクスチャとすべ
り抵抗性の関係は，普通骨材を用いた場合とほぼ同等となる． 
 
 本研究により，エコセメントおよび再生骨材を用いた超硬練りコンクリート
の，凍結防止剤散布環境下での凍結融解抵抗性は，再生骨材品質の向上（再生骨
材 L→再生骨材 M），および高炉スラグ微粉末の使用により向上させることがで
きることを明らかとした．また，摩耗作用に伴う舗装路面のすべり抵抗性および
表面粗さは，再生骨材を用いた場合であっても，普通骨材を使用した場合と同等
となり，表面粗さとすべり抵抗性の関係についても，骨材種類によらず同様であ
ることを明らかとした． 
 以上より，エコセメントと再生骨材を用いた超硬練りコンクリートは，実環境
を想定した配合や材料選定を行うことで，舗装として十分に適用可能であると
考えられる． 
 一方で，再生骨材 M を用いた場合であっても，普通骨材と比較して強度や凍
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結融解抵抗性等の各種耐久性が低下するため，実環境において適用する場合に
は，その適用先は限定的となる．また，再生骨材は JIS A 5021～JIS A 5023 に
品質が規定されているが，原コンクリートの詳細を特定することは難しく，また，
再生骨材プラントが国内においては多くないため，同一の品質を有する再生骨
材を安定的に供給することは現段階では困難である．したがって，比較的簡易な
処理で生産される再生骨材 L の適用拡大，利用促進を目的とした検討が必要で
ある． 
 また，本研究で実施した簡易摩耗促進試験機による RCCP の摩耗促進試験で
は，供試体表面の洗い出しを行い，骨材を露出させた後も，顕著な摩耗効果が得
られなかった．したがって，今後は回転ラベリング試験やロサンゼルス試験機に
よる摩耗試験のような，既存の試験機を用いてより明確な摩耗試験を行う必要
がある．また，簡易的なレーザ変位計による表面粗さ測定については，現地での
簡易的な調査を視野に入れた上で使用したものであるが，試験者や機器の設置
状況によりばらつきが大きかった．したがって，室内試験であれば，3 次元形状
測定機のように安定的かつ正確に表面性状を把握できる測定器を使用し，表面
テクスチャの性状をより正確に捉えるのが良いと考えられる． 
 本研究で実施した RCCP の検討については，室内試験あるため，実際の舗装
版におけるすべり抵抗性や表面粗さの性状に適用することは困難である．した
がって，屋外において，実際の幅員や版厚を模擬した条件下での，エコセメント
および再生骨材を用いた RCCP の作製，各種試験の実施を行う必要がある．な
お，これについては 2019 年度 6 月頃に，土木研究所走行試験場にて，上記の材
料を用いた RCCP を施工し，走行車による摩耗試験とそれに伴うすべり抵抗性
および表面性状の測定を予定している． 
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